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厚生労働科学研究費（地域医療基盤開発推進研究事業） 

令和２年度 総括研究報告書 

歯科医療従事者の働き方と今後の需給等に関する調査研究 

研究代表者 三浦 宏子  北海道医療大学歯学部 教授 

研究要旨 

【目的】本研究事業の目的は、若年層の歯科医療従事者の就業意向や動向の可視化を図り、

歯科衛生士と歯科技工士の今後の人材供給の在り方を検討することである。本年度は、歯科

技工士の今後の働き方に大きく影響を与えるコンピュータ支援設計・製作（CAD/CAM）による

仕事量削減効果について調査を行った。また、歯科衛生士のキャリア意識と研修の在り方に

ついて分析を進めた。加えて、両職種とも政府統計データを用いた継続就業状況を明らかに

した。

  

【方法】歯科技工士に対して、郵送法によるCAD/CAMに関する自記式質問紙調査を行った（対

象165 名、回収率 78.8%）。各種補綴装置、陶材焼付鋳造冠、ジルコニアクラウンの製作に要

する時間について、工程ごとに回答を求めるとともに、CAD の業務状況を調べた。歯科衛生

士調査については、昨年度得られた歯科衛生士養成機関およびその卒業年次生を対象とした

自記式質問紙調査データの詳細分析を継続して実施し、就労および職業に対する意識や意向

に関連する要因について、首尾一貫感覚を指す

 

sense of coherence（以下、SOC）との関連性

を含めて検討した。加えて、厚生労働省が平成

 

29年度より実施している「歯科衛生士に対す

る復職支援・離職防止事業」を利用した歯科衛生士を取り巻く状況や、勤労観、職業観を分

析した。これらの調査に加えて、政府統計を用いた2次分析を行い、歯科技工士と歯科衛生士

の就業状況の全国状況と地域偏在について分析

 

【結果】CAD導入による日常の歯科技工業務への変化について、時間の効率化や負担軽減につ

ながったと感じている者は約6割であった。わが国でCADなどが普及することにより20歳代の就

業率は現状より高まると考えている者は 54.6％であり、制度として CAD はテレワークも行え

るようにした方が良いと思っている者は 77.7％であった。５⏋のCAD/CAM 冠の製作に要する

時間は 90.8 分であった。歯科衛生士養成機関の卒業年次在籍生への調査においては、希望勤

務年数が長いほど学生の就労および職業に関する意識および意向に関して肯定的な回答が高

率だった。歯科衛生士学生の SOCと職業観および就労観との関連性が明らかになり、首尾一貫

感覚が高い者ほど職業意識が高かった。歯科衛生士研修センター受講修了者に対する調査では

免許取得直後、求職中・復職直後の歯科衛生士の研修受講は知識・技術、

 

相談できる仲間・環

境、自信の獲得につながっていた。政府統計データ分析の結果、歯科技工士の10年後の継続就

業状況について、歯科技工所に就業する男性では高齢層を除き 100％を 上回っていたが、女性

では若年層と高齢層で 100％を下回っており、性別による差異がみられた。病院・診療所に就

業する歯科技工士は、男女ともに、ほとんどの年齢層で100％を下回っていた。全体的に地域

ブロック間における顕著な傾向はみられなかった。一方、歯科衛生士では、20歳代歯科衛生士

の継続就業率は100%を下回るものの、30 歳代および

 

40歳代では継続就業率が100%を上回って

いた。全国ブロック別にみると、若い世代の継続就業率が比較的高いブロックがみられたが、

全国的な傾向はほぼ同様であった。歯科衛生士の地域分布については、歯科診療所や歯科医師

に比べると偏在が生じていた。歯科技工士は歯科専門職種のなかで最も大きな偏在を示してい

た。歯科衛生士数が多い歯科診療所では、う蝕症や慢性歯周炎などの傷病に加え、検査・健康

診断その他の保健医療サービスを多く提供していた。
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研究組織 

＜研究分担者（50音順）＞ 

大島 克郎  日本歯科大学東京短期大学・教授 

田野 ルミ  国立保健医療科学院・生涯健康研究部・主任研究官 

則武 加奈子 東京医科歯科大学歯学部附属病院 歯科総合診療部 助教 

福田 英輝  国立保健医療科学院・統括研究官 

＜研究協力者＞  

竹井 利香  日本歯科大学東京短期大学・准教授 

I. 研究目的

昨年度に引き続き、歯科医療専門職のうち、歯科衛生士と歯科技工士の就労状況の可視化を行う

とともに、両職種の働き方に影響を与えている要因分析を行い、今後の歯科衛生士・歯科技工士の

働き方や歯科医療従事者の供給体制に関するエビデンスを提供することを本研究の目的とした。 

国では「歯科保健医療ビジョン報告書」および「歯科技工士の要請・確保に関する検討会報告

書」において、歯科衛生士・歯科技工士の確保が強く求められており、特に若年層での離職防止は

喫緊の課題である。しかし、これまで歯科医療従事者の早期離職に関する体系的な研究は不足して

おり、近年の全国的な状況を踏まえた詳細分析が十分になされてこなかった。 

それらのことを踏まえ、昨年度の本事業では、20 歳代の歯科衛生士と歯科技工士の早期離職傾向

を把握することを主眼に調査研究を進めた。歯科衛生士については、養成機関への調査と総合研修

センターへの調査を行うことによって、卒前・卒後の歯科衛生士の就業意向について明らかにし

た。また、歯科技工士については、これまで報告がなかった就業者率を求め、20 歳代後半で男女と

もに就業率が大きく低下することを示した。

本年度では、歯科衛生士養成機関への調査結果については、卒業年次の学生の就業観に影響を与

える要因分析をさらに詳細に進めた。研修センター修了生への調査については、さらにサンプル数

を増やし、現在、国の事業費で運営されている全研修センターからデータを得て、分析を行った。

歯科技工士においては、「歯科技工士の要請・確保に関する検討会報告書」でも指摘がなされたコ

ンピュータ支援設計・製作（CAD/CAM）による仕事量削減効果に関するタイムスタディ研究を行

い、可視化を図った。また、国の統計データを二次利用することにより、歯科衛生士と歯科技工士

の継続就業率を都道府県別に求めるとともに、両職種の数の地域格差の現状についても明らかにし

た。これらの研究を多面的に進め、今後の歯科医療従事者の人材確保に向けた対応策について検討

した。

研究要旨（続き） 

【結論】歯科技工士の業務における CAD/CAMの拡大は、若手歯科技工士の就業率の向上にも一

定の効果が期待されると考えられる。歯科技工業務の一部を、今後テレワークでも対応できる

ようにする等の制度上の工夫は、今後検討すべきである。歯科衛生士の早期離職を抑制するう

えでも歯科衛生士養成機関や卒後研修機関でのさらなる教育支援は必須であり、免許取得直後

での仕事のやりがいの体得も知識・スキルの習得以外に重要である。国の統計データの 2次分

析では、歯科技工士と歯科衛生士ともに継続就業率は年代によって異なるが、20歳代の継続就

業率が他年代と比較して低率であったことは両職種に共通した事象であり、早期離職対策をさ

らに推進する必要がある。また、歯科衛生士の 30-40 歳代の継続就業率から、これまでの復職

支援対策は一定の効果を有したことが示唆された。 
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B．研究方法 

 令和 2 年度の研究事業は、歯科衛生士・歯科技工士に対する自記式質問紙調査と政府統計を用い

た全国状況の把握の 2 分野から構成される。歯科衛生士調査については、昨年度と同様に養成機関

に対する調査と、厚生労働省補助事業で設立された研修センターに対する調査とデータ分析を行っ

た。また、歯科技工士に対しては、CAD/CAMに要する作業時間と従来法に要する作業時間の詳細につ

いて、自記式でのタイムスタディを行うとともに、CAD/CAM推進と若手人材の確保に関する意向調査

を行った。政府統計を用いた分析では、継続就業率を都道府県レベルで算出するなど、全国的な状

況に関しての可視化を図った。 

以下、研究テーマごとに各々の研究方法の概要を記載する。 

I. 歯科技工士・歯科衛生士に対する自記式質問紙調査

１．CAD/CAM システム等の歯科技工業務に関する調査研究

 調査対象は、事前に行ったスクリーニング調査を通じて、調査協力の得られた CAD/CAM システム

を扱ったことがある歯科技工士165人とした。調査方法は、郵送法による自記式質問紙調査とし、

130 名の回答を得た（回収率78.8%）。調査期間は 2020年11月26日から同年12月28日までとした。

  質問紙調査に用いる調査票には、対象者の属性やCADの業務等の状況に関する項目を設定した。

また、５⏋を対象とした各種補綴装置（全部鋳造冠）、CAD/CAM 冠（レジン）、陶材焼付鋳造冠、ジ

ル コニアクラウン（ジルコニアコーピング＋外装用陶材）の製作に要する時間について、工程ご

とに 回答を求めた。

＜歯科技工士調査に対する倫理的配慮＞

 

本研究は無記名による自記式質問紙調査とし、各調査対象者に対しては調査の趣旨と内容を書面

にて示すとともに、調査結果の公表に際して個別の情報を利用することはないことを明記した。本

研究は、事前に北海道医療大学歯学部の倫理審査を受け、承認されたうえで実施した（承認番号：第

199 号）。

 

２．卒前・卒後の歯科衛生士に対する調査研究

 （１）歯科衛生士の働き方と早期離職予防に関する分析：卒前者への調査

全国の歯科衛生士養成機関およびその卒業年次生を対象とした、郵送法による無記名の自記式質

問紙調査を 2019年 11月の3週間に実施した。養成機関より地域と修業年限の回答を得た。学生票

の質問項目は、①属性（性別、年齢、昼・夜間部別、養成機関入学直前に修了した教育課程）、②

歯 科衛生士を志望してよかったと思うか、③歯科衛生士はやりがいのある仕事だと思うか、④生

涯、 歯科衛生士として働き続けたいと思うか、⑤歯科衛生士養成機関でのキャリア教育の受講経

験、⑥ ワークライフバランスの意向、⑦キャリア展望、⑧歯科関係研修会等への継続参加希望、

⑨認定歯科衛生士の取得意向、⑩SOCスケール、⑪歯科衛生士を長期継続するために重要なこと、

⑫卒業直後に歯科衛生士として就職するか否か、⑬卒業直後の就職先での希望勤務年数、⑭就職先

を決める際に重視すること、⑮卒業直後の就職に対する不安なことについて質問した。

（２）歯科衛生士の働き方に関する意向分析:歯科衛生士研修センターでの調査

厚生労働省事業に関与す東京医科歯科大学歯学部附属病院歯科衛生士総合研修センター・大 阪

歯科大学歯科衛生士研修センター・広島大学歯学部歯科衛生士教育研修センターを2020年3月まで

に受講した215名を対象とした。郵送法による無記名の自記式質問

 

票調査を実施した。調査項目

は、①センター受講時、養成校卒業時、離職時などでの状況や、勤労観や職業観等、②University 
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of Tokyo Health Sociology version of SOC 3 Scale（東大健康社会学版３項目 SOCスケール：以

下 SOC-UTHS）、③属性を主要項目とした 29 問の質問を設定した。2019年度に実施した結果と合わ

せて、はじめに全数における単純集計を行ったのち、免許取得3年未満（以下「新人」）、免許取得

後3年以上かつ離職中・復職後 3年  未満（以下「復職」）、免許取得後3年以上かつ離職歴のない も

の（以下「継続」）の3群に分け各々における傾向を分析した。  

＜歯科衛生士調査に関する倫理的配慮＞ 

 国立保健医療科学院の研究倫理審査を受け、承認されたうえで実施した（承認番号：NIPH-

IBRA#12254）。調査協力は自由意思によるものとすることを調査依頼文に明記した。 

Ⅱ．政府統計を用いた歯科医療従事者の就業状況の可視化 

１．政府統計を用いた歯科技工士の継続就業状況に関する分析 

データは、衛生行政報告例（隔年報）の就業歯科技工士数の数値を用いた。統計法の規定に基づ

き、目的外利用申請により当該データの調査票情報を取得し、就業場所別・性 別・年齢階級 別・地

域ブロック別の就業歯科技工士数の統計表を作成した。対象とする調査年は 2004 年・2006 年・2008

年・2014 年・2016 年・2018 年とした。継続就業率を算出するために、2004年、2006年および 2008

年の就業場所別・性別・年齢階級別・地域ブロック別の就業歯科技工士数について、それぞれ 2014

年、2016年および 2018年での 10歳上の階級の数値と比べ、前者の数値を 100 として変化率を算出

した。次に、これにより得られた各年の変化率の平均値を算出し、10年後の継続就業率を求めた。 

２．政府統計を用いた歯科衛生士の継続就業状況に関する分析 

平成 16年・18年・20年の衛生行政報告例の統計情報、およびこれら基準年度の 10年後である平

成 26 年・28 年・30年の値を用いて、年齢区分別、就業場所別、およびブロック別における「継続

就業率」をコホート変化率法にて算出した。 

３．政府統計を用いた歯科医療従事者の需給分析 

統計法に基づき、厚生労働省から医療施設静態調査および患者調査の調査票情報の提供を受け、

これらのデータを目的に応じて加工し、次の①～③の分析を行った。①市区町村別における歯科診

療所数・歯科医師数・歯科衛生士数・歯科技工士数・歯科業務補助者数の地 域分布について、各歯

科医療従事者数別に完全平等分布線とローレンツ曲線を作成し、ジニ係数を求めた。②歯科医療従

事者数と歯科診療所通院患者の傷病数との関係について、医療施設静態調査と患者調査のデータを

用いて重回帰分析を実施し、評価した。③歯科訪問診療実施施設における口腔衛生指導の実施有無

による特性について、医療施設静態調査のデータを用いて、クロス集計と多重ロジスティック回帰

分析により評価を行った。 

＜上記の政府統計データを用いた分析における倫理的配慮＞ 

事前に国立保健医療科学院の倫理審査を受け、承認されたうえで実施した（承認番号：NIPH-

IBRA#12289）。また、厚生労働省から提供を受けた就業歯科衛生士・歯科技工士数の調査票情報の使

用に際しては、申請書に記載した利用場所、利用環境、保管場所および管理方法に十分留意し、分析

を行った。 

C．研究結果 

I.歯科技工士・歯科衛生士に対する自記式質問紙調査

１．CAD/CAM システム等の歯科技工業務に関する調査研究

調査票の回収数は 130人（回収率：78.8％）であった。CADの導入による日常の歯科技工業務への
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変化について確認したところ、「技工業務の時間の効率化につながった」が85 人（65.4％）で最も

多く、次いで「技工業務の負担が軽減した」が81人（62.3％）であった。今後、わが国でCADなど

が普及することにより20歳代の就業率は現状より高まるか確認したところ、「非常にそう思う」と

「そう思う」の計は 71人（54.6％）であった。今後、制度として CADはテレワーク（自宅等での 

PC 上での設計）も行えるようにした方が良いと思うかを確認したところ、「非常にそう思う」「そ

う思う」の計は101人（77.7％）であった。 補綴装置製作に要する時間については、全部鋳造冠は

102.4 分、CAD/CAM 冠（レジン）は90.8分、陶材焼付鋳造冠は208.6分、ジルコニアクラウン（ジ

ルコ ニアコーピング＋外装用陶材）は 221.8分であった。

２．卒前・卒後の歯科衛生士に対する調査研究 

（１）歯科衛生士の働き方と早期離職予防に関する分析：卒前者への調査

調査票を発送した 162校の養成機関のうち、150校から 6,270名分の調査票の返送があった。 歯科

衛生士志望に肯定感がある者60.7％、歯科衛生士として生涯勤続希望をしている者 50.4％、 歯科

衛生士の仕事にやりがいを感じる者 84.2％、キャリア展望が描けている者（描けている／やや 描

けている）43.0％、キャリア教育の受講経験がある者27.2％、  仕事と生活と両立を考えている 者 

76.3％、継続的に歯科関連の研修会等に参加希望の者（とても思う／やや思う）67.1％、認定歯 科

衛生士を取得意向のある者（とても思う／やや思う） 49.7％だった。希望勤務年数は、「3～5年 未

満」が最も多く45.0％、次いで「5年以上」36.1％、  「3年未満」18.9％だった。「3 年未満」を希望

した者の生涯勤続希望者の割合は、「5 年以上」66.9％のおよそ1/2にあたる33.5％だった。SOC 得

点（最大21点）の平均（標準偏差）は14.4（3.4）で、合計得点12点以上が全体の85.7％ 占めた。

歯科衛生士学生の勤労観および職業観は SOC と有意に関連していることが示された（p<0.01）。

また、歯科衛生士学生の職業観および就労観を、SOC 得点の低、中、高における平均点 を分散分析

で比較した結果は（F(2,6225) = 282.18、p<0.01)であり、SOC 得点と職業観および就労 観に関連性

が示された（p<0.01）。  

（２）歯科衛生士の働き方に関する意向分析:歯科衛生士研修センターでの調査

調査対象者 124 名に回答を依頼した結果、88 通の返送があった（回収率 71.0％）。2019 年度分と

合わせると215名に依頼して156通の返送となった（回収率72.6％）。「新人」（32 名、20.5％）、「復

職」（111名、71.2％）、「継続」（13名、8.3％）であった。回答者の平均年齢は44.1歳（22- 69歳）

であった。「新人」の平均年齢は31.7歳（22-56歳）、「復職」の平均年齢は 47.6歳（27歳- 63歳）、　

「継続」の平均年齢は 39.9 歳（26-56歳）であった。センターでの研修を受講しようと考えた理由

は「新たな知識・技術を身につけたい」が 27％と最も多く、次いで「スキルの向上」「自信を つけ

たい」がともに 26％であった。回答  者の 86％が研修を受講して「とても良かった」あるいは 「良

かった」と回答した。研修を受講して感じられたこととして「新しい知識・技術が身についた」 が

62％と最も多く、次いで「自信がついた」（46％）、「相談できる環境・仲間ができた」（44%)と続い

た。  

回答者のうち 72％は歯科衛生士として離職経験があり、「復職」では職を離れていた理由として

78%が「結婚、子育てのため仕事ができなくなったから」と回答した。復職を考えたきっかけとして

は「子育てなどがひと段落したから」が 50％と最も多く、次いで「仕事をする必要性ができたから」

(27％）であった。 

Ⅱ．政府統計を用いた歯科医療従事者の就業状況の可視化 

１．政府統計を用いた歯科技工士の継続就業状況に関する分析 
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 歯科技工所に就業する歯科技工士の継続就業率について、男性の全国値では、「20- 24歳→30-34 

歳」から「40-44歳→50-54歳」までの年齢層においては 100％を上回っていた。一方、「45-49 歳 →

55-59歳」以降の高齢層では 100％を下回っていた。女性の全国値では、「30-34歳→40-34歳」か ら

「40-44歳→50-54歳」までの年齢層においては 100％を上回っていたが、その他の年齢層では 100

％を下回っていた。地域ブロック別では、男女ともに顕著な傾向はみられなかった。また、病院・

診療所に就業する歯科技工士の継続就業率について、男性の全国値では「20-24歳→30-34歳」にお

いて 100％を上回っていたが、「25-29 歳→35-39 歳」以降の年齢層では 100％を下回っていた。女

性の全国値では、いずれの年代においても 100％を下回っていた。地域ブロック別では、男女とも

に 顕著な傾向はみられなかった。

２．政府統計を用いた歯科衛生士の継続就業状況に関する分析 

 総数における「継続就業率」は、基準となる年齢区分が「25歳未満」および「25-29 歳」の区分

では、それぞれ 96.4％および 94.5％と小さかった。一方、基準となる年齢区分が「30-34歳」、「35-

34歳」および「40-44歳」では、それぞれ 131.3％、133.4％、111.0％と高率であった。全国ブロッ

ク別の「継続就業率」は、いずれのブロックでも全国とほぼ同様の傾向を示した。しかし、南関東ブ

ロック、東海・北陸ブロックおよび近畿ブロックにおいては、基準となる年齢区分が「25 歳未満」

および「25-29歳」の区分においても比較的高い割合を示した。

３．政府統計を用いた歯科医療従事者の需給分析 

 各分析の結果、次の①～③の結果が得られた。①ジニ係数は、年度間の差はほとんどみられず傾

向は近似していた。各対象のジニ係数は、両年ともに低値から順番に、歯科診療所数、歯科医師数、

歯科業務補助者数、歯科衛生士数、歯科技工士数の順であった。②歯科衛生士数が多い歯科診療所

では、う蝕症や慢性歯周炎などの傷病に加え、検査・健康診断その他の保健医療サービスとの有意

な関連がみられた。歯科技工士では、慢性歯周炎や歯の欠損補綴（ブリッ ジ、有床義歯、インプラ

ント）等との有意な関連が認められた。③歯科訪問診療を実施している施設のうち、口腔衛生指導

を実施している施設は、実施していない施設に比べて人口密度が高くなるほど多かった。また、歯

科口腔外科を標榜している施設が多く、歯科医療従事者では歯科医師・非常勤、歯科衛生士・常勤、

歯科衛生士・非常勤が多かった。

D.考察

I.歯科技工士・歯科衛生士に対する自記式質問紙調査

１．CAD/CAM システム等の歯科技工業務に関する調査研究

 CAD 導入による日常の歯科技工業務への変化については、負担軽減と時間効率化が約6割を占め

ており、多くの者が CAD 導入による業務の効率化を感じていることがうかがえる。また、製作時間

について、CAD/CAM冠は90.8分、全部鋳造冠は102.4分と約 10分間の差が認められた。しかし、実

際には補綴装置の製作に際しては、一つの工程をまとめて行ったり、各工程を複数人で分担して行

ったりしているなど、その形態は多様であり、さらに近年では光学印象の進展により、歯科技工士

の作業時間の減少につながることも考えられる。このため、本結果のみで時間の負担を単純に比較

することは難しい。 

過去の厚生労働科学研究の報告によれば、歯科技工士 20歳代の就業者率は 47.9％であり、30 歳

代 29.0％、40 歳代 28.2％などの他の年齢階級に比較して高値であるが、就業者数全体の就業率は

他職種に比較して低値を示している。また、歯科技工士免許を取得し就業した後においても、早い

段階で離職する者が多数存在することが報告されている。この理由として「給与・待遇の面」や「仕
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事内容への不安」などが挙げられている。つまり、これらの報告と本研究結果とを合わせて考える

と、若年層の就業率向上には業務負担の軽減のみならず、多様な要因を検討する必要性が示唆され

た。 

厚生労働省の「歯科技工士の養成・確保に関する検討会」の報告書では、CAD のテレワークを推進

したほうがよいという意見が多かったが、本結果においても、同様の意見は約 8割であった。特に

近年では歯科技工士免許登録者の女性割合が増加していることから、女性の就業しやすい環境整備

や CAD などのテレワークなど、より時代のニーズに応じた対応も併せて求められる。 

２．卒前・卒後の歯科衛生士に対する調査研究 

（１）歯科衛生士の働き方と早期離職予防に関する分析：卒前者への調査

希望勤務年数について「3 年未満」が約 2割 であり、「3～5 年未満」を合わせると 6割を超えて

いたが、将来に繋がる前向きな離職がどの程度含まれているか不明である。しかし、看護職のキャ

リア・アンカーは少なくとも 5 年以上の仕事経験によって安定するといわれているように、同じ

医 療関係の対人サービスを行う職種としては、一定期間の継続した就業が求められると考えられ

る。したがって、キャリアアップを目的とした転職の構想があっても、歯科衛生士としての職業基

盤をつくる場として、卒業して最初の就職先での職務経験は極めて重要である。実際に、17 都府

県在住の歯科衛生士約 1,700 名を対象とした調査において、歯科衛生士免許取得後 5 年目までの

者のうち、 歯科衛生士業務に従事していない者では、今後「よい勤務先があればつきたい」と33.

8％が回答していた。これらのことから、今後の新人歯科衛生士の就業継続の促進に向けて、20 歳

代歯科衛生士 に対する就労観を把握する必要があると考えられる。

 本調査の結果、卒業年次学生の 6割が歯科衛生士志望に肯定感をもち、5割が歯科衛生士として生

涯勤続を希望し、さらに歯科衛生士の仕事にやりがいを感じる者は 8 割を超えていた。その一方、

キャリア展望が描けている者は約 4割にとどまり、キャリア教育を受けた経験のある者は 3 割に達

していなかった。全国の研修歯科医を対象とした先行研究では、キャリア教育は将来設計を描くに

あたり有効である可能性を指摘していた。女性が医療系職業を継続する意思を高めるために卒前教

育の重要性が指摘されており、歯科衛生士学生の就業継続の意思向上に向けて、キャリア展望が描

けるような歯科衛生士養成課程におけるキャリア教育の拡充および学習の機会の提供が求められる。 

（２）歯科衛生士の働き方に関する意向分析:歯科衛生士研修センターでの調査

回答者のうち「新人」は 32名と少人数であった。受講のきっかけとしては、免許交付時に郵送さ

れる「チラシ」(34%)、「勤務先の上司・同僚からの紹介」(31%)が多かった。毎年6,000人超の新人

歯科衛生士が誕生しており、様々な不安を抱えながらも受講に至らない新人歯科衛生士もいること

が想定されることから、新人歯科衛生士に対する更なる周知や、研修を受講しやすい環境づくりを

さらに進めるとともに、受講人数増加にも耐えうるセンターでの研修準備も求められる。また、卒

前教育やセンターでの卒直後教育として、歯科衛生士の社会的意義・やりがいを積極的に伝え、体

感させることが歯科衛生士のキャリア教育として重要視すべきではないかと考えられた。  

 

一方、今

回の回答者のうち「復職」は 111名と全体の71%であった。センターを知ったきっかけとしてはイ

ンターネットが42%と最も多かった。離職に至った理由としては、78%が「結婚・子育てのため仕事

ができなくなったから」と回答し、復職を考えたきっかけとして、52%が「子育てなどがひと段落

したから」、27% が「仕事をする必要性ができたから」と続いた。これまで結婚・出産に伴う退職

が多かったことと、子育てがひと段落したのちに復職を検討したことがうかがえる。子育てがひと

段落した後に復職する場合、離職期間が長くなってしまうことが懸念されるため、今後は、育児と

歯科衛生士業務の両立支援をさらに推進する必要がある。  
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Ⅱ．政府統計を用いた歯科医療従事者の就業状況の可視化 

１．政府統計を用いた歯科技工士の継続就業状況に関する分析 

 歯科技工所に就業する継続就業率では性別による差異がみられたが、地域ブロック間における顕

著な傾向はみられなかった。女性では、30～44歳の者の10年後の継続就業率は100％を上回ってい

たが、若年層と高齢層では100％を下回っていた。一方、若年層での継続就業率が100％を下回っ

ていたことから、20歳代に対する就業継続支援策が必要であることが示唆された。歯科技工士の就

業先は歯科技工所が約7割を占めており、近年では歯科技工士免許登録者の女性割合が増加傾向に

あることから、特に歯科技工所において、女性が就業しやすい環境整備を図る必要があると考えら

れた。 

２．政府統計を用いた歯科衛生士の継続就業状況に関する分析 

 年代がすすむにつれて、就業場所の多様化がみられることから、復職支援にあたっては、歯科診

療に関する知識や技術にとどまらず、就業場所の多様化に対応したプログラムの構築と提供が必要

であると考えられた。歯科衛生士の転職率は高いことが報告されているが、本研究においても基準

人口「25歳未満」と「25-29歳」区分においては継続就業率が低く、20歳代に対する就業継続支援

策が必要であることが示された。一方、30歳代から 40 歳代前半の継続就業率は、いずれの就業場

所あるいは地域ブロックにおいてもほぼ 100％を超えており、新たな就業歯科衛生士の参加があっ

たと考えられた。これらのことから、30-40歳代を中心としたこれまでの復職支援の拡充を継続し

てすすめることの有用性が示唆された。 

３．政府統計を用いた歯科医療従事者の需給分析 

 歯科衛生士の地域分布については、歯科診療所や歯科医師に比べると、より偏在が生じているこ

とが明らかになった。歯科技工士については、各職種のなかで最も大きな偏在を示していた。また、

歯科衛生士数が多い歯科診療所では、う蝕症や慢性歯周炎などの傷病に加え、検査・健康診断その

他の保健医療サービスとの関連がみられた。他方、歯科技工士では、慢性歯周炎や歯の欠損補綴等

との関連がみられた。 

歯科衛生士に関しては、口腔疾患の予防管理等の担い手としての役割が期待されているが、昨今

では特に歯科診療所における人材不足が指摘されている。本研究では、歯科衛生士が多い歯科診療

所では検査・健康診断等の保健医療サービスを多く提供する傾向にあった。また、2017 年時点にお

ける歯科診療所のジニ係数が0.23であるのに対し、歯科衛生士のジニ係数が0.35であり、歯科衛

生士不足の地域差が生じていることが示唆された。 

また、近年の 就業歯科技工士数がほぼ横ばい傾向にあるなかで、病院・診療所に就業する歯科技

工士数は減少傾向にあり、歯科技工所に就業する歯科技工士数は漸増傾向にある。本研究において

も、歯科技工士のジニ係数が、2017年で 0.58と高値を示していたことは、こうした傾向を裏付け

るものであった。一方、本研究では、歯科技工士数が多い歯科診療所では、慢性歯周炎や歯の欠損

補綴 などの歯科医療サービスの提供が多いことが明らかになった。近年では歯科診療所に通院す

る患者 の高齢化が進んでいるが、歯科診療所では特にその傾向が高く、補綴装置等の製作を外部

委託では なく、院内技工で対応しているケースが多いと考えられる。 

E.結論

歯科技工士の業務における CAD/CAMの拡大は、若手歯科技工士の就業率の向上にも一定の効果が

期待されると考えられる。歯科技工業務の一部を、今後テレワークでも対応できるようにする等の

制度上の工夫は、今後検討すべきである。歯科衛生士の早期離職を抑制するうえでも歯科衛生士養
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成機関や卒後研修機関でのさらなる教育支援は必須であり、免許取得直後での仕事のやりがいの体

得も知識・スキルの習得以外に重要である。国の統計データの 2次分析では、歯科技工士と歯科衛

生士ともに継続就業率は年代によって異なるが、20歳代の継続就業率が他年代と比較して低率であ

ったことは両職種に共通した事象であり、早期離職対策をさらに推進する必要がある。また、歯科

衛生士の 30-40歳代の継続就業率から、これまでの復職支援対策は一定の効果を有したことが示唆

された。  

F.研究発表

１．原著論文

・Tano R, Miura H, Oshima K, Noritake K, Fukuda H. The relationship between the sense of 
coherence of dental hygiene students in their graduation year and their view of the profession 
and attitude to work: A cross-sectional survey in Japan. Int J Environ Res Public Health 2020, 
17(24), 9594.

・Miura H, Tano R, Oshima K. Analysis of factors related to working status of dental hygienists 
in Japan. Int J Environ Res Public Health 2021;18(3), 1025.

２．学会発表 

・田野ルミ、三浦宏子、福田英輝、大島克郎. 歯科衛生士の働き方等に関する意向:歯科衛生士学

校養成所および卒業年次生への調査. 第79回日本公衆衛生学会総会.2020.

・則武加奈子,田野ルミ,福田英輝,大島克郎,渡邊洋子,大城暁子,新田浩,三浦宏子. 歯科衛生士に

対する復職支援・離職防止等推進事業での研修受講者における勤労観.第26回関東甲信越歯科医

療管理学会学術大会.2020.

・大島克郎，三浦宏子，田野ルミ，則武加奈子，福田英輝．性別・年齢階級別における歯科技工士

の就業者率と今後必要な新規資格取得者数等に関する分析．第26回関東甲信越歯科医療管理学会

学術大会.2020.

G.知的財産権の出願・登録状況

該当なし
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厚生労働科学研究費（地域医療基盤開発推進研究事業） 

歯科医療従事者の働き方と今後の需給等に関する調査研究 

令和２年度 分担研究報告書 

CAD/CAMシステム等の歯科技工業務に関する調査研究 

研究分担者 大島 克郎 日本歯科大学東京短期大学 教授 

研究協力者 竹井 利香 日本歯科大学東京短期大学 准教授 

研究代表者 三浦 宏子 北海道医療大学歯学部 教授 

研究分担者 福田 英輝 国立保健医療科学院 統括研究官 

研究分担者 田野 ルミ 国立保健医療科学院生涯健康研究部 主任研究官

研究分担者 則武加奈子 東京医科歯科大学歯学部附属病院歯科総合診療部 助教 

研究要旨 

【目的】近年の CAD/CAM システムの普及に伴い、歯科技工士の業務形態等も大きく変化し

ていると考えられ、歯科技工の需要・供給を検討するうえで、歯科技工業務の実態を把握す

ることは重要である。本研究報告では、CAD/CAMシステムを取り扱っている歯科技工士を対

象として、CAD/CAMシステムの普及等に関する意見を収集するとともに、CAD/CAM冠等の製

作に要する時間を求め、歯科技工業務の実態を把握することを目的とした。 

【方法】対象は、事前に行ったスクリーニング調査を通じて、調査協力の得られた CAD/CAM

システムを扱ったことがある歯科技工士 165 人とした。調査方法は、郵送法による自記式

質問紙調査とし、調査期間は 2020（令和 2）年 11月 26日から同年 12月 28日までとした。

質問紙調査に用いる調査票には、対象者の属性や CAD の業務等の状況に関する項目を設定

した。また、５⏋を対象とした各種補綴装置（全部鋳造冠、CAD/CAM 冠（レジン）、陶材焼

付鋳造冠、ジルコニアクラウン（ジルコニアコーピング＋外装用陶材））の製作に要する時

間について、工程ごとに回答を求めた。

【結果】調査票の回収数は 130人（回収率：78.8％）であった。CAD の導入による日常の歯

科技工業務への変化について確認したところ、「技工業務の時間の効率化につながった」が

85 人（65.4％）で最も多く、次いで「技工業務の負担が軽減した」が 81人（62.3％）であ

った。今後、わが国で CADなどが普及することにより 20歳代の就業率は現状より高まるか

確認したところ、「非常にそう思う」「そう思う」の計は 71人（54.6％）であった。今後、

制度として CADはテレワーク（自宅等での PC上での設計）も行えるようにした方が良いと

思うか確認したところ、「非常にそう思う」「そう思う」の計は 101人（77.7％）であった。

補綴装置製作に要する時間については、全部鋳造冠は 102.4 分、CAD/CAM 冠（レジン）は

90.8 分、陶材焼付鋳造冠は 208.6 分、ジルコニアクラウン（ジルコニアコーピング＋外装

用陶材）は 221.8分であった。

【結論】CAD導入による日常の歯科技工業務への変化について、時間の効率化や負担軽減に

つながったと感じている者は約 6 割であった。わが国で CAD などが普及することにより 20

歳代の就業率は現状より高まると考えている者は 54.6％であり、制度として CAD はテレワ

ークも行えるようにした方が良いと思っている者は 77.7％であった。CAD/CAM 冠の製作に

要する時間は 90.8分であった。今後、近年の歯科技工業務の動向等も含め、より詳細な検

証を進めていき、歯科技工の需給分析に資する基礎資料を蓄積していくことが重要である。 

13



A．研究目的  

 補綴装置の製作は、現在ではそのほとんどが歯科技工士に委ねられており 1）、国民に

質の高い補綴装置を提供し続けるためにも、適正な歯科技工士数の確保は重要な課題で

ある。厚生労働省では、歯科技工士の養成・確保について具体的な検討を行うため、2018

年 5月に「歯科技工士の養成・確保に関する検討会」を設置し、計 8回の会議が行われ

た 2）。2020 年 3 月に取りまとめられた同検討会の報告書 2）によれば、歯科技工に関す

る現状を把握し、歯科技工士の業務のあり方等を含む歯科技工の将来像について検討す

ることの必要性が指摘されている。とりわけ近年では、CAD/CAMシステムの普及に伴い、

歯科技工士の業務形態等も大きく変化していると考えられ、歯科技工の需要・供給を検

討するうえで、歯科技工業務の実態を把握することは大きな意義をもつ。 

そこで本研究報告では、CAD/CAMシステムを取り扱っている歯科技工士を対象として、

CAD/CAM システムの普及等に関する意見を収集するとともに、CAD/CAM 冠等の製作に要

する時間を求め、歯科技工業務の実態を把握することを目的とした。 

 

B．研究方法 

1．調査対象および調査方法 

本研究では、まず、調査協力の得られた歯科技工士学校養成所と関連の歯科技工所・

歯科診療所等に在籍する歯科技工士を対象に CAD/CAM システムを扱ったことがある者

165 人を抽出のうえ対象とした。次に、これらの対象者に対して、2020（令和 2）年 11

月 26日から同年 12月 28日までの期間に、郵送法による自記式質問紙調査を実施した。

回収された調査票のうち、有効回答を分析対象とした。 

 

2．調査内容および集計 

質問紙調査に用いる調査票には、対象者の属性（年齢、性別、歯科技工士免許を取得

した年、CADの業務に携わりはじめた年、現在の主な就業場所、就業している歯科技工

所の歯科技工士数）、CADの業務等の状況（CADに携わっている時間、CAD/CAMに関する

技術をどのようにして身に付けたか、CADの導入による日常の歯科技工に関する業務へ

の変化、CAD などが普及することにより 20 歳代の就業率は現状より高まると思うか、

制度として CAD はテレワークも行えるようにした方が良いか）に関する項目を設定し

た。 

また、５⏋を対象とした各種補綴装置（全部鋳造冠、CAD/CAM冠（レジン）、陶材焼付

鋳造冠、ジルコニアクラウン（ジルコニアコーピング＋外装用陶材））の製作に要する

時間について、工程ごとに回答を求めた。 

集計は、調査票の各項目について基本統計量を算出した。なお、実際に質問紙調査に

用いた調査票は巻末に添付した。 

 

3．倫理的配慮 

本研究は無記名による自記式質問紙調査とし、各調査対象者に対しては、調査の趣旨

と内容を書面にて示すとともに、調査結果の公表に際して個別の情報を利用することは

ないことを明記した。本研究は、事前に北海道医療大学歯学部の倫理審査を受け、承認

されたうえで実施した（承認番号：第 199号）。 
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C．研究結果 

調査票の回収数は 130 人（回収率：78.8％）であった。表１に回答者の属性を示す。

性別は男性 97人（74.6％）、女性 33人（25.4％）であり、年齢は「20-29歳」が 37人

（28.5％）、「30-39歳」が 39人（30.0％）、「40-49 歳」が 29人（22.3％）、「50歳以上」

が 25 人（19.2％）であった。回答者の平均年齢（標準偏差）は、38.2歳（5.7）であっ

た。 

CAD への従事年数は、「0-4年」が 62人（47.7％）、「5-9年」が 41人（31.5％）、「10-

14 年」が 12 人（9.2％）、「15 歳以上」が 12 人（9.2％）であり、平均値（標準偏差）

は、11.7年（5.2）であった。回答者の主な就業場所は、歯科技工所が 88人（67.7％）、

歯科診療所 14人（10.8％）、病院 20人（15.4％）、学校養成所 7人（5.4％）であった。 

表１ 回答者の属性 

n %
総数 130 100.0

性別 男性 97 74.6
女性 33 25.4

年齢 20-29 37 28.5
30-39 39 30.0
40-49 29 22.3
50+ 25 19.2

CAD従事年数 0-4 62 47.7
5-9 41 31.5
10-14 12 9.2
15+ 12 9.2
無回答 3 2.3

主な就業場所 歯科技工所 88 67.7
歯科診療所 14 10.8
病院 20 15.4
学校養成所 7 5.4
無回答 1 0.8
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表２に、表１において主な就業場所が「歯科技工所」と回答した者 88 人を対象とし

て、その歯科技工所の歯科技工士数について求めた結果を示す。「1人」が 6人（6.8％）、

「2人」が 5人（5.7％）、「3人」が 6人（6.8％）、「4人」が 10人（11.4％）、「5～9人」

が 19 人（21.6％）、「10～19人」が 11人（12.5）、「20人以上」が 31人（35.2％）であ

った。 

 

表２ 就業している歯科技工所の歯科技工士数（主な就業場所が「歯科技工所」と回答

した者のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３に、CAD の業務等の状況に関して、１週間のすべての業務量を 100 とした場合、

CAD に携わっている時間（製作・指導を含む）を示す。「0-19」が 37人（28.5％）、「20-

39」が 26人（20.0％）、「40-59」が 18人（13.8％）、「60-79」が 13人（10.0％）、「80-

100」が 32人（24.6％）であった。平均値（標準偏差）は 43.6（33.8）であり、中央値

（25-75パーセンタイル）は 37.5 (10-80)であった。 

 

表３ １週間のすべての業務量を 100とした場合、CAD に携わっている時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n %
総数 88 100.0

歯科技工士数 1人 6 6.8
2人 5 5.7
3人 6 6.8
4人 10 11.4
5～9人 19 21.6
10～19人 11 12.5
20人以上 31 35.2

n %
総数 130 100.0
　0-19 37 28.5
　20-39 26 20.0
　40-59 18 13.8
　60-79 13 10.0
　80-100 32 24.6
　無回答 4 3.1
平均（SD） 43.6 (33.8)
中央値（25-75%） 37.5 (10-80)
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 表４に、CAD/CAM に関する技術をどのようにして身に付けたか質問した結果を示す

（複数回答）。また、図１は表４の結果をグラフ化したものである。 

「職場の上司・同僚等から教わった」が 79人（60.8％）で最も多く、次いで、「研修

会等」が 51人（39.2％）、「教本・雑誌等」が 40人（30.8％）、「職場以外の知人等から

教わった」が 23 人（17.7％）、「学校等で教わった」が 18 人（13.8％）の順であった。 

表４ CAD/CAMに関する技術をどのようにして身に付けたか（複数回答可） 

図１ CAD/CAMに関する技術をどのようにして身に付けたか（複数回答可） 

n %
総数 130 100.0
　研修会等 51 39.2
　職場の上司・同僚等から教わった 79 60.8
　職場以外の知人等から教わった 23 17.7
　教本・雑誌等 40 30.8
　学校等で教わった 18 13.8
　その他 27 20.8
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 表５に、CADの導入により、日常の歯科技工に関する業務への変化について質問した

結果を示す（複数回答）。また、図２は表５の結果をグラフ化したものである。 

「技工業務の時間の効率化につながった」が 85 人（65.4％）で最も多く、次いで、

「技工業務の負担が軽減した」が 81 人（62.3％）、「経済的負担が増大した」が 23 人

（17.7％）、「技工業務の負担が増大した」が 15 人（11.5％）、「技工業務の時間が増大

した」が 7人（5.4％）、「経済的負担が軽減した」が 7人（5.4％）の順であった。 

表５ CAD導入による日常の歯科技工に関する業務への変化（複数回答可） 

図２ CAD導入による日常の歯科技工に関する業務への変化（複数回答可） 

n %
総数 130 100.0
　技工業務の負担が軽減した 81 62.3
　技工業務の負担が増大した 15 11.5
　技工業務の時間の効率化につながった 85 65.4
　技工業務の時間が増大した 7 5.4
　経済的負担が軽減した 7 5.4
　経済的負担が増大した 23 17.7
　その他 13 10.0
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 表６に、今後、わが国で CAD などが普及することにより 20 歳代の就業率は現状より

高まるか確認した結果を示す（単一回答）。また、図３は表６をグラフ化したものであ

る。 

「非常にそう思う」が 13人（10.0％）、「そう思う」が 58人（44.6％）、「あまりそう

は思わない」が 44人（33.8％）、「まったくそうは思わない」が 14人（10.8％）であっ

た。「非常にそう思う」「そう思う」の計は 71人（54.6％）であった。 

 

表６ CADなどが普及することにより 20歳代の就業率は現状より高まるか（単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ CADなどが普及することにより 20歳代の就業率は現状より高まるか（単一回答） 

 

 

  

n %
総数 130 100.0
　非常にそう思う 13 10.0
　そう思う 58 44.6
　あまりそうは思わない 44 33.8
　まったくそうは思わない 14 10.8
　無回答 1 0.8
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 表７に、今後、制度として CAD はテレワーク（自宅等での PC 上での設計）も行える

ようにした方が良いと思うか確認した結果を示す（単一回答）。また、図３は表６をグ

ラフ化したものである。 

「非常にそう思う」が 60人（46.2％）、「そう思う」が 41人（31.5％）、「あまりそう

は思わない」が 24人（18.5％）、「まったくそうは思わない」が 5人（3.8％）であった。

「非常にそう思う」「そう思う」の計は 101 人（77.7％）であった。 

 

表７ CAD はテレワーク（自宅等での PC 上での設計）も行えるようにした方が良いと

思うか（単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ CAD はテレワーク（自宅等での PC 上での設計）も行えるようにした方が良いと

思うか（単一回答） 

 

 

  

n %
総数 130 100.0
　非常にそう思う 60 46.2
　そう思う 41 31.5
　あまりそうは思わない 24 18.5
　まったくそうは思わない 5 3.8
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 図５に、全部鋳造冠、CAD/CAM 冠（レジン）、陶材焼付鋳造冠、ジルコニアクラウン

（ジルコニアコーピング＋外装用陶材）の各種補綴装置を製作するために、各々の工程

について、普段かかっている標準的な時間の総計を示す（部位はすべて５⏋）。 

全部鋳造冠が 102.4 分、CAD/CAM 冠（レジン）が 90.8 分、陶材焼付鋳造冠が 208.6

分、ジルコニアクラウン（ジルコニアコーピング＋外装用陶材）が 221.8 分であった。 

 なお、各々の工程に要する時間については、表８～11 に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 各種補綴装置の製作時間 
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表８ ５⏋全部鋳造冠の製作時間 
 

番号 上位分類 下位分類 所要時間（分） 

1 技工指示書の確認 記載内容の確認（問い合わせ） 2.9分 
2 前準備 印象または模型等の確認 2.8分 
3 作業用模型製作 （印象で受け取る場合）模型材の練和・注入 6.5分 
4  模型の調整（対合模型含む） 4.6分 
5  ダウエルピン歯型・副歯型の製作・調整 11.7分 
6 咬合器付着 上下顎模型の付着 8.8分 
7 咬合器の調節・確認 咬頭嵌合位・運動再現の確認 3.9分 
8 蝋型の採得（ワックスアップ） ５⏋全部鋳造冠のワックスアップ 14.8分 
9 蝋型埋没 スプルーイング等前準備・埋没 6.9分 
10 鋳造 鋳造（リング焼却時間含まない） 5.9分 
11 適合 鋳造体・適合の確認 4.9分 
12  外形・咬合の確認・調整 5.9分 
13 研磨 上記以外の形態修正・研磨 9.2分 
14 最終確認 各部の確認 3.1分 
15  洗浄・消毒 4.9分 
16 点検・検査 管理・保管 2.7分 
17 技工録作成 技工録等の記入・確認 2.8分 
  総平均時間 102.4分 
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表９ ５⏋CAD/CAM冠（レジン）の製作時間 
 
番号 上位分類 下位分類 所要時間（分） 

1 技工指示書の確認 記載内容の確認（問い合わせ） 2.7分 
2 前準備 印象または模型等の確認 2.6分 
3 作業用模型製作 （印象で受け取る場合）模型材の練和・注入 6.3分 
4  模型の調整（対合模型含む） 4.5分 
5  ダウエルピン歯型・副歯型の製作・調整 10.7分 
6 咬合器付着 上下顎模型の付着 8.1分 
7 咬合器の調節・確認 咬頭嵌合位・運動再現の確認 3.7分 
8 スキャン 作業用模型・対合歯模型・歯型のスキャニング 8.7分 
9 設計 ５⏋CAD/CAM冠の設計 10.0分 
10 加工 加工準備（切削時間は含まない） 5.7分 
11 適合 適合の確認 4.1分 
12  外形・咬合の確認・調整 5.1分 
13 研磨 上記以外の形態修正・研磨 6.1分 
14 最終確認 各部の確認 2.9分 
15  洗浄・消毒 4.2分 
16 点検・検査 管理・保管 2.6分 
17 技工録作成 技工録等の記入・確認 2.7分 
   総平均時間 90.8分 
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表 10 ５⏋陶材焼付鋳造冠の製作時間 
 

番号 上位分類 下位分類 所要時間（分） 

1 技工指示書の確認 記載内容の確認（問い合わせ） 3.4分 
2 前準備 印象または模型等の確認 3.0分 
3 作業用模型製作 （印象で受け取る場合）模型材の練和・注入 6.9分 
4  模型の調整（対合模型含む） 4.9分 
5  ダウエルピン歯型・副歯型の製作・調整 12.1分 
6 咬合器付着 上下顎模型の付着 9.8分 
7 咬合器の調節・確認 咬頭嵌合位・運動再現の確認 4.5分 
8 蝋型の採得（ワックスアップ） ５⏋メタルフレームのワックスアップ 15.8分 
9 蝋型埋没 スプルーイング等前準備・埋没 7.0分 
10 鋳造 鋳造（リング焼却時間含まない） 6.4分 
11 適合 鋳造体・適合の確認 6.3分 
12 メタルフレームの調整 焼付面の調整 8.9分 
13  ディギャッシング 10.8分 
14 陶材の築盛・焼成 各種陶材の築盛・焼成 47.7分 
15 前装部の形態修正 咬合・外形の確認 18.6分 
16 仕上げ 陶材部の研磨 8.8分 
17  ステイニング・グレージング 12.9分 
18 金属部の研磨 金属部の仕上げ研磨 6.2分 
19 最終確認 各部の確認 3.7分 
20  洗浄・消毒 4.9分 
21 点検・検査 管理・保管 3.0分 
22 技工録作成 技工録等の記入・確認 2.9分 
   総平均時間 208.6分 
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表 11 ５⏋ジルコニアクラウン（ジルコニアコーピング＋外装用陶材）の製作時間 
 
番号 上位分類 下位分類 所要時間（分） 

1 技工指示書の確認 記載内容の確認（問い合わせ） 3.5分 
2 前準備 印象または模型等の確認 2.9分 
3 作業用模型製作 （印象で受け取る場合）模型材の練和・注入 6.8分 
4  模型の調整（対合模型含む） 5.0分 
5  ダウエルピン歯型・副歯型の製作・調整 12.5分 
6 咬合器付着 上下顎模型の付着 9.4分 
7 咬合器の調節・確認 咬頭嵌合位・運動再現の確認 4.2分 
8 スキャン 作業用模型・対合歯模型・歯型のスキャニング 9.8分 
9 設計 ５⏋ジルコニアコーピング 10.7分 
10 加工 加工準備（切削時間は含まない） 18.8分 
11 適合 適合の確認 6.6分 
12 ジルコニアコーピングの調整 焼付面の調整 7.8分 
13  前熱処理 15.3分 
14 陶材の築盛・焼成 各種陶材の築盛・焼成 49.6分 
15 前装部の形態修正 咬合・外形の確認 18.7分 
16 仕上げ 陶材部の研磨 8.8分 
17  ステイニング・グレージング 17.0分 
18 最終確認 各部の確認 3.7分 
19  洗浄・消毒 4.9分 
20 点検・検査 管理・保管 3.1分 
21 技工録作成 技工録等の記入・確認 2.8分 
   総平均時間 221.8分 
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D.考察 

本研究報告では、CAD/CAM システムを取り扱っている歯科技工士を対象として、

CAD/CAMシステムの普及等に関する意見の収集や、CAD/CAM冠等の製作時間を把握した。

その結果、CAD導入による日常の歯科技工業務への変化について、時間の効率化につな

がったと感じている者は 65.4％であり、負担が軽減したと感じている者は 62.3％であ

った。今後、わが国で CAD などが普及することにより 20 歳代の就業率は現状より高ま

ると考えている者は 54.6％であり、制度として CAD はテレワークも行えるようにした

方が良いと思っている者は 77.7％であった。CAD/CAM 冠の製作に要する時間は 90.8 分

であった。 

CAD 導入による日常の歯科技工業務への変化については、負担軽減と時間効率化がい

ずれも約 6割を占めており、多くの者が CAD 導入による業務の効率化を感じていること

がうかがえる。また、製作時間について、CAD/CAM冠は 90.8分、全部鋳造冠は 102.4分

と約 10 分の差であった。しかし実際には補綴装置の製作に際しては、一つの工程をま

とめて行ったり、各工程を複数人で分担して行ったりしているなど、その形態は多様で

あり 3）、さらに近年では光学印象の進展により、歯科技工士の作業時間の減少につなが

ることも考えられる。このため、本結果のみで時間の負担を単純に比較することは難し

い。 

わが国で CAD などが普及することにより 20 歳代の就業率は現状より高まると考えて

いる者は約半数であった。厚生労働科学研究の報告 4）によれば、歯科技工士 20歳代の

就業者率は 47.9％であり、30 歳代 29.0％、40 歳代 28.2％などの他の年齢階級に比較

して高値であるものの、就業者数全体の就業率は他職種に比較して低値を示している。

また、他の厚生労働科学研究の報告 5）では、歯科技工士免許を取得し就業した後におい

ても、早い段階で離職する者が多数存在することを示しており、この理由として、「給

与・待遇の面」「仕事内容への不安」などを挙げている。つまり、前記の報告と本報告

とを合わせて考えると、若年層の就業率向上には業務負担の軽減のみならず、多様な要

因を検討する必要があることを裏付けるものである。 

厚生労働省の「歯科技工士の養成・確保に関する検討会」2）の報告書では、CADのテ

レワークを推進したほうがよいという意見が多かったが、本結果においても、同様の意

見は約 8割であった。特に近年では歯科技工士免許登録者の女性割合が増加しているこ

とから、女性の就業しやすい環境整備や CAD などのテレワークなど、より時代のニーズ

に応じた対応も併せて求められる。 

なお、本研究の限界として、次の点に留意すべきである。第一に、本研究の対象は事

前のスクリーニング調査を通じて CAD/CAM システムを取り扱っている歯科技工士とし

ており、母集団であるわが国の歯科技工士全体の正しい代表を表していない可能性があ

る点である。歯科技工士の業務は補綴装置の種類や歯科技工所の規模などによって多種

多様であり 3）、また、こうした業務別等の名簿は存在しない。このため、本研究で行っ

た対象者の設定が現実的な方法の一つではあるが、結果の解釈には注意を要する。第二

に、補綴装置の製作に要する時間について、本研究では実際に計測したものではなく、

質問紙調査によりデータを収集した点である。このため、調査対象者が当該補綴装置を

製作するために実際に要している時間と本研究結果との間に差が生じている可能性は

否定できない。 
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今後、近年の歯科技工業務の動向等も含め、より詳細な検証を進めていき、歯科技工

の需給分析に資する基礎資料を蓄積していくことが重要である。 

 

E.結論 

本研究報告では、CAD/CAM システムを取り扱っている歯科技工士を対象として、

CAD/CAMシステムの普及等に関する意見の収集や、CAD/CAM冠等の製作時間を把握した。

その結果、CAD導入による日常の歯科技工業務への変化について、時間の効率化につな

がったと感じている者は 65.4％であり、負担が軽減したと感じている者は 62.3％であ

った。今後、わが国で CAD などが普及することにより 20 歳代の就業率は現状より高ま

ると考えている者は 54.6％であり、制度として CAD はテレワークも行えるようにした

方が良いと思っている者は 77.7％であった。CAD/CAM冠（レジン）の製作に要する時間

は 90.8 分であった。 

今後、近年の歯科技工業務の動向等も含め、より詳細な検証を進めていき、歯科技工

の需給分析に資する基礎資料を蓄積していくことが重要である。 
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令和２年度厚生労働科学研究 
歯科医療従事者の働き方と今後の需給等に関する調査研究 

歯科技工業務に関する調査 調査票 
 

 調査結果の公表の際に、個人が特定される情報を利用することはありませんので、ありのままをお答えくださるよう、 
ご協力をお願い申し上げます． 

 ご多用中恐縮ですが、令和 2 年 12 月 18（金）までに、同封の封筒にてご投函くださいますようお願い申し上げます． 

 
各項目の内容をお読みいただき、回答欄への記入、 または、 あてはまる番号に○をつけてくださ

い． 
 

問１ 貴殿についてお伺いします． 

① 年齢           歳 ② 性別 1. 男性  2. 女性 

③ 歯科技工士免許を 
取得した年 西暦        年 

④ CAD の業務に携わり 
はじめた年 西暦        年 

⑤ 現在の主な就業場所 1. 歯科技工所    2. 歯科診療所    3. 病院    4. 学校養成所 

⑥ 就業されている歯科技工所の歯科技工士数を 
お答えください 
（常勤/非常勤等の勤務形態は問わない） 

1. 1 人   2. 2 人     3. 3 人    4. 4 人 

5. 5～9 人 6. 10～19 人 7. 20 人以上 

 
 

問２ CADの業務等の状況についてお伺いします． 

① １週間のすべての業務量を 100 とした場合、CAD に 
携わっている時間（製作・指導を含む） 約            （1-100 の間で回答） 

② CAD/CAM に関する技術をどのようにして 
身に付けましたか︖ 
【複数回答可】 

1. 研修会等 

2. 職場の上司・同僚等から教わった 

3. 職場以外の知人等から教わった 

4. 教本・雑誌等 

5. 学校等で教わった 

6. その他（                 ） 

③ CAD の導入により、日常の歯科技工に関する 
業務への変化はありましたか︖ 

  【複数回答可】 

1. 技工業務の負担が軽減した 

2. 技工業務の負担が増大した 

3. 技工業務の時間の効率化につながった 

4. 技工業務の時間が増大した 

5. 経済的負担が軽減した 

6. 経済的負担が増大した 

7. その他（                 ） 

④ 昨年行った厚生労働科学研究では、20歳代の 
歯科技工士の就業率は約５割と報告されました． 
今後、わが国で CADなどが普及することにより、 
20歳代の就業率は現状より高まると思いますか︖ 
【１つのみ回答】 

1. 非常にそう思う 

2. そう思う 

3. あまりそうは思わない 

4. まったくそうは思わない 

⑤ CAD に関する業務は、現状では歯科技工所等で 
行われていることがほとんどですが、今後、制度として、 
CADはテレワーク（自宅等での PC上での設計）も 
行えるようにした方が良いと思いますか︖ 
【１つのみ回答】 

1. 非常にそう思う 

2. そう思う 

3. あまりそうは思わない 

4. まったくそうは思わない 
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以下、問３～６に示す補綴装置を製作するために、各々の工程について、普段かかっている 

標準的な時間（分）をご記入ください。 

 部位はすべて５⏋としていますが、製作経験がない場合には、概ねの時間をイメージしてご記入ください。 

 普段あまり行わない工程については、「０」分とご記入ください。 

 

問３ ５⏋全部鋳造冠 
番号 上位分類 下位分類 所要時間（分） 

1 技工指示書の確認 記載内容の確認（問い合わせ） 分  

2 前準備 印象または模型等の確認 分  

3 作業用模型製作 （印象で受け取る場合）模型材の練和・注入 分  

4  模型の調整（対合模型含む） 分  

5  ダウエルピン歯型・副歯型の製作・調整 分  

6 咬合器付着 上下顎模型の付着 分  

7 咬合器の調節・確認 咬頭嵌合位・運動再現の確認 分  

8 蝋型の採得（ワックスアップ） ５⏋全部鋳造冠のワックスアップ 分  

9 蝋型埋没 スプルーイング等前準備・埋没 分  

10 鋳造 鋳造（リング焼却時間含まない） 分  

11 適合 鋳造体・適合の確認 分  

12  外形・咬合の確認・調整 分  

13 研磨 上記以外の形態修正・研磨 分  

14 最終確認 各部の確認 分  

15  洗浄・消毒 分  

16 点検・検査 管理・保管 分  

17 技工録作成 技工録等の記入・確認 分  

 

問４ ５⏋CAD/CAM冠（レジン） 
番号 上位分類 下位分類 所要時間（分） 

1 技工指示書の確認 記載内容の確認（問い合わせ） 分  

2 前準備 印象または模型等の確認  分  

3 作業用模型製作 （印象で受け取る場合）模型材の練和・注入 分  

4  模型の調整（対合模型含む） 分  

5  ダウエルピン歯型・副歯型の製作・調整 分  

6 咬合器付着 上下顎模型の付着 分  

7 咬合器の調節・確認 咬頭嵌合位・運動再現の確認 分  

8 スキャン 作業用模型・対合歯模型・歯型のスキャニング 分  

9 設計 ５⏋CAD/CAM冠の設計 分  

10 加工 加工準備（切削時間は含まない） 分  

11 適合 適合の確認 分  

12  外形・咬合の確認・調整 分  

13 研磨 上記以外の形態修正・研磨 分  

14 最終確認 各部の確認 分  

15  洗浄・消毒 分  

16 点検・検査 管理・保管 分  

17 技工録作成 技工録等の記入・確認 分  
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問５ ５⏋陶材焼付鋳造冠 
番号 上位分類 下位分類 所要時間（分） 

1 技工指示書の確認 記載内容の確認（問い合わせ） 分  

2 前準備 印象または模型等の確認 分  

3 作業用模型製作 （印象で受け取る場合）模型材の練和・注入 分  

4  模型の調整（対合模型含む） 分  

5  ダウエルピン歯型・副歯型の製作・調整 分  

6 咬合器付着 上下顎模型の付着 分  

7 咬合器の調節・確認 咬頭嵌合位・運動再現の確認 分  

8 蝋型の採得（ワックスアップ） ５⏋メタルフレームのワックスアップ 分  

9 蝋型埋没 スプルーイング等前準備・埋没 分  

10 鋳造 鋳造（リング焼却時間含まない） 分  

11 適合 鋳造体・適合の確認 分  

12 メタルフレームの調整 焼付面の調整 分  

13  ディギャッシング 分  

14 陶材の築盛・焼成 各種陶材の築盛・焼成 分  

15 前装部の形態修正 咬合・外形の確認 分  

16 仕上げ 陶材部の研磨 分  

17  ステイニング・グレージング 分  

18 金属部の研磨 金属部の仕上げ研磨 分  

19 最終確認 各部の確認 分  

20  洗浄・消毒 分  

21 点検・検査 管理・保管 分  

22 技工録作成 技工録等の記入・確認 分  
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問６ ５⏋ジルコニアクラウン（ジルコニアコーピング＋外装用陶材） 
番号 上位分類 下位分類 所要時間（分） 

1 技工指示書の確認 記載内容の確認（問い合わせ） 分 

2 前準備 印象または模型等の確認 分 

3 作業用模型製作 （印象で受け取る場合）模型材の練和・注入 分 

4 模型の調整（対合模型含む） 分 

5 ダウエルピン歯型・副歯型の製作・調整 分 

6 咬合器付着 上下顎模型の付着 分 

7 咬合器の調節・確認 咬頭嵌合位・運動再現の確認 分 

8 スキャン 作業用模型・対合歯模型・歯型のスキャニング 分 

9 設計 ５⏋ジルコニアコーピング 分 

10 加工 加工準備（切削時間は含まない） 分 

11 適合 適合の確認 分 

12 ジルコニアコーピングの調整 焼付面の調整 分 

13 前熱処理 分 

14 陶材の築盛・焼成 各種陶材の築盛・焼成 分 

15 前装部の形態修正 咬合・外形の確認 分 

16 仕上げ 陶材部の研磨 分 

17 ステイニング・グレージング 分 

18 最終確認 各部の確認 分 

19 洗浄・消毒 分 

20 点検・検査 管理・保管 分 

21 技工録作成 技工録等の記入・確認 分 

このたびのご協力に深く感謝を申し上げます。 
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厚生労働科学研究費（地域医療基盤開発推進研究事業）

歯科医療従事者の働き方と今後の需給等に関する調査研究

令和２年度 分担研究報告書

歯科衛生士の働き方と早期離職予防に関する調査 

研究分担者 田野 ルミ 国立保健医療科学院生涯健康研究部 主任研究官

研究代表者 三浦 宏子 北海道医療大学歯学部 教授

研究分担者 福田 英輝 国立保健医療科学院 統括研究官

研究分担者 大島 克郎 日本歯科大学東京短期大学 教授

研究分担者 則武加奈子 東京医科歯科大学歯学部附属病院 助教 

研究要旨 

【目的】本研究は、全国の歯科衛生士養成機関の全ての卒業年次生を対象に、就労および職

業に対する意識や意向を明らかにすること、首尾一貫感覚を指す sense of coherence（SOC）
と職業観および就労観との関連を明らかにすることを目的とした。 

【方法】全国の歯科衛生士養成機関およびその卒業年次生を対象とした、郵送法による無

記名の自記式質問紙調査を 2019 年 11 月の 3 週間に実施した。養成機関より地域と修業年

限の回答を得た。学生票の質問項目は、①属性（性別、年齢、昼・夜間部別、養成機関入学

直前に修了した教育課程）、②歯科衛生士を志望してよかったと思うか、③歯科衛生士はや

りがいのある仕事だと思うか、④生涯、歯科衛生士として働き続けたいと思うか、⑤歯科衛

生士養成機関でのキャリア教育の受講経験、⑥ワークライフバランスの意向、⑦キャリア

展望、⑧歯科関係の研修会等への継続参加希望、⑨認定歯科衛生士の取得意向、⑩SOC ス

ケール、⑪歯科衛生士を長期継続するために重要なこと、⑫卒業直後に歯科衛生士として

就職するか否か、⑬卒業直後の就職先での希望勤務年数、⑭就職先を決める際に重視する

こと、⑮卒業直後の就職に対する不安なこと、について質問した。

【結果】調査票を発送した 162 校の養成機関のうち、150 校から 6,270 名分の調査票の返送

があった。歯科衛生士志望に肯定感がある者 60.7％、歯科衛生士として生涯勤続希望をし

ている者 50.4％、歯科衛生士の仕事にやりがいを感じる者 84.2％、キャリア展望が描けて

いる者（描けている／やや描けている）43.0％、キャリア教育の受講経験がある者 27.2％、

仕事と生活と両立を考えている者 76.3％、継続的に歯科関連の研修会等に参加希望の者（と

ても思う／やや思う）67.1％、認定歯科衛生士を取得意向のある者（とても思う／やや思う）

49.7％だった。希望勤務年数は、「3～5 年未満」が最も多く 45.0％、次いで「5 年以上」36.1％、

「3 年未満」18.9％だった。「3 年未満」を希望した者の生涯勤続希望者の割合は、「5 年以

上」66.9％のおよそ 1/2 にあたる 33.5％だった。SOC 得点（最大 21 点）の平均（標準偏差）

は 14.4（3.4）で、合計得点 12 点以上が全体の 85.7％を占めた。歯科衛生士学生の勤労観お

よび職業観は SOC と有意に関連していることが示された（p<0.01）。また、歯科衛生士学生

の職業観および就労観を、SOC 得点の低、中、高における平均点を分散分析で比較した結

果は（F(2,6225) = 282.18 , p<0.01)であり、SOC 得点と職業観および就労観に関連性が示され

た（p<0.01）。
【結論】希望勤務年数が長いほど、学生の就労および職業に関する意識および意向に関し

て肯定的な回答が高率だった。歯科衛生士学生の SOC と職業観および就労観との関連性が

明らかになり、歯科衛生士教育において SOC が意味する首尾一貫感覚を高める重要性が示

唆された。 
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A． 研究目的

 高齢化の進展に伴う医科歯科連携や地域包括ケアシステムの推進のなか、歯科保健医

療提供体制の構築の観点から、歯科衛生士による口腔衛生管理の必要性が高まっている
1）。地域での多様なニーズに応じた歯科口腔保健の提供には歯科衛生士の安定供給とと

もに、専門家としての知識と技術の向上が求められていることから歯科衛生士の就業継

続が重要となる 2）。しかし、就業歯科衛生士数は年々増加しているものの、歯科衛生士

の免許取得者数に対する就業歯科衛生士数は約半数で推移している 3）。大部分が女性で

ある歯科衛生士の主たる離職理由は、従来から出産・育児といわれ 4-6）、歯科衛生士の

不足が問題視されてきた 7.8）。歯科衛生士不足への対策は復職支援と離職防止の両方が

必要であり 2）、復職に関しては自治体や歯科医師会、歯科衛生士会を中心に復職支援事

業が全国的に展開されている 9）。歯科衛生士の年代別就業率の推移をみたこれまでの調

査研究では、「20 歳代後半から 30 歳代前半にかけて急速に低下し、その後も低下し続

ける」2）と報告されている一方で、「30 歳以上では就業者数が増加しており、特に 50 
歳以上ではその傾向が顕著」3）との報告もあり、一定の復職状況がみられるものの更な

る検討を要すると考える。なかでも、歯科衛生士養成機関を卒業して歯科衛生士として

就職したのち 3～4 年以内に離職する者の増加 10）、いわゆる新卒歯科衛生士と呼ばれる

若年層の早期離職防止が課題となっている 2）。 
歯科衛生士学生は、歯科衛生士養成課程を通して専門的な知識と技術の習得のみなら

ず、歯科衛生士を目指す過程で歯科医療従事者としての意識や態度を修得する。よって、

歯科衛生士養成機関の卒業年次生の就業や職業に対する意向や意識を明らかにするこ

とは、新卒歯科衛生士の早期離職対策を講じるうえで意義がある。特に近年では、歯科

衛生士学生の就職支援において首尾一貫感覚を指す sense of coherence（以下、SOC）11）

を考慮する必要がある 12）と報告されている。よって、処理可能感、有意味感、把握可

能感の 3 つの感覚で構成される SOC が 13）、歯科衛生士学生にとってどのような効果を

もつのか、さらに SOC の強弱による職業観と就労観の関連について検証することは、

歯科衛生士教育への提言および新卒歯科衛生士の早期離職防止の検討に資すると考え

る。

そこで本研究は、全国の歯科衛生士養成機関の全ての卒業年次生を対象に、就労およ

び職業に対する意識や意向を明らかにすること、SOC と職業観および就労観との関連

を明らかにすることを目的とした。

B．研究方法 

全国の歯科衛生士養成機関およびその卒業年次生を対象とした、郵送法による無記名

の自記式質問紙調査を 2019 年 11 月の 3 週間に実施した。調査票は養成機関用（以下、

養成機関票）と学生用（以下、学生票）の 2 種とし、養成機関より地域と修業年限の回

答を得た。対象の養成機関は 162 校であり、3 年制である短期大学および専門学校が 153
校（94.4％）、4 年制である大学が 9 校（5.6％）だった 14-16）。 

学生票の質問項目は、①属性（性別、年齢、昼・夜間部別、養成機関入学直前に修了

した教育課程）、②歯科衛生士を志望してよかったと思うか、③歯科衛生士はやりがい

のある仕事だと思うか、④生涯、歯科衛生士として働き続けたいと思うか、⑤歯科衛生

士養成施設でのキャリア教育の受講経験、⑥ワークライフバランスの意向、⑦キャリア
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展望、⑧歯科関係の研修会等への継続参加希望、⑨認定歯科衛生士の取得意向、⑩SOC 
3- UTHS ; University of Tokyo Health Sociology version of SOC 3 scale（東大健康社会学版 
3 項目 SOC スケール）17）、⑪歯科衛生士を長期継続するために重要なこと、⑫卒業直

後に歯科衛生士として就職するか否かを質問した。卒業直後に歯科衛生士として就職す

ると回答した者からは、⑬卒業直後の就職先での希望勤務年数、⑭就職先を決める際に

重視すること、⑮卒業直後の就職に対する不安なこと、について質問した。 
用語の定義は先行研究 18）に準拠し、キャリア展望は「仕事における将来設計」、キャ

リア教育は「将来設計に関する教育」として調査票にも明記した。早期離職は、厚生労

働省の「新規学卒就職者の離職状況」19）にそって 3 年未満の離職とした。 
SOC スケールの質問は、「私は、日常生じる困難や問題の解決策をみつけることがで

きる」「私は、人生で生じる困難や問題のいくつかは、向き合い、取り組む価値がある

と思う」「私は、日常生じる困難や問題を理解したり予測したりできる」の 3 つである。

この 3 項目を、7 ポイント（よくあてはまる：1～まったくあてはまらない：7）の SD
法で回答を得た。SOC は各項目のスコアをすべて逆転したうえで、個々人の合計点数

を 1 ポイント 1 点とした総得点を使用し、得点が高いほど SOC が強く、ストレス対処

能力が高いと評価する 13）。 
解析について、まず地域を、「北海道」「東北」「関東・甲信越」「東海」「近畿・北陸」

「中国・四国」「九州・沖縄」に区分し 14）、養成機関と学生の両方からの回答が得られ

たデータを連結してクロス集計を行った。卒業直後の就職先での希望勤務年数（以下、

希望勤務年数）別においては、「3 年未満」「3～5 年未満」「5 年以上」に分けた 20）。SOC
スケールには、高低の基準やカットオフポイントが定められていない 13）ため、集計お

よび分析にあたり本調査結果に基づいて 3～12 点を低群、13～16 点を中群、17～21 点

を高群として 3 群に分けた。 
分析は SPSS Statistics Ver.25.0（日本 IBM）を使用して χ2 検定ならびに一元配置分散

分析を行い、有意水準は 5％とした。一元配置分散分析に際し、職業観と就労観に関す

る質問の回答を、卒業後すぐの就業先で希望する勤務年数が 3 年以上を 1 点、歯科衛生

士の志望はよかったか、歯科衛生士として働き続けたいか、歯科衛生士はやりがいのあ

る仕事だと思うかについて「はい」を 1 点、キャリア展望の「描けている・やや描けて

いる」を 1 点、研修会等への継続参加の希望と認定歯科衛生士の取得意向の「とても思

う・やや思う」を 1 点、キャリア教育の受講経験の「受けた」を 1 点、それ以外を 0 点

として最高 8 点とした。職業観と就労観の点数と SOC の 3 群における平均点を分散分

析で比較し、Tukey の方法で多重比較を行った。 
 調査票には回収用封筒を添付し、学生自身が回答済み調査票を密封し、養成機関が一

括して返送する方法をとった。学生への調査票の配布および回収は養成機関へ依頼した。

なお、本調査は全国歯科衛生士教育協議会の協力を得て行い、国立保健医療科学院の研

究倫理審査の承認を得たうえで研究を実施した（承認番号：NIPH-IBRA#12254）。 
 
C．研究結果 

調査票を発送した 162 校の養成機関のうち、150 校から 6,270 名分の調査票の返送が

あった（養成機関の返送率：92.6％）。分析対象は、養成機関票の有無にかかわらず返送

があった学生票の 6,264 名分と、養成機関と学生の両方からの回答が得られた 141 校の
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養成機関票と連結した学生 5,895 名とした。なお、150 校のうち、141 校からは養成機

関と学生の両方から、残りの 9 校からは学生票のみの返送だった（図 1）。 
 
 

 
図 1. 調査票の返送結果 

 
回答者は 99.9％が女子、年齢は「20 歳」から「64 歳」までの回答が得られ、平均年

齢（標準偏差）は 21.7（3.5）歳で 20 歳代が 95.8％を占めた（表 1）。 
 学生全体の希望勤務年数の回答状況は、「3～5 年未満」が最も多く 45.0％、次いで「5
年以上」36.1％、「3 年未満」18.9％だった。地域別に希望勤務年数の割合の差（最低－

最高）をみると、「5 年以上」13.0（29.0％－42.0％）、「3～5 年未満」5.8（41.8％－47.6％）、

「3 年未満」11.1（14.7％－25.8％）であり、「3 年未満」の最も低いのは「東海」で高い

のは「九州・沖縄」だった（表 2）。 
学生全体のうち、歯科衛生士志望に肯定感がある者 60.7％、歯科衛生士として生涯勤

続希望をしている者 50.4％、歯科衛生士の仕事にやりがいを感じる者 84.2％、キャリア

展望が描けている者（描けている／やや描けている）43.0％、キャリア教育の受講経験

がある者 27.2％、仕事と生活と両立を考えている者 76.3％、継続的に歯科関連の研修会

等に参加希望の者（とても思う／やや思う）67.1％、認定歯科衛生士を取得意向のある

者（とても思う／やや思う）49.7％だった（表 2）。 
地域別にみた就労および職業に関する意識および意向の割合の差（最低－最高）につ

いては、歯科衛生士志望に肯定感がある 14.2（53.9％－68.1％）、歯科衛生士として生涯

勤続希望をしている 16.9（41.8％－58.7％）、歯科衛生士の仕事にやりがいを感じる 9.8
（78.9％－88.7％）、キャリア展望が描けている 6.4（38.8％－45.2％）、キャリア教育の

受講経験がある 8.2（22.0％－30.2％）、仕事と生活の両立を考えている 3.7（74.1％－

77.8％）、継続的に歯科関連の研修会等に参加したいと思う 8.8（62.1％－70.9％）、認定

歯科衛生士を取得したいと思う 9.8（45.4％－55.2％）であり、歯科衛生士志望に肯定感

卒業年次の学生が在籍する歯科衛生士
養成機関数　162校

↓
養成機関からの返送数　  150校
　　　　　　   学生票　 6,264名 → 学生票のみ返送　   9校

　　　    学生票　369名

↓
養成機関票と学生票の両方返送

  養成機関票　  141校
         学生票 　5,895名

連結
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をもつ者と歯科衛生士として生涯勤続を希望する者の割合に 10.0％以上の地域差が示

された。
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数
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東
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・
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縄
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卒業直後に歯科衛生士として就職する 5,830 名（93.1％）について、希望勤務年数別

に、就労および職業に関する意識および意向に関して肯定的な回答の割合をみた結果、

すべての項目で希望勤務年数が長いほど高率を示した（図 2）。歯科衛生士の仕事にや

りがいを感じている者、仕事と生活の両立を考えている者、歯科関係の研修会や勉強会

に継続して参加を希望する者は、いずれの希望勤務年数でも半数以上を占めていたが、

キャリア教育の受講経験はいずれも 3 割に達していなかった。

勤務年数が「3 年未満」を希望した者の生涯勤続希望者の割合は、「5 年以上」66.9％
のおよそ 1/2 にあたる 33.5％だった。 

図 2. 歯科衛生士卒業年次生の希望勤務年数別にみた就労および職業に関する意識 
および意向

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

キャリア教育の受講経験
（受けた）

歯科衛生士としての生涯勤続希望
（はい）

キャリア展望
（描けている／やや描けている）

認定歯科衛生士の取得意向
（とても思う／やや思う）

歯科衛生士志望の肯定感
（はい）

継続的な研修会参加希望
（とても思う／やや思う）

ワークライフバランスの意向
（仕事と生活と両立）

歯科衛生士の仕事のやりがい
（はい）

3年未満（n＝1,131）
3～5年未満（n＝2,621）
5年以上（n＝2,065）

N＝5,830
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反転したスコアリング（最大 21 点）で学生ごとに 3 項目の合計得点を算出した結果、

3-21 の範囲をとり、15 点が最も多く 1,013 名（16.2％）、次いで 12 点 1,008 名（16.1％）

だった（図 3）。平均（標準偏差）は 14.4（3.4）で、合計得点は、12 点以上が全体の 85.7％
を占めた。

図 3.  歯科衛生士卒業年次生の sense of coherence スケール（SOC 3- UTHS）得点 
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N=6,264
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SOC 得点の群別に勤労観および職業観に関する変数との関係を χ2検定によって有意

性をみた結果（表 3）、歯科衛生士学生の勤労観および職業観は SOC と有意に関連して

いることが示された（p<0.01）。 

表 3.  sense of coherence 得点の群別にみた職業観および就労観 

歯科衛生士学生の職業観および就労観を、SOC 得点の低、中、高における平均点を分

散分析で比較した結果（表 4）、（F(2,6225) = 282.18 , p<0.01)で、SOC 得点との関連は有

意であった。Tukey 法で多重比較を行ったところ、SOC 得点の群間の平均点に有意差が

認められ、SOC 得点と職業観および就労観に関連性が示された（p<0.01）。 

n（％）

合計 低群（3-12点） 中群（13-16点） 高群（17-21点）

（n=6,228） （n=1,872） （n=2,736） （n=1,620）

卒業後すぐの就職先での希望就業年数

3年未満 1,122(19.4) 413(23.9) 450(17.6) 259(17.2)

3～5年未満 2,612(45.1) 797(46.2) 1,190(46.5) 625(41.6)

5～10年未満 1,425(24.6) 355(20.6) 677(26.4) 393(26.1)

10年以上 629(10.9) 160( 9.3) 243( 9.5) 226(15.0)

歯科衛生士を志望してよかった

はい 3,738(60.5) 848(45.6) 1,692(62.3) 1,198(74.7)

いいえ 315( 5.1) 160( 8.6) 109( 4.0) 46( 2.9)

どちらともいえない 2,124(34.4) 851(45.8) 913(33.6) 360(22.4)

歯科衛生士の仕事にたいするやりがい

はい 5,232(84.3) 1,380(74.0) 2,375(87.0) 1,477(91.6)

いいえ 65( 1.0) 35( 1.9) 18( 0.7) 12( 0.7)

どちらともいえない 910(14.7) 449(24.1) 337(12.3) 124( 7.7)

生涯、歯科衛生士として働きたい

はい 3,128(50.4) 709(38.0) 1,420(52.0) 999(61.9)

いいえ 619(10.0) 256(13.7) 240( 8.8) 123( 7.6)

どちらともいえない 2,464(39.7) 900(48.3) 1,073(39.3) 491(30.4)

キャリア教育の受講

受けた 1,639(26.4) 367(19.7) 702(25.7) 570(35.3)

受けなかった 870(14.0) 244(13.1) 378(13.8) 248(15.3)

覚えていない 3,702(59.6) 1,252(67.2) 1,651(60.5) 799(49.4)

キャリア展望

描けている 495( 8.0) 67( 3.6) 141( 5.2) 287(17.8)

やや描けている 2,159(34.7) 400(21.4) 990(36.2) 769(47.6)

あまり描けていない 2,754(44.3) 947(50.8) 1,334(48.8) 473(29.3)

描けていない 806(13.0) 452(24.2) 269( 9.8) 85( 5.3)

研修会等に継続して参加したい

とても思う 1,029(16.6) 166( 8.9) 416(15.2) 447(27.7)

やや思う 3,138(50.5) 848(45.4) 1,457(53.3) 833(51.6)

あまり思わない 1,620(26.1) 630(33.7) 731(26.7) 259(16.0)

全く思わない 427( 6.9) 223(11.9) 129( 4.7) 75( 4.6)

認定歯科衛生士を取得したい

とても思う 819(13.2) 147( 7.9) 334(12.2) 338(21.0)

やや思う 2,262(36.4) 546(29.2) 1,053(38.5) 663(41.1)

あまり思わない 1,960(31.6) 684(36.6) 868(31.8) 408(25.3)

全く思わない 449( 7.2) 213(11.4) 167( 6.1) 69( 4.3)

認定歯科衛生士を知らない 722(11.6) 277(14.8) 310(11.3) 135( 8.4)

無回答を除く

<0.01

<0.01

<0.01

<0.01

P値
（χ2検定）

<0.01

<0.01

<0.01

<0.01
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表 4. 歯科衛生士卒業年次生の SOC 下位感覚における職業観および就労観に関する

点数と SOC 得点との関連 

SOC を 7 件法で得た結果（平均値、中央値、最頻値、標準偏差）、処理可能感（3.3、
3.0、4、1.2）と把握可能感（3.4、3.0、4、1.3）は回答の傾向が近似していたが、有意味

感（2.9、3.0、3、1.2）は他の感覚に比べて平均が低値だった（図 4）。 

【質問文】

処理可能感：私は日常生じる困難や問題の解決策をみつけることができる

有意味感：私は人生で生じる困難や問題のいくつかは向き合い取り組む価値があると思う

把握可能感：私は日常生じる困難や問題を理解したり予測したりできる

【選択肢】よくあてはまる：1～まったくあてはまらない：7 

図 4. 歯科衛生士卒業年次生の sense of coherence 下位感覚別にみた得点の割合 

SOC

下位感覚 低群3-12 中群13-16 高群17-21

処理可能感 4.73（1.249） 3.50（0.891） 4.73（0.704） 6.15（0.681）

有意味感 5.13（1.246） 3.86（0.978） 5.24（0.774） 6.40（0.604）

把握可能感 4.59（1.254） 3.42（0.951） 4.59（0.774） 5.94（0.771）

Tukey法

*：p＜0.01

SOC: sense of coherence

平均値(標準偏差）

合計
SOC得点

多重比較

**
*

6.3

14.3

8.4

16.3

25.5

17.9

29.8

30.0

29.6

31.2

21.5

30.4

10.4

5.5

9.1

3.8

1.7

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

把握可能感

有意味感

処理可能感

1 2 3 4 5 6 7 無回答
N=6,264
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D. 考察 

本研究は、日本国内のすべての歯科衛生士養成課程の卒業年次生を対象に、自記式質

問票調査によって歯科衛生士学生の就労および職業に対する意識や意向を明らかにす

るとともに、SOC と職業観および就労観との関連を検証した、横断的な悉皆調査であ

る。調査した 2019 年度の歯科衛生士国家試験受験者数が 7,216 名だったことから 21）、

在籍状況や受験資格者数の変動を考慮しても、今回得られた 6,270 名の回答は高率であ

るといえる。学生の約 9 割が、高校卒業後に昼間部の 3 年制に進学していた 20 歳代女

性であることが確認できた。卒業後の就職先での「3 年未満」の勤務を希望した者は約

2 割を示し、その割合は地域で差があった。歯科衛生士志望の肯定感と生涯勤続希望に

ついても地域間の違いがみられた。希望勤務年数が長いほど、学生の就労および職業に

関する意識および意向に関して肯定的な回答が高率だった。また、希望勤務年数が「3
年未満」の生涯勤続を希望する者の割合は、「5 年以上」のおよそ 1/2 だった。さらに、

歯科衛生士学生の SOC と職業観および就労観との関連性が明らかになり、歯科衛生士

教育において SOC が意味する首尾一貫感覚を高める重要性が示唆された。 
 
本調査の結果から、歯科衛生士として初めての就職先で 3 年未満の勤務を希望した卒

業年次生は約 2 割だった。これは、厚生労働省「平成 29 年雇用動向調査結果の概要」

で示す「20～24 歳」女性の離職率 27.3％22）と大きくかわらず、3 年未満の勤務を希望す

る歯科衛生士学生の割合が全国の同年代の一般女性の実態と同じ傾向であることが示

された。併せて、「我が国と諸外国の若者の意識に関する調査 （平成 30 年度）」では、

「できるだけ転職せずに同じ職場で働きたい」と回答した者が 23.6％であり 23）、現代

の若者の仕事に対する考え方の特徴の現れとも考えられる。 
看護学生には卒業前の「計画的キャリアアップ型」がある 24）と報告されているよう

に、卒後の就職先での勤務を経て歯科衛生士としての就業先を換える、いわゆるキャリ

アアップを目指した転職もあろう。しかし、離職中の歯科衛生士が挙げている再就職の

障壁には、技術面の不安をはじめとした歯科衛生士側の要因と、就労環境に代表される

雇用側の要因の両者がある 25）ことから、歯科衛生士業務への再就労に必ずつながるわ

けでなく困難な場合も想定できる。 
希望勤務年数について、「3 年未満」が約 2 割、「3～5 年未満」を合わせると 6 割を超

える本調査の結果に、将来に繋がる前向きな離職がどの程度含まれているか不明である。

しかし、看護職のキャリア・アンカーは少なくとも 5 年以上の仕事経験によって安定す

る 26）といわれているように、同じ医療関係の対人サービスを行う職種として、一定期

間の継続した就業が求められると考える。したがって、キャリアアップを目的とした転

職の構想があっても、歯科衛生士としての職業基盤をつくる場として、卒業して最初の

就職先での職務経験は重要である。実際に、17 都府県在住の歯科衛生士約 1,700 名を対

象とした調査では、歯科衛生士免許取得後 5 年目までの者のうち、歯科衛生士業務に従

事していない者の今後については「よい勤務先があればつきたい」と 33.8％が回答し、

歯科医療以外の就業者は 17％にのぼる 27）。こうしたことから、今後の新人歯科衛生士

の就業継続の促進に向けて、20 歳代歯科衛生士に対する就労観についても把握する必

要があると考えられる。 
本調査の結果、学生の 6 割が歯科衛生士志望に肯定感をもち、5 割が歯科衛生士とし
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て生涯勤続を希望し、歯科衛生士の仕事にやりがいを感じる者は 8 割を超えていた。キ

ャリア展望が描けている者は約 4 割にとどまり、キャリア教育を受けた経験のある者は

いずれの希望勤務年数でも 3 割に達していなかった。全国の研修歯科医を対象とした先

行研究では、キャリア展望を「描けている」と「やや描けている」と回答した者を合わ

せると 66.5％、大学でキャリア教育を受講した経験のある者は 13.7％であり、「キャリ

ア教育は将来設計を描くにあたり有効である可能性が示唆された」と述べている 18）。研

修歯科医と比較して、歯科衛生士の卒業年次生はキャリア教育受講経験の割合は高いが

キャリア展望が描けている者の割合が低かった。その他、女性が医療系職業を継続する

意思を高めるために卒前教育の重要性が指摘されている 28-29）。歯科衛生士学生の就業継

続の意思向上に向けて、キャリア展望が描けるような歯科衛生士養成課程におけるキャ

リア教育の拡充および学習の機会の提供が求められる。

学生の約 8 割は仕事と生活と両立した働き方を望んでおり、自己研鑽のひとつである

認定歯科衛生士 30）の取得意向は 5 割程度で、研修会への継続参加は約 7 割が意欲を示

した。看護学生についてもワークライフバランスの意識は高く、医学教育では将来のキ

ャリア継続にむけてワークライフバランスに関して教育を充実させる必要性を強調し

ている 31,32）。就業歯科衛生士を対象とした調査より、ワークライフバランスが歯科衛

生士の就業継続に重要であることを明らかにしている33）ことからも、歯科衛生士学生

の働き方や自己研鑽の意向を踏まえた教育や就労環境づくりが、歯科衛生士の就業継

続に寄与すると思われる。

学生の就労および職業に関する意識および意向について、地域で違いがみられたのは、

歯科衛生士志望への肯定感と歯科衛生士として生涯勤続を希望する者の割合だった。歯

科衛生士志望の肯定感をもつ者が高率だったのは「東海」で、低率は「北海道」、歯科

衛生士として生涯勤務を希望する者が高率だったのは「東海」で、低率は「九州・沖縄」

だったのは、地域の就労環境や勤務条件の違いが影響を与えている可能性がある。希望

勤務年数の結果は、生涯勤務の希望の結果と合致していたことから、早期離職の意向と

生涯勤務の継続希望は関係があると示唆された。

コメディカルの学生を対象とした調査結果では、職業志望の強化が学習のモチベーシ

ョンを高めるために有効な方法であることを指摘しているが 34）、本研究においても歯

科衛生士学生の職業志望を肯定することは学習効果を高めることに寄与すると考える。

また、本研究の結果から、全国のなかで「東海」の歯科衛生士学生は、歯科衛生士志望

を肯定する者が最も多く、歯科衛生士として生涯勤続を望んでいることがわかった。地

方の医療福祉関連大学の学生は、女性の就業イメージ、キャリア、生活指向に特性があ

ると報告されていることから 35）、歯科衛生士の就業に関しても地域性が生涯勤続の希

望に影響する可能性が示唆された。

本調査より、希望勤務年数が長いほど就労および職業に関する意識および意向が高い

ことから、希望勤務年数は就労や職業に対する前向きな姿勢をあらわすことが示された。

さらに、希望勤務年数の長短にかかわらずキャリア教育の受講経験者率が低値であった。

看護職での、就業直前の職業への準備性と職業志向について検討した先行研究では、学

生時代から職業への準備性を高めることが新卒看護職の早期離職を防止するために重

要である 36）と報告している。職種は異なるが、歯科衛生士学生へのキャリア教育の推

進は、職務継続意思を高めるために役立つ可能性がある。
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今回の結果より、対象者の 9 割以上が女性で、SOC 得点の平均（標準偏差）は 14.36
（3.40）だった。これは、日本の全国代表サンプル調査の女性における 25～29 歳の平均

値（標準偏差）の 14.78（3.42）37）に近似し、歯科衛生士学校の卒業年次生の SOC は、

同年代の一般女性と大差ない。また、本研究から、歯科衛生士学生の職業観および就労

観は SOC と有意に関連している可能性が示された。具体的には、SOC が高いほど、希

望勤務年数が長く、歯科衛生士志望の肯定感、継続勤務の希望、仕事へのやりがいをも

ち、キャリア展望を描けていて、自己研鑽の意欲が高く、キャリア教育の受講経験を

有していることがわかり、歯科衛生学生の首尾一貫感覚は、職業意識や就労意欲と関

連する可能性が示唆された。先行研究より、SOC は先天的に備わっているものではな

く、環境によって後天的に形成されるもの 13）で、学校での成功体験がキャリア志向を

高めるといわれている 38）。歯科衛生士教育課程における就職支援行う場合は、歯科衛

生士学生のSOCを考慮する必要がある12）との提言を踏まえると、SOCの概念を取り入

れたキャリア教育が歯科衛生士学生の首尾一貫感覚の発達形成につながると考える。

今回、SOC 3- UTHS の下位感覚のうち有意味感が処理可能感および把握可能感より

も平均値が低かった。歯科衛生士学生を対象に社会人基礎力と SOC との関連をみた先

行研究の結果からも、有意味感が処理可能感および把握可能感と異なり負の相関を示し

たことが報告されている 12）。3 つの下位感覚のうち、有意味感は他の 2 つの感覚に影響

を及ぼすとして重要視されている 13）ことから、歯科衛生士学生の有意味感の向上が必

要であると考える。有意味感の要素に含まれる「新奇性の追求」は、直面する課題をポ

ジティブに捉え、将来直面する出来事について前向きに取組む姿勢を指している 13）。今

後、学生が卒業後に困難やストレスに直面した際に資源となり得る環境づくりのひとつ

として、歯科衛生士養成課程におけるキャリア教育を通じ、養成機関の支援体制や人間

関係の構築を含む教育方略や教育環境の充実が求められる。

本研究は悉皆調査による検討より、結果の一般可能性という点では意義が大きいと考

えられる。しかし横断的な研究であることから、歯科衛生士の卒業年次生の就業や職業

に対する意識や意向の実態は調査年の学生の特性である可能性があり、一般化には限界

がある。また、歯科衛生士学生の SOC と職業観および就労観の因果関係の解明につい

ても限界がある。

今後の研究課題として、歯科衛生士の就労については、雇用者が歯科衛生士の就業に

対して要求していること、重要視していることを把握することが不可欠であると考える。

そして、歯科衛生士学生の就業や職業に関するデータを蓄積するとともに、歯科医師の

歯科衛生士雇用に関する意識や認識を明らかにする必要がある。さらに、介入研究や縦

断研究により、SOC が職業観および就労観に及ぼす影響を究明するとともに、SOC 形

成に携わる歯科衛生士教育の基盤を構築していく必要があると考えられる。

E. 結論

希望勤務年数が長いほど、学生の就労および職業に関する意識および意向に関して

肯定的な回答が高率だった。また、希望勤務年数が「3 年未満」の生涯勤続を希望す

る者の割合は、「5 年以上」のおよそ 1/2 だった。さらに、歯科衛生士学生の SOC と職

業観および就労観との関連性が明らかになり、歯科衛生士教育において SOC が意味す

る首尾一貫感覚を高める重要性が示唆された。
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令和元年度厚生労働科学研究「歯科医療従事者の働き方と今後の需給等に関する調査研究」 

歯科衛生士の働き方等に関する調査 調査票 

ご回答は、鉛筆または黒・青のボールペンで、当てはまる数字に○印で囲んでいただくか、数字・

文字をご記入ください。 

1. 貴校についてお答えください（令和元年 11 月現在）。

①学校のエリアブロック

※○は 1 つ

1. 北海道 2. 東北 3. 関東/甲信越

4. 東海 5. 近畿/北陸  6. 中国/四国

7. 九州/沖縄

②歯科衛生士養成課程を開設

してからの年数

1. 5 年未満 2. 5～10 年未満

3. 10～20 年未満 4. 20～30 年未満

5. 30～40 年未満 6. 40 年以上

③修業年限 ※○は 1 つ 1. 3 年制 2. 4 年制

④ 歯 科 衛 生 士 課 程 以 外 の

学部/学科/専攻等の有無

※○は 1 つ

1. あり 2. なし

⑤歯科衛生士課程において

歯科衛生士以外に取得可能

な資格・免許の有無

※○は 1 つ

1. あり 2. なし

⑥最終学年の在籍学生数

2. 貴校の、歯科衛生士教育における「将来設計に関する教育（以下、キャリア教育）」に

ついてお答えください（令和元年 11 月現在）。 

①キャリア教育を目的に

授業科目として設定して

いる講義の有無

※○は 1 つ

1. 講義がある→約 時間 

※学生一人が修業期間に受講する、おおよその時間数を数値

（整数）でご記入ください

2. 講義がない

3. （講義の有無が）分からない

②講義以外で、キャリア

教育を目的とした取組み

の実施状況

※○は 1 つ

1. 実施している→（ ） 

※主な取組み内容を（ ）にご記載ください 

2. 実施していない

3. （実施の有無が）分からない

③学習時期

※該当する数字全てに○

1. 1 年次 2. 2 年次

3. 3 年次 4. 4 年次

設問は以上です。ご協力いただきまして誠にありがとうございました。 

学生様よりご回答頂いた調査票とともに、１１月２２日（金）までにご返送ください。 

名 

説明文書（調査へのご協力のお願い）の内容をご確認いただき、下記の□に✓を記入したうえでご回答を 

お願いいたします。（確認欄） □ 説明文書の内容を確認したうえで、調査へ協力することに同意します 
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令和元年度厚生労働科学研究「歯科医療従事者の働き方と今後の需給等に関する調査研究」 

歯科衛生士の働き方等に関する調査 調査票 

・調査票はこの用紙の両面です。1～4 ページまであります。

・調査票、提出用封筒へ学校名やお名前をご記載いただく必要はありません。

・ご回答は、鉛筆または黒・青のボールペンでお願いします。

・ご回答は、あてはまる数字に○印で囲んでいただくか、数字のご記入をお願いします。

「その他」を選択の場合は、（    ）に具体的な内容をご記載ください。

問 1.  歯科衛生士学校に進学した理由はどのようなことですか？ 

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 資格の取得（歯科衛生士以外を含む） 2. 医療職への興味・関心

3. 人からの勧め（家族、先生等） 4. 歯科衛生士を志望

5. 学校の場所（立地/通学の便） 6. 就職に困らない

7. 経済的に自立できる 8. 短期大学/4 年制大学の卒業

9. 特に理由はない

10. その他（具体的に： ） 

問 2.  歯科衛生士の志望に際し、影響を受けた人はだれですか？ 

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 家族 2. 親戚 3. 先生 4. 友人 5. なし

6. その他（具体的に： ）

歯科衛生士学校 入学時について、問 3 と 4 にお答えください。 

問 3.  入学時、あなたは卒業後の進路をどのように考えていましたか？ 

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 歯科衛生士としての就職 2. 歯科衛生士以外として就職

3. 進学（大学、大学院等） 4. 考えていなかった

5. その他（具体的に： ） 

問 4.  入学時、あなたはどのようなところで働きたいと考えていましたか？ 

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 歯科診療所 2. 病院/大学病院 3. 行政（保健所/都道府県/市区町村）

4. 介護保険施設等 5. 企業 6. 歯科衛生士養成学校

7. 考えていなかった 8. その他（具体的に：  ） 

説明文書（調査へのご協力のお願い）の内容をご確認いただき、下記の□に✓を記入したうえでご回答を 

お願いいたします。（確認欄） □ 説明文書の内容を確認したうえで、調査へ協力することに同意します 
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歯科衛生士学校 卒業後すぐ についてお答えください。 

問５.  卒業後すぐ、あなたは「歯科衛生士として就職」しますか？  あてはまるもの 1 つに○を

つけてください。「2. いいえ」に回答の方は、a～d の 1 つに○をつけてください。 

1. はい

2. いいえ→a. 歯科衛生士以外として就職 b. 大学、大学院等へ進学 c. 未定

d. その他（具体的に：  ） 

問 5 で、「1. はい」と回答した方は、問 6 にお進みください。 

「2. いいえ」と回答した方は、問 11 にお進みください。 

問 6.  卒業後すぐ、どのようなところで働きたいと考えていますか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 歯科診療所 2. 病院/大学病院 3. 行政（保健所/都道府県/市区町村）

4. 介護保険施設等 5. 企業 6. 歯科衛生士養成学校

7. 考えていない 8. その他（具体的に： ） 

問 7.  卒業後すぐ、の就職先を決めるにあたり、影響を受けた人はだれですか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 家族 2. 親戚 3. 在学校の先生 4. 実習先の歯科医師・歯科衛生士

5. 友人 6. なし 7. その他（具体的に：   ） 

問 8.  卒業後すぐ、最初の勤務先で、何年くらい働きたいと考えていますか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 10 年以上 2. 5 年～10 年未満 3. 3 年～5 年未満

4. 1 年～3 年未満 5. 1 年未満

問 9. 卒業後すぐの就職に不安がありますか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 自分の技術・知識不足 2. 職場の人間関係 3. 業務内容 4. 勤務条件※

5. 給与 6. 心身の健康 7. （家庭）生活との両立 8. 不安はない

9. その他（具体的に：   ） 

※勤務時間、手当、休暇等

問 10. 就職先を決める際に重視するのは、どのようなことですか？  選択肢より、重視する 

順番に、1 位から 3 位までお答えください。 

1. 給 与 2. 勤 務 時 間 3. 勤 務 場 所 4. 福 利 厚 生

5. 業務内容 6. 職場の人間関係 7. 新人教育体制

第１位 第２位 第３位 
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今現在のお気持ちをお聞かせください 

問 1１. 現在、あなたは歯科衛生士を志望してよかったと思いますか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. はい 2. いいえ 3. どちらともいえない

問 1２. 生涯、歯科衛生士として働き続けたいと思いますか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. はい 2. いいえ 3. どちらともいえない

問 13. 歯科衛生士を長く続けるためにはどのようなことが大切だと思いますか？  

選択肢より、重要だと思う順番に、1 位から 3 位までお答えください。 

1. 自分のスキル 2. 仕事へのやりがい 3. 心身の健康

4. 勤務条件（勤務時間・福利厚生） 5. 勤務待遇（給与） 6. 相談できる環境

7. 復職時のサポート（研修会等） 8. 家族の理解やサポート（家事分担等）

9. 社会的なサポート（保育園等）

問 14. 歯科衛生士はやりがいのある仕事だと思いますか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. はい 2. いいえ 3. どちらともいえない

問 15. 現時点であなたはキャリア展望（仕事における将来設計）を描けていますか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 描けている 2. やや描けている 3. あまり描けていない

4. 描けていない

問 16. 現時点であなたは、仕事と（自分の）生活のバランスをどのように描いていますか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 仕事と生活と両立 2. 仕事優先 3. 生活優先

問 17. 歯科関係の研修会や勉強会に継続して参加したいと思いますか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. とても思う 2. やや思う 3. あまり思わない 4. 全く思わない

問 18. 今後、「認定歯科衛生士」を取得したいと思いますか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. とても思う 2. やや思う 3. あまり思わない 4. 全く思わない

5. 「認定歯科衛生士」を知らない

第１位 第２位 第３位 
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問 19. 歯科衛生士学校で、キャリア展望（仕事における将来設計）に関する教育を受けましたか？ 

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 受けた 2. 受けなかった 3. 覚えていない

問 20. 下記の①～③について、1 から 7 のうち、あなたの感じ方を最もよく表わしている 

数字 1 つに○をつけてください。 

問 21.  歯科衛生士学校を卒業しておおよそ 10 年後について、あなたはどのような進路を 

思い描いていますか？ 最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 歯科衛生士として就職 2. 歯科衛生士以外として就職

3. 進学（大学、大学院等） 4. その他（具体的に：   ） 

問２2. ご自身についてお答えください。 

①性別 1. 男 2. 女

②年齢（2019 年 12 月 1 日時点） 

  ※数字をご記入ください

③昼間部と夜間部の別

※○は 1 つ

1. 昼間部

2. 夜間部

④歯科衛生士学校入学直前に

修了した教育課程

※○は 1 つ

1. 高校 2. 専門学校 3. 短期大学

4. 大学

5. その他（具体的に：  ） 

設問は以上です。ご協力いただきまして誠にありがとうございました。 

提出用封筒にて密封し、担当の先生のご指示に従って提出してください。 

 

①私は、日常生じる困難や問題の解決策をみつける

ことができる。
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

②私は、人生で生じる困難や問題のいくつかは、向き

合い、取り組む価値があると思う。
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

③私は、日常生じる困難や問題を理解したり予測し

たりできる。
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

歳 

よ
く
あ
て
は
ま
る

あ
て
は
ま
ら
な
い

ま
っ
た
く
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厚生労働科学研究費（地域医療基盤開発推進研究事業） 

歯科医療従事者の働き方と今後の需給等に関する調査研究 

令和２年度 分担研究報告書 

歯科衛生士の働き方に関する意向分析（２）：歯科衛生士総合研修センターでの調査 

研究分担者 則武 加奈子 東京医科歯科大学歯学部附属病院歯科総合診療部 助教 

研究代表者 三浦 宏子 北海道医療大学歯学部  教授 

研究分担者 福田 英輝 国立保健医療科学院 統括研究官 

研究分担者 田野 ルミ 国立保健医療科学院 生涯健康研究部 主任研究官 

研究分担者 大島 克郎  日本歯科大学東京短期大学 教授 

研究要旨 

【目的】 厚生労働省が平成 29年度より実施している「歯科衛生士に対する復職支援・離職

防止事業」を利用した歯科衛生士を取り巻く状況や、勤労観、職業観を分析し、今後の活動推

進を図るための基礎資料を提示することを目的とした。 

【方法】 厚生労働省委託事業先である東京医科歯科大学歯学部附属病院歯科衛生士総合研

修センター・大阪歯科大学歯科衛生士研修センター・広島大学歯学部歯科衛生士教育研修センタ

ーを 2020 年 3月までに受講した 215 名を対象とした。郵送法による無記名の自記式質問票調

査を実施した。調査項目は、①センター受講時、養成校卒業時、離職時などでの状況や、勤労

観や職業観等、②University of Tokyo Health Sociology version of SOC 3 Scale（東大健

康社会学版３項目 SOCスケール：以下 SOC-UTHS）、③属性を主要項目とした 29 問の質問を設

定した。2019 年度に実施した結果と合わせて、はじめに、全数における単純集計を行ったの

ち、免許取得 3年未満（以下「新人」）、免許取得後 3年以上かつ離職中・復職後 3年未満（以

下「復職」）、免許取得後 3年以上かつ離職歴のないもの（以下「継続」）の 3群に分け各々に

おける傾向を分析した。 

【結果】 調査対象者 124名に回答を依頼した結果、88通の返送があった（回収率 71.0％）。

2019 年度分と合わせると、215名に依頼し、156通の返送となった（回収率 72.6％）。「新人」

（32名、20.5％）、「復職」（111名、71.2％）、「継続」（13名、8.3％）であった。回答者の平

均年齢は、44.1歳（22-69歳）であった。「新人」の平均年齢は 31.7 歳（22-56歳）、「復職」

の平均年齢は 47.6歳（27歳-63歳）、「継続」の平均年齢は 39.9歳（26-56 歳）であった。セ

ンターでの研修を受講しようと考えた理由は「新たな知識・技術を身につけたい」が 27％と

最も多く、次いで「スキルの向上」「自信をつけたい」がともに 26％であった。回答者の 86％

が研修を受講して「とても良かった」あるいは「良かった」と回答した。研修を受講して感じ

られたこととして、「新しい知識・技術が身についた」が 62％と最も多く、次いで「自信がつ

いた」（46％）、「相談できる環境・仲間ができた」（44%)と続いた。

 回答者のうち 72％は歯科衛生士として離職経験があり、「復職」では職を離れていた理由と

して 78%が「結婚、子育てのため仕事ができなくなったから」と回答した。復職を考えたきっ

かけとしては、「子育てなどがひと段落したから」が 50％と最も多く、次いで「仕事をする必

要性ができたから」(27％）であった。 

【結論】 免許取得直後、求職中・復職直後の歯科衛生士の研修受講は知識・技術の獲得、相

談できる仲間・環境の獲得、自信の獲得につながったと考えられた。また、免許取得直後では

仕事のやりがいの体得、離職中・復職直後者には仕事と生活が両立可能な勤務条件（勤務時

間・勤務場所）の整備も歯科衛生士の離職防止・ 復職支援において重要と考えられた。 
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A．研究目的 

 高齢期の口腔衛生管理の重要性から歯科衛生士のニーズの増加が指摘されているが、

未就業者が多く、歯科衛生士数は不足している。歯科衛生士の就業に関するこれまでの

研究では、30 歳代での未就業率が高いことに加え、20 歳代での歯科衛生士で 1/3 以上

が離職経験を有していた（厚労科研 H29-医療-一般―003）。こうした現状を改善するべ

く、厚生労働省では平成 29年～30年度と令和 2年度では補助事業として、また令和元

年度は委託事業として、歯科衛生士に対する復職支援・離職防止に関する事業を実施し

ている。令和元年度は、厚生労働省委託事業先である東京医科歯科大学歯学部附属病院

歯科衛生士総合研修センターをセンターが開設された 2017 年 12 月から 2019 年 9 月ま

でに受講した 91 名を対象とした調査研究を実施した。今年度は調査対象を拡大し他 2

施設を加え、2020 年 3 月末までに歯科衛生士に対する復職支援・離職防止に関する研

修プログラムを受講した歯科衛生士を対象とした。本研究の目的は、復職支援・離職防

止研修プログラムの対象となる歯科衛生士を取り巻く状況や、勤労観や職業観を分析し、

今後の活動推進を図るための基礎資料を提示することである。 

B．研究方法 

（１）対象

厚生労働省委託事業先である東京医科歯科大学歯学部附属病院歯科衛生士総合研修

センターを 2017年 12月から 2020年 3月までに受講した 110 名（昨年度調査の 91名

を含む）、大阪歯科大学歯科衛生士研修センターを 2018 年 4月から 2020年 3月までに受

講した 64名、広島大学歯学部歯科衛生士教育研修センターを 2019 年 4月から 2020 年 3

月までに受講した 41 名を対象とした。

（２）調査方法

郵送法による無記名の自記式質問票調査を、2020 年 9 月 9 日（水）から同年 9 月 30

日（水）に行った。調査票は、2019年度に歯科衛生士の就業に関する先行研究の調査内

容を参考に設計した A3 用紙両面 1 枚に 3 項目 29 問からなる調査票を一部改変し使用

した。調査項目は、①センター受講時、養成校卒業時、離職時などでの状況や、勤労観

や職業観等、②University of Tokyo Health Sociology version of SOC 3 Scale（東

大健康社会学版３項目 SOC スケール：以下 SOC-UTHS）引用、③属性に関することとし

た。 

 本調査は、東京医科歯科大学歯学部附属病院歯科衛生士総合研修センター・大阪歯科

大学歯科衛生士研修センター・広島大学歯学部歯科衛生士教育研修センターの協力を得て

行った。調査票は対象者に、研究班からの調査依頼文および歯科衛生士総合研修センタ

ーセンター長からの依頼文を付し、返送用封筒とともに送付した。 

（３）分析方法

2019 年度に実施した結果と合わせて、はじめに、全数における単純集計を行ったの

ち、免許取得 3年未満（以下「新人」）、免許取得後 3年以上かつ離職中・復職後 3年未

満（以下「復職」）、免許取得後 3 年以上かつ離職歴のないもの（以下「継続」）の 3 群

に分け各々における傾向を分析した。 

（４）倫理面への配慮

研究代表者が所属する国立保健医療科学院の研究倫理審査を受け、承認されたうえで実
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施した（承認番号：NIPH-IBRA#12254）。調査協力は自由意思によるものとすることを調

査依頼文に明記した。 

C．研究結果 

 調査対象者 124 名に回答を依頼した結果、88 通の返送があった（回収率 71.0％）。

2019 年度分と合わせると、215名に依頼し、156通の返送となった（回収率 72.6％） 

センター受講時の状況の回答から、「免許取得 3 年未満就業中」ならびに「免許取得 3

年未満離職・休職中」を「新人」（32名、20.5％）、「免許取得 3年以上で離職・休職中」

ならびに「免許取得 3年以上で離職経験有り」を「復職」（111名、71.2％）「免許取得

3年以上で離職経験無し」を「継続」（13 名、8.3％）とした。

１）属性

回答者の平均年齢は、44.1 歳（22-69 歳）であった。「新人」の平均年齢は 31.7 歳

（22-56 歳）、「復職」の平均年齢は 47.6 歳（27 歳-63 歳）、「継続」の平均年齢は 39.9

歳（26-56 歳）であった。免許取得年からの平均経過年数は 20.5年（1-43年）、「新人」

が 1.9 年(0-3 年)、「復職」が 26.1 年(5-43 年)、「継続」が 16.6 年（4-36 年）であっ

た。 

卒業した養成学校は、2年制が 107 名、3 年制が 38 名、4年制が 7 名、1年制が 4名

であった。このうち「新人」では 3 年制が 26名、4 年制が 6 名であり、「復職」では 4

年制が 1名、3年制が 8名、2年制が 98名、1年制が 4名であり、「継続」では、2年制

が 8名、3年制が 5名であった。  

調査票に回答した時点における勤務状況としては、37％が常勤、48%が非常勤、6%が

休職中、10％がその他であった。「新人」では、88%が常勤、13%が非常勤であった。「復

職」では、17%が常勤、62%が非常勤、8%が求職中、12%がその他であった。「継続」では、

77%が常勤、15％が非常勤、8%がその他であった。（図１） 

図１：回答者の現在の勤務状況 

勤務先としては、71%が歯科診療所、10％が在宅訪問歯科診療、9％が病院（一般・歯

科）、5％が介護施設、4％が行政、2％がその他であった。「新人」では、歯科診療所が

84％、病院（一般・歯科）が 16％であった。「復職」では、歯科診療所が 62％、在宅訪
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問歯科診療が 15％、病院（一般・歯科）と介護施設がともに 7％、行政が 6％、その他

が 2％であった。「継続」では、歯科診療所が 92％、病院（一般・歯科）が 8％であっ

た。（図２） 

 

 

図２：回答者の現在の勤務先 

 

２）歯科衛生士総合研修センター受講に関連する設問 

センターを知ったきっかけとして、「インターネット」が 33％と最も多く、次いで「知

人からの紹介」と「勤務先の上司・同僚からの紹介」がともに 17％、「チラシ」が 13％

であった。「新人」では、「チラシ」が 34％、次いで「勤務先の上司・同僚からの紹介」

が 31％、「インターネット」と「知人からの紹介」がともに 13％と続いた。「復職」で

は、「インターネット」が 42％、「知人からの紹介」が 18％、「出身校などからの紹介」

が 13％であった。「継続」では、「勤務先の上司・同僚からの紹介」が 38％と最も多く、

次いで「知人からの紹介」が 23％、「チラシ」と「出身校などからの紹介」がともに 15％

であった（図３）。 
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図３：センターを知ったきっかけ 

 

 研修を受講しようと考えた理由を、選択肢から重視する順番に１位から３位まで回答

を求めたところ、「新たな知識・技術を身につけたい」が 27％と最も多く、次いで「ス

キルの向上」「自信をつけたい」がともに 26％であった。１位では「スキルの向上」が

最も多く 35％で、次いで「新しい知識・技術を身につけたい」が 21％、「自信をつけた

い」・「復職しようと思ったから」がともに 19％であった。２位では「自信をつけたい」

が 31％で最も多く、３位では「新しい知識・技術を身につけたい」が 30％で最も多か

った。「新人」の１位では「スキルの向上」が最も多く 66％、２位では「自信をつけた

い」が最も多く 41％、３位では「新しい知識・技術を身につけたい」が最も多く 32％

であった。「復職」の１位では「復職したいと思ったから」が最も多く 27％、２位では

「新しい知識・技術を身につけたい」が最も多く 31％、３位では「自信をつけたい」が

最も多く 30％であった。「継続」の１位では「スキルの向上」が最も多く 69％、２位と

３位はともに「新しい知識・技術を身につけたい」が最も多かった。（図４） 
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図４：研修を受講しようと考えた理由（全体、新人、復職、継続） 
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 研修を受講して良かったかの質問では、60％が「とても良かった」、26％が「良かっ

た」、8％が「まあまあ良かった」、3％が「普通」、3％が「あまり良くなかった」と回答

した。「新人」では、50％が「とても良かった」、41％が「良かった」、30％が「普通」、

6％が「まあまあ良かった」と回答した。「復職」では、61％が「とても良かった」、23％

が「良かった」、10％が「まあまあ良かった」と回答した。「継続」では、77％が「とて

も良かった」、15％が「良かった」、8％が「普通」と回答した。 

研修を受講して感じられたことを選択肢から複数回答可で回答を求めたところ、「新

しい知識・技術が身についた」が 62％と最も多く、次いで「自信がついた」が 46％、

「相談できる環境・仲間ができた」が 44％、「スキルが向上した」が 35％と続いた。「新

人」「復職」「継続」のいずれにおいても、「新しい知識・技術が身についた」と回答し

た者が最も多かった。（図５） 

図５：研修を受講して感じられたこと 

３）研修会や勉強会の受講に関する設問

過去１年間に受講した他の講習会について、選択肢から複数回答可で回答を求めたと

ころ、「歯科衛生士会主催の講習会」が 35％と最も多く、次いで「民間主催の講習会」

が 26％、「他の復職支援講習会」と「出身校や他校の同窓会主催の講習会」がともに 8％

であった。「新人」および「復職」では、「歯科衛生士会主催の講習会」を受講していた

者が最も多く、「継続」では、「出身校や他校の同窓会主催の講習会」と「民間主催の講

習会」を受講していた者が最も多かった。 

 今後も歯科関係の研修会や勉強会に参加したいと思うかの設問には、67％が「とても

思う」、30％が「やや思う」、3％が「あまり思わない」、1％が「全く思わない」と回答

した。「新人」では、66％が「とても思う」、34％が「やや思う」と回答した。「復職」で

は、64％が「とても思う」、32％が「やや思う」、4％が「あまり思わない」、1％が「全

く思わない」と回答し、参加したいと思わないと感じている人が一定数存在した。「継

続」では、92％が「とても思う」、8％が「やや思う」と回答した。 
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４）養成学校時代および卒業直後の状況に関する設問

歯科衛生士養成学校に進学した理由について選択肢から最も当てはまるもの一つ回

答を求めたところ、１位は「資格の取得（歯科衛生士以外を含む）」で 29％、次いで２

位は「歯科衛生士を志望」で 26％、３位は「医療職への興味・関心」で 20％であった。

「新人」では、１位が「歯科衛生士を志望」で 38％、２位が「資格の取得」で 21％、

３位が「医療職への興味・関心」で 17％であった。「復職」では、１位は「資格の取得」

で 30％、次いで２位は「歯科衛生士を志望」で 25％、３位は「医療職への興味・関心」

で 22％であった。「継続」では、１位「資格の取得」で 36％、次いで 2位は「人からの

勧め（家族・先生等）」と「経済的に自立できる」がともに 18％であった。 

 歯科衛生士養成学校卒業直後の勤務先については、「歯科診療所」が81％と最も多く、

次いで「病院/大学病院」が 9％であった。「新人」では、78％が「歯科診療所」と最も

多く、次いで「病院/大学病院」が 22％であった。「復職」では「歯科診療所」が 82％

と最も多く、次いで「企業」が 7％であった。「継続」では、「歯科診療所」が 85％と最

も多く、次いで「病院/大学病院」と「その他」がともに 8％であった。 

 卒業後すぐの勤務先における勤務年数については、「1～3 年未満」が 44％と最も多

く、次いで「5～10 年未満」が 20％、「3～5 年未満」が 17％と続いた。「新人」では、

「1～3 年未満」が 63％と最も多く、次いで「1年未満」が 25％であった。「復職」では、

「1～3 年未満」が 39％と最も多く、次いで「5～10年未満」が 25％、「3～5年未満」が

20％であった。「継続」では、「1～3 年未満」が 31％と最も多く、次いで「10 年以上」

と「5～10年未満」がともに 23％であった。（図６） 

図６：養成学校卒業直後の勤務先での勤務年数 

 現在までの勤務先変更回数については、「４回以上」が 27％と最も多く、次いで

「３回」が 20％、「０回」が 19％、「２回」が 17％、「１回」が 16％と続いた。「新

人」では、「０回」が 66％と最も多く、次いで「１回」が 25％であった。「復職」で

は、「４回以上」が 36％と最も多く、次いで「３回」が 24％、「２回」が 21％と続い

た。「継続」では、「１回」・「３回」・「４回以上」がすべて 16％で同数１位であった。

（図７） 
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図７：卒業後から現在までの転職回数 

 卒直後の就職時の不安に関しては、「自分の技術・知識不足」を選択した者が 54％と

最も多く、次いで「職場の人間関係」が 17％であった。「新人」では、「自分の技術・知

識不足」を選択した者が 65％と最も多く、次いで「職場の人間関係」が 23％であり、

「不安はなかった」を選択した者はいなかった。「復職」では、「自分の技術・知識不足」

を選択した者が 52％と最も多く、次いで「不安はなかった」が 19％であった。「継続」

では、「自分の技術・知識不足を選択した者が 42％と最も多く、次いで「職場の人間関

係」25％であった。（図８） 

図８：卒直後の就職時の不安 

卒直後の新人歯科衛生士に対して、早期の離職防止につながること（以下、重要事項）

として、選択肢から重視する順番に１位から３位まで回答を求めたところ、１位では、

「相談できる仲間・環境」が 28％と最も多く、次いで「技術不足へのフォロー」が 21％、

「職場の上司・先輩の励まし」が 17％と続いた。２位では、「技術不足へのフォロー」

が 26％と最も多く、次いで「知識不足へのフォロー」が 23％、「相談できる仲間・環境」

が 17％と続いた。３位では、「技術不足へのフォロー」が 28％と最も多く、次いで「相
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談できる仲間・環境」が 21％、「知識不足へのフォロー」が 15％と続いた。「新人」に

おける１位では、「相談できる仲間・環境」が 28％と最も多く、次いで「技術不足への

フォロー」が 19％であった。「新人」における２位および３位では、ともに「技術不足

へのフォロー」が 28％と最も多かった。「復職」における１位では、「相談できる仲間・

環境」が 27％と最も多く、次いで「技術不足へのフォロー」が 23％であった。「復職」

における２位では、「知識不足へのフォロー」が 26％と最も多く、「復職」における３位

では、「技術不足へのフォロー」が 27％と最も多かった。「継続」における１位では、「相

談できる仲間・環境」が 31％と最も多く、次いで「勤務体制の管理」が 23％であった。

「継続」における２位および３位では、ともに「技術不足へのフォロー」が 31％と最も

多かった。（図９） 

 

 

 

図９：卒直後の新人歯科衛生士に対する重要事項（左上は全体） 

 

５） 離職経験ならびに復職を考えたきっかけ 

対象者のうち、歯科衛生士としての仕事を離れていた時期があると回答した者は、

72％であった。「新人」では 13％、「復職」では 97％の者に離職経験があった。（図１０） 

 

図１０：離職経験の有無 
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歯科衛生士の職を離れていた理由を選択肢から複数回答可で回答を求めたところ、

「結婚・子育てのため仕事ができなくなったから」と回答した者が 75％と最も多く、次

いで「その他」が 22％、「歯科衛生士の仕事に魅力を感じなくなったから」が 18％と続

いた。「新人」では「その他」と回答した者が 100％と最も多く、「復職」では、「結婚・

子育てのため仕事ができなくなったから」と回答した者が 78％と最も多かった。（図１

１） 

復職を考えたきっかけを選択肢から複数回答可で回答を求めたところ、「子育てなど

がひと段落したから」が 50％と最も多く、次いで「仕事をする必要性ができたから」が

28％、「その他」が 24％と続いた。（図１２） 

図１１：離職を考えたきっかけ 図１２：復職を考えたきっかけ 

復職直後の歯科衛生士に対して早期の離職防止につながること（以下、重要事項）と

して、選択肢から重視する順番に１位から３位まで回答を求めたところ、１位では「技

術不足へのフォロー」が 32％と最も多く、次いで「知識不足へのフォロー」が 20％で

あった。２位では、「技術不足へのフォロー」が 37％と最も多く、次いで「知識不足へ

のフォロー」が 30％であった。３位では、「相談できる仲間・環境」が 23％と最も多く、

次いで「勤務体制の管理」が 21％であった。（図１３） 

図１３：復職直後の歯科衛生士に対する重要事項 
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６） 歯科衛生士全般について 

歯科衛生士を長く続けるために大切だと思うこと（以下、重要事項）を、選択肢から

重視する順番に１位から３位まで回答を求めたところ、１位では「勤務条件（勤務時間・

福利厚生）」が 28％と最も多く、次いで「仕事へのやりがい」が 22％であった。２位で

は「勤務条件（勤務時間・福利厚生）」が 22％と最も多く、次いで「自分のスキル」が

16％であった。３位では「仕事へのやりがい」が 16％と最も多く、次いで「心身の健康」

が 14％であった。 

「新人」の１位では、「仕事へのやりがい」が 38％と最も多く、次いで「勤務条件（勤

務時間・福利厚生）」が 22％であった。２位では、「勤務条件(勤務時間・福利厚生)」が

25％と最も多く、次いで「仕事へのやりがい」が 22％であった。３位では、「勤務待遇

（給与）」が 28％と最も多く、次いで「心身の健康」が 19％であった。 

「復職」の１位では、「勤務条件（勤務時間・福利厚生）」が 31％と最も多く、次いで

「仕事へのやりがい」が 17％であった。２位では、「勤務条件（勤務時間・福利厚生）」

が 21％と最も多く、次いで「自分のスキル」が 15％であった。３位では、「仕事へのや

りがい」が 18％と最も多く、次いで「復職時のサポート（研修会等）」が 15％であった。 

「継続」の１位では「仕事へのやりがい」が 31％と最も多く、次いで「心身の健康」

が 23％であった。２位では「勤務条件（勤務時間・福利厚生）」が 31％と最も多く、次

いで「自分のスキル」が 23％であった。３位では「仕事へのやりがい」・「勤務待遇（給

与）」がともに 23％と最も多く、次いで「相談できる環境」が 15％であった。（図１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１４：歯科衛生士を長く続けるための重要事項 
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生涯、歯科衛生士として働き続けたいかに関しては、「はい」が 63％、「どちらともい

えない」が 33％であった。「新人」では「はい」が 53％、「どちらともいえない」が 34％、

「復職」では「はい」が 64％、「どちらともいえない」が 34％、「継続」では「はい」

が 77％、「どちらともいえない」が 23％であった。 

 現在、就職先を決める際に重視することを、選択肢から重視する順番に１位から３位

まで回答を求めたところ、１位では「勤務時間」・「職場の人間関係」がともに 25％と最

も多く、次いで「勤務場所」が 22％であった。２位では、「勤務時間」が 28％と最も多

く、次いで「勤務場所」が 23％であった。３位では、「給与」が 23％と最も多く、次い

で「勤務時間」・「職場の人間関係」が 18％であった。「新人」における１位では、「職場

の人間関係」が 28％と最も多く、次いで「業務内容」が 22％であった。２位では、「給

与」が 28％と最も多く、次いで「勤務時間」・「職場の人間関係」がともに 19％であっ

た。３位では、「給与」が 28％と最も多く、次いで「福利厚生」が 25％であった。「復

職」における１位では、「勤務時間」が 27％と最も多く、次いで「勤務場所」・「職場の

人間関係」がともに 25％であった。２位では、「勤務時間」が 31％と最も多く、次いで

「勤務場所」が 27％であった。３位では、「給与」が 21％と最も多く、次いで「職場の

人間関係」が 20％であった。「継続」における１位では、「勤務場所」・「業務内容」がと

もに 23％と最も多かった。２位では、「給与」・「勤務時間」・「勤務場所」が各々23％で

最も多かった。３位では、「給与」・「勤務時間」がともに 31％で最も多かった。（図１５） 

図１５：現在就職先を決定する際の重要事項（左上が全体） 

67



 歯科衛生士はやりがいのある仕事かについては、「はい」が 83％、「どちらともいえな

い」が 17％であった。「新人」では「はい」が 69％、「どちらともいえない」が 28％、

「復職」では「はい」が 86％、「どちらともいえない」が 14％、「継続」では「はい」

が 92％、「どちらともいえない」が 8％であった。 

 歯科衛生士になってよかったかについては、「はい」が 74％、「どちらともいえない」

が 22％であった。「新人」では「はい」が 63％、「どちらともいえない」が 25％、「復

職」では「はい」が 76％、「どちらともいえない」が 23％、「継続」では「はい」が 85％、

「どちらともいえない」が 15％であった。（図１６） 

図１６：歯科衛生士になって良かったか 

 現時点におけるキャリア展望（仕事における将来設計）については、「あまり描けて

いない」が 37％と最も多く、次いで「やや描けている」が 34％、「描けていない」が 17％、

「描けている」が 12％と続いた。「新人」では、「やや描けている」が 38％と最も多く、

次いで「あまり描けていない」が 34％と続いた。「復職」では、「あまり描けていない」

が 37％と最も多く、次いで「やや描けている」が 34％であった。「継続」では、「あま

り描けていない」が 46％と最も多く、次いで「描けている」が 31％であった。（図１７） 

図１７：キャリア展望を描けているか 
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キャリア設計にあたり、センターの受講は有用であったかについては、「有用」が 54％

と最も多く、次いで「とても有用」が 30％、「どちらともいえない」が 14％、「有用で

はなかった」が 2％と続いた。「新人」では、「とても有用」が 41％と最も多く、次いで

「有用」が 34％、「どちらともいえない」が 25％と続いた。「復職」では、「有用」が 61％

と最も多く、次いで「とても有用」が 26％、「どちらともいえない」が 11％、「有用で

はなかった」が 2％と続いた。「継続」では、「有用」が 46％と最も多く、次いで「とて

も有用」が 38％、「どちらともいえない」・「有用ではなかった」がともに 8％であった

（図１８）。 

図１８：キャリア設計にあたってのセンター受講の有用性 

 これまでのキャリア設計に関する研修などの受講経験については、「受講したことは

ない」が 65％と最も多く、次いで「受講した」が 22％、「覚えていない」が 12％と続い

た。「新人」では、「受講したことはない」が 78％と最も多く、次いで「受講した」が

13％、「覚えていない」が 9％と続いた。「復職」では、「受講したことはない」が 67％

と最も多く、次いで「受講した」が 23％、「覚えていない」が 10％と続いた。「継続」

では、「受講した」・「覚えていない」がともに 38％と最も多く、次いで「受講したこと

はない」が 23％であった（図１９）。 

図１９：センター受講前のキャリア教育の経験 
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現時点における仕事と生活のバランスについて、「仕事と生活を両立」が 53％と最も

多く、次いで「生活優先」が 33％、「仕事優先」が 14％であった。「新人」では、「仕事

と生活を両立」が 50％と最も多く、次いで「仕事優先」が 28％、「生活優先」が 22％と

続いた。「復職」では、「仕事と生活を両立」が 53％と最も多く、次いで「生活優先」が

39％、「仕事優先」が 7％と続いた。「継続」では、「仕事と生活を両立」が 54％と最も

多く、次いで「仕事優先」が 38％、「生活優先」が 8％と続いた（図２０）。 

図２０：現時点における仕事と生活のバランス 

 

７） SOC スケール 

本調査では、首尾一貫感覚を測定する心理尺度である SOC（sense of coherence）ス

ケールの短縮版 SOC3 項目 7 件法スケールを用いた。質問は、「Q1:私は、日常生じる困

難や問題の解決策をみつけることができる」「Q2:私は、人生で生じる困難や問題のいく

つかは、向き合い、取り組む価値があると思う」「Q3:私は、日常生じる困難や問題を理

解したり予測したりできる」の 3つである。この 3項目を、7ポイント（よくあてはま

る：1～まったくあてはまらない：7）の SD（semantic differential）法で回答を得た。

SOC は各項目のスコアをすべて逆転したうえで、個々人の合計点数を 1ポイント 1点と

した総得点を使用し 1）、得点が高いほど SOC が強く、ストレス対処能力が高いと評価す

る 2）。反転したスコアリング（最大 21 点となる）で学生ごとに 3 項目の合計得点を算
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出した結果、3-21の範囲を取り、13点と 16点が最も多く（各 19人、12.3％）、平均は

14.6 点であった。「新人」の平均は、14.1、「復職」の平均は、14.6、「継続」の平均は、

15.9 であった。 

D.考察

今年度の調査では、対象校を増やしての実施となったが、72.6%の回収率が得られた

こと、また無効となる調査票がなかった。これらの要因としては、対象校 3校から修了

生への調査協力依頼をいただけたこと、研究課題への高い関心などが考えられる。 

 今回、委託事業の本来の対象者である「新人」「復職」と、本来は対象ではないが様々

な理由により受講に至った「継続」の 3群に分けて集計を実施した。卒直後、復職後な

ど時期別にどのようなサポートが求められているかに関して考察を行う。 

１）新人（免許取得 3年未満）に関して 

今回の回答者のうち「新人」は 32 名と少人数であった。受講のきっかけとしては免

許交付時に郵送される「チラシ」(34%)、「勤務先の上司・同僚からの紹介」(31%)と多

かったが、毎年 6000 人超の新人歯科衛生士が誕生しており、様々な不安を抱えながら

も受講に至らない新人歯科衛生士もいることが想定されることから、新人歯科衛生士に

対する更なる周知や、研修を受講しやすい環境づくり（例：卒後歯科衛生士全員に 1講

座無料受講可チケット付きのチラシの配布、受講によるインセンティブ付与、勤務先の

研修受講への理解）をさらに進めるとともに、受講人数増加にも耐えうるセンターの準

備も求められる。 

今回の調査結果による新人歯科衛生士の勤務状況としては、常勤勤務が多く(88%)、

勤務先としては歯科診療所(84%)、病院(16%)の順となった。平成 30 年衛生行政報告例

によると、歯科衛生士の就業場所は歯科診療所が 90.5%、病院は 5.0％である３）こと、

昨年度に全国の歯科衛生士養成学校最終学年を対象として実施した調査研究の結果で

も卒業後すぐ歯科衛生士として就職する者の希望就業場所は「歯科診療所」が 93.8%、

「病院/大学病院」が 4.3%であること 4)から、本センターを終了した新人歯科衛生士の

病院歯科勤務の新人歯科衛生士の受講割合が相対的に高いと考えられる。この理由は今

後の検証課題となるが、このためセンターでの実施カリキュラムを検討する際、歯科診

療所従事に際して必要な内容にとどまらず、病院歯科に従事に際して必要な内容も提供

できることが望ましいと考えられる。研修受講の理由として、1 位に「スキルの向上」

を選択したものが多く（66%）、2位には「自信をつけたい」を選択したものが多く（41%)、

3位には「新しい知識・技術を身につけたい」を選択したものが多かった(32%)。また、

この 3 項目は 1-3 位のどれかで選択されていることが多かった（1-3 位の計は順に

90.6%,78.1%,68.8％）。受講後の感想では 90%超が「とても良かった/良かった」と回答

し、研修受講後には「新しい知識・技術が身についた」(69%)、「スキルが向上した」「自

信がついた」（同 44%）、「相談できる環境・仲間ができた」（31%）と回答していた。卒直

後の不安として、新人の 65%が「自分の技術・知識不足」を挙げていることから、セン

ターの受講がこうした不安解消への一定の効果があると考えられる。また、卒直後の歯

科衛生士の早期離職防止に有用な重要事項としては、1位に「相談できる仲間・環境」、

2,3 位に「技術不足へのフォロー」が選択されており、センター受講の理由としては「相
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談できる環境・仲間がほしい」はほとんど選択されないが、センターの受講による「相

談できる環境・仲間」を得られたこともセンター終了後も見据えた持続的な離職防止の

効果が高いと考えられる。 

 歯科衛生士を長く続けるために大切だと思うこととして、新人歯科衛生士は 1 位に

「仕事へのやりがい」を選択した(38%)。その一方で、「歯科衛生士はやりがいのある仕

事か」に対しては、31%が「どちらともいえない/いいえ」と回答し、「生涯、歯科衛生

士として働き続けたいか」には 47%が「どちらともいえない/いいえ」、「歯科衛生士にな

ってよかったか」には 38%が「どちらともいえない/いいえ」と回答した。また、47％が

キャリア展望を「あまり描けていない/描けていない」と回答している。これらの結果

から、卒前教育やセンターなどでの卒直後教育（なるべく早い時期に）として、歯科衛

生士の社会的意義・やりがいを積極的に伝え、体感させることが歯科衛生士のキャリア

教育として重要視すべきではないかと考える。

２）復職（「免許取得 3 年以上で離職・休職中」ならびに「免許取得 3 年以上で離職経

験有り」）に関して

 今回の回答者のうち「復職」は 111名と全体の 71%であった。センターを知ったきっ

かけとしては、インターネットが 42%と最も多かった。 

 離職に至った理由としては、78%が「結婚・子育てのため仕事ができなくなったから」

と回答し、復職を考えたきっかけとして、52%が「子育てなどがひと段落したから」、27%

が「仕事をする必要性ができたから」と続いた。 

これまで結婚・出産に伴う退職が多くなされていたこと、子育てがひと段落したのち

に復職を検討したことがうかがえるが、「子育てがひと段落してから」復職すると離職

期間が長くなってしまうことが懸念されるため、今後は、子育てをしながら歯科衛生士

の仕事を両立するための支援も重要と考えられる。 

今回の調査結果による復職歯科衛生士の勤務状況としては、「非常勤勤務」が 48％、

「常勤勤務」が 37%であった。また、勤務先は「歯科診療所」が 62%と多いものの、「在

宅訪問歯科診療」が 15%、「病院」「介護施設」が各 7%と、勤務先にバリエーションが見

られた。このためセンターでの実施カリキュラムを検討する際、歯科診療所従事に際し

て必要な内容にとどまらず、在宅訪問歯科や介護施設・病院に従事に際して必要な内容

も選択的に提供できることが望ましいと考えられる。 

センター受講のきっかけとしては、「復職したいと思ったから」が 27%と最も多く、セ

ンター受講が歯科衛生士としての復職への足掛かり・後押しとなっていることが示唆さ

れる。また、「新しい知識・技術を身につけたい」、「自信をつけたい」、「スキルの向上」

なども多く選択されていた。センター受講は、84%が「とても良かった/良かった」と回

答し、センター受講を通じて、「新しい知識・技術が身についた」が 57％、「自信がつい

た」「相談できる環境・仲間ができた」が 47%と続いた。

復職後すぐの歯科衛生士の早期離職防止に有用なこととしては、「技術不足へのフォ

ロー」、「知識不足へのフォロー」、「相談できる仲間・環境」、「勤務体制の管理」などが

挙げられていた。「技術不足へのフォロー」、「知識不足へのフォロー」、「相談できる仲

間・環境」に関しては、センター受講がこれらに有効と考えられる一方で、特に復職者

に対しては職場での「勤務体制の管理」も早期離職防止に有用であることとが示唆され
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る。 

 また、歯科衛生士を長く続けるために大切だと思うことに関しては、復職は「勤務条

件（勤務時間・福利厚生）」、「仕事へのやりがい」、「自分のスキル」が多く選択された。

現時点における仕事と生活のバランスに関しては、53%が「仕事と生活を両立」、39%が

「生活優先」と回答した。 

「歯科衛生士はやりがいのある仕事か」は 86%が「はい」と回答し、「歯科衛生士にな

ってよかったか」には 76%が「はい」と回答した。「生涯、歯科衛生士として働き続けた

いか」には 64%が「はい」と回答した。センター受講はキャリア設計に有用だったかに

は 87％が「とても有用/有用」と回答したが、一方で「キャリア展望を描けているか」

には 58%が「あまり描けていない/描けていない」と回答した。生活と両立可能な勤務条

件（非常勤勤務が選択されやすいか）の中でも、仕事のやりがいを実感できる歯科衛生

士としてのキャリアプランが提示できれば、よりキャリア展望が描きやすくなるかもし

れない。 

  最後に、本研究実施にあたり、東京医科歯科大学歯学部附属病院歯科衛生士総合研

修センター・大阪歯科大学歯科衛生士研修センター・広島大学歯学部歯科衛生士教育研修

センターのスタッフならびに同センターの修了生の皆様に多大なご協力をいただいたこと

を心より感謝申し上げます。 

E.結論

免許取得直後、もしくは求職中・復職直後の歯科衛生士の歯科衛生士総合研修セン

ターにおける研修受講は知識・技術の獲得、相談できる仲間・環境の獲得、自信の獲

得につながったと考えられた。センター受講はキャリア設計に有用だったと 8割が回

答したが、一方で研修修了後も歯科衛生士としてのキャリア展望を描けていないと考

えているものも多く、生涯教育として継続的にキャリア教育を提供する/受講すること

が必要と考えられる。また、免許取得直後の歯科衛生士には仕事のやりがいを体得し

てもらうこと、離職者・復職直後者には仕事と生活が両立しやすい、もしくは生活優

先でも勤務が継続できる勤務条件（勤務時間・勤務場所）を整えることも歯科衛生士

の離職防止・ 復職支援において重要と考えられた。
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令和２年度厚生労働科学研究「歯科医療従事者の働き方と今後の需給等に関する調査研究」 

歯科衛生士の働き方等に関する調査 調査票 

 
・調査票はこの用紙の両面です、１～４ページまであります。 

・ご回答は、鉛筆または黒・青のボールペンでお願いします。 

・ご回答は、あてはまる数字を○印で囲んでいただくか、数字のご記入をお願いします。    

「その他」を選択の場合は、（    ）に具体的な内容をご記載ください。 

 

問１．現在のあなたの状況を教えてください。 

勤務されている場合は、およその週当たりの勤務時間と勤務先の種別に○を付けてください。 

１．歯科衛生士として常勤勤務（週  時間勤務） 

⇒勤務先：1.歯科診療所   2.病院（一般・歯科）   3.介護施設   4. 在宅訪問歯科診療   5.行政 

6.その他（              ） 

２．歯科衛生士として非常勤勤務（全部で週  時間勤務） 

⇒勤務先：1.歯科診療所   2.病院（一般・歯科）   3.介護施設   4. 在宅訪問歯科診療   5.行政 

6.その他（              ） 

３．求職中    

４．その他（                        ） 

問２．歯科衛生士総合研修センター受講開始時のあなたの状況を教えてください。 

１． 歯科衛生士免許取得後 3 年未満で就業中 

２． 歯科衛生士免許取得後 3 年未満で離職中・求職中 

３． 歯科衛生士免許取得後 3 年以上かつ歯科衛生士として離職中・求職中 

４． 歯科衛生士免許取得後 3 年以上かつ歯科衛生士として復職し 3 年未満 

５． 歯科衛生士免許取得後 3 年以上かつ歯科衛生士として復職し 3 年以上 

６． その他（                           ） 

問３．歯科衛生士総合研修センターをどのようにして知りましたか？ 

あてはまるものすべてに〇をつけてください。 

１． チラシ（免許証交付時に同封等）    ２． インターネット（本院ホームページ） 

３． 新聞・雑誌などの掲載記事       ４． 歯科衛生士会のホームページ 

５． 出身校（同窓会含む）などからの紹介  ６． 知人からの紹介 

７． 勤務先の上司・同僚からの紹介     ８． その他（             ） 

問４．今回研修を受講しようと考えた理由を教えてください。 

選択肢より、重視する順番に、1 位から 3 位までお答えください。 

１．スキルの向上  ２．自信をつけたい  ３．勤務先で受講を勧められた  ４．知人に誘われたから 

５．新しい知識・技術を身につけたい      ６．相談できる環境・仲間が欲しい 

７．復職したいと思ったから  ８．その他（                       ） 

問５．研修を受講してよかったですか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

１．とても良かった      ２．良かった     ３．まあまあ良かった    ４．普通  

５．あまり良くなかった  ６．良くなかった   ７．とても良くなかった 

第１位 第２位 第３位 

説明文書（調査へのご協力のお願い）の内容をご確認いただき、下記の□に✓を記入したうえでご回答を 

お願いいたします。（確認欄） □ 説明文書の内容を確認したうえで、調査へ協力することに同意します。 
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問６．研修を受講してどのように感じましたか。あてはまるものすべてに〇をつけてください。 

１．スキルが向上した  ２．自信がついた  ３．新しい知識・技術が身についた 

４．相談できる環境・仲間ができた ５．その他（   ） 

問７．過去 1 年間に他の研修を受講しましたか？あてはまるものすべてに〇をつけてください。 

１．他の復職支援講習会 ２．歯科衛生士会主催の講習会 ３．出身校や他校の同窓会主催の講習会 

４．民間主催の講習会  ５．その他（   ） 

問８．今後も歯科関係の研修会や勉強会に継続して参加したいと思いますか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. とても思う 2. やや思う 3. あまり思わない 4. 全く思わない

問９．あなたが歯科衛生士養成学校に進学した理由はどのようなことですか？ 

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 資格の取得（歯科衛生士以外を含む） 2. 医療職への興味・関心

3. 人からの勧め（家族、先生等） 4. 歯科衛生士を志望

5. 学校の場所（立地/通学の便） 6. 就職に困らない

7. 経済的に自立できる 8. 短期大学/4 年制大学の卒業

9. 特に理由はない 10. その他（   ） 

問１０．歯科衛生士養成学校卒業後すぐ、どのようなところで働きましたか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 歯科診療所 2. 病院/大学病院 3. 行政（保健所/都道府県/市区町村）

4. 介護保険施設等 5. 企業 6. 歯科衛生士養成学校

7. その他（  ） 

問１１．卒業後すぐ、最初の勤務先で、何年くらい働きましたか（働いていますか）？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 10 年以上 2. 5 年～10 年未満 3. 3 年～5 年未満

4. 1 年～3 年未満 ５. 1 年未満

問１２．卒業後から現在までに何回程度勤務先を変わりましたか。 

最もあてはまるもの１つに〇をつけてください。 

1. 0 回 2. １回 3. ２回 4. ３回 ５. ４回以上（具体的に  回） 

問１３．卒業後すぐの就職に不安がありましたか？最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 自分の技術・知識不足 2. 職場の人間関係 3. 業務内容 4. 勤務条件※

5. 給与 6. 心身の健康 7. （家庭）生活との両立 8. 不安はなかった

9. その他（  ） ※勤務時間、手当、休暇等

問１４．卒業後すぐの新人歯科衛生士に対して、どのようなことが早期の離職防止につながると考えますか？ 

選択肢より、重要だと思う順番に、1 位から 3 位までお答えください。 

１．知識不足へのフォロー      ２．技術不足へのフォロー     ３．相談できる仲間・環境 

４．職場の上司・先輩の励まし ５．勤務先に研修制度がある   ６．勤務体制の管理 

７．その他（  ） 

第１位 第２位 第３位 
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問１５．卒業後、歯科衛生士としての仕事を離れていた時期はありますか？ 

１．はい（計      年くらい）     ２．いいえ 

     問 1６に進む                問１９に進む 

問１６．問１５で「はい」と答えた方は、歯科衛生士の職を離れていた理由は、どのようなことでしたか？ 

あてはまるものすべてに〇をつけてください。 

１．歯科衛生士の仕事に魅力を感じなくなったから     ２．職場の人間関係の悪化から 

３．結婚、子育てのため仕事ができなくなったから     ４．仕事の内容があわなかったから  

５．その他（                                   ） 

問 1７．問１５で「はい」と答えた方は、復職を考えたきっかけはどのようなことでしたか。 

あてはまるものすべてに〇をつけてください。 

１．子育てなどがひと段落したから                  ２．仕事をする必要性ができたから 

３．社会の歯科衛生士に対するニーズを感じたから    ４．歯科関係者に復職を勧められたから 

５．その他（                                 ） 

問１８．問１５で「はい」と答えた方は、復職後すぐの歯科衛生士に対して、どのようなことが早期の離職防止

につながると考えますか？ 選択肢より、重要だと思う順番に、1 位から 3 位までお答えください。 

１．知識不足へのフォロー      ２．技術不足へのフォロー       ３．相談できる仲間・環境  

４．職場の上司・先輩の励まし  ５．勤務先に研修制度がある     ６．勤務体制の管理 

７．その他（                          ） 

問１９．歯科衛生士を長く続けるためにはどのようなことが大切だと思いますか？   

選択肢より、重要だと思う順番に、1 位から 3 位までお答えください。 

1. 自分のスキル              2. 仕事へのやりがい       3. 心身の健康  

4. 勤務条件（勤務時間・福利厚生）    5. 勤務待遇（給与）          6. 相談できる環境 

7. 復職時のサポート（研修会等）       8. 家族の理解やサポート（家事分担等） 

9. 社会的なサポート（保育園等）   

問２０．生涯、歯科衛生士として働き続けたいと思いますか？ 

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. はい       2. いいえ        3. どちらともいえない    

問２1．現在あなたが就職先を決める際に重視するのは、どのようなことですか？  

選択肢より、重視する順番に、1 位から 3 位までお答えください。 

1. 給与            2. 勤務時間        3. 勤務場所       4. 福利厚生              

5. 業務内容           6. 職場の人間関係      7. 新人教育体制   

 

問２2．歯科衛生士はやりがいのある仕事だと思いますか？   

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. はい      2. いいえ        3. どちらともいえない    

 

裏面に続きます  

第１位 第２位 第３位 

第１位 第２位 第３位 

第１位 第２位 第３位 
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問２３．現在、あなたは歯科衛生士になってよかったと思いますか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. はい 2. いいえ 3. どちらともいえない

問２４．現時点であなたはキャリア展望（仕事における将来設計）を描けていますか？  

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1. 描けている 2. やや描けている 3. あまり描けていない 4. 描けていない

問２５．歯科衛生士としてのキャリア設計にあたり、今回の歯科衛生士総合研修センター研修受講はどの程度

有用でしたか？ 最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

１. とても有用だった ２．有用だった  ３．どちらともいえない ４．有用ではなかった 

問２６．キャリア設計にあたり、歯科衛生士総合研修センター受講前までにキャリア設計に関連した授業や研

修などを受講したことはありますか？最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

１．受講した（  歳頃） ２．受講したことはない   ３．覚えていない 

問２７．現時点におけるあなたの仕事と（自分の）生活のバランスは以下のうちどれに当てはまりますか？ 

最もあてはまるもの 1 つに○をつけてください。 

1． 仕事と生活と両立 2. 仕事優先 3. 生活優先

問 2８．下記の①～③について、1 から 7 のうち、あなたの感じ方を最もよく表わしている数字 1 つに○を

つけてください。 

問 2９. ご自身についてお答えください。 

① 年齢（20２０年９月 1 日時点）

   ※ 数字をご記入ください

② 歯科衛生士免許取得年

 年 ※ 西暦をご記入ください

③卒業した養成学校の種類

※○は 1 つ

１．1 年制     ２．2 年制（昼間部・夜間部） 

３．3 年制（昼間部・夜間部）     ４．4 年制 

設問は以上です。ご協力いただきまして誠にありがとうございました。 

①私は、日常生じる困難や問題の解決策をみつけることが

できる。
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

②私は、人生で生じる困難や問題のいくつかは、向き合い、

取り組む価値があると思う。
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

③私は、日常生じる困難や問題を理解したり予測したりで

きる。
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

あ
て
は
ま
る

よ
く

あ
て
は
ま
ら
な
い

ま
っ
た
く

歳 
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厚生労働科学研究費（地域医療基盤開発推進研究事業） 

歯科医療従事者の働き方と今後の需給等に関する調査研究 

令和２年度 分担研究報告書 

政府統計を用いた歯科技工士の継続就業状況に関する分析 

 

研究分担者 大島 克郎 日本歯科大学東京短期大学 教授 

研究代表者 三浦 宏子 北海道医療大学歯学部 教授 

研究分担者 福田 英輝 国立保健医療科学院 統括研究官 

研究分担者 田野 ルミ 国立保健医療科学院生涯健康研究部 主任研究官 

研究分担者 則武加奈子 東京医科歯科大学歯学部附属病院歯科総合診療部 助教 

 

 

研究要旨 

【目的】歯科技工士の継続就業状況について、全国規模で分析した報告はみられない。そこ

で本研究報告では、歯科技工士の 10年後の継続就業状況について、就業場所別・性別・年

齢階級別・地域ブロック別における実態を把握することを目的とした。 

【方法】データは、衛生行政報告例（隔年報）の就業歯科技工士数の数値を用いた。統計法

の規定に基づき、目的外利用申請により当該データの調査票情報を取得し、就業場所別・性

別・年齢階級別・地域ブロック別の就業歯科技工士数の統計表を作成した。対象とする調査

年は、2004年・2006年・2008年・2014年・2016年・2018年とした。継続就業率を算出す

るために、2004年、2006年および 2008年の就業場所別・性別・年齢階級別・地域ブロック

別の就業歯科技工士数について、それぞれ 2014年、2016年および 2018年での 10歳上の階

級の数値と比べ、前者の数値を 100 として変化率を算出した。次に、これにより得られた

各年の変化率の平均値を算出し、10 年後の継続就業率を求めた。 

【結果】歯科技工所に就業する歯科技工士の継続就業率について、男性の全国値では、「20-

24 歳→30-34 歳」から「40-44 歳→50-54 歳」までの年齢層においては 100％を上回ってお

り、「45-49 歳→55-59 歳」以降の高齢層では 100％を下回っていた。女性の全国値では、

「30-34歳→40-34歳」から「40-44歳→50-54歳」までの年齢層においては 100％を上回っ

ていたが、その他の年齢層では 100％を下回っていた。地域ブロック別では、男女ともに顕

著な傾向はみられなかった。また、病院・診療所に就業する歯科技工士の継続就業率につい

て、男性の全国値では、「20-24歳→30-34歳」において 100％を上回っていたが、「25-29歳

→35-39歳」以降の年齢層では 100％を下回っていた。女性の全国値では、いずれの年代に

おいても 100％を下回っていた。地域ブロック別では、男女ともに顕著な傾向はみられなか

った。 

【結論】歯科技工士の 10年後の継続就業状況について、歯科技工所に就業する男性では、

高齢層を除き 100％を上回っていたが、女性では若年層と高齢層で 100％を下回っており、

性別による差異がみられた。病院・診療所に就業する歯科技工士は、男女ともにほとんどの

年齢層で 100％を下回っていた。全体的に地域ブロック間における顕著な傾向はみられなか

った。歯科技工士の就業先は歯科技工所が約7割を占めており、また、近年では歯科技工

士免許登録者の女性割合が増加傾向にあることから、今後、特に歯科技工所において、女

性が就業しやすい環境整備等の視点を含めた検討が必要である。 

79



A．研究目的  

近年、歯科技工士の就業者数は概ね 3 万 5 千人前後を推移しているが、特に最近で

は、高年齢層の増加と若年層の減少傾向が顕著である 1）（図１）。このため、歯科技工

士の就業者数は将来的に大幅な減少傾向を示すことが示唆されている 2）。また、歯科技

工士学校養成所の定員割れや閉校 3）なども、この状況を加速させるとみられる。こうし

た現況から、歯科技工士免許を取得した者の就業と定着が望まれるが、歯科技工士の就

業者率は他の職種に比べて低値を示していることが知られている 1,4）。 

しかし、歯科技工士の継続就業状況について、全国規模で分析した報告はみられない。

そこで本研究報告では、歯科技工士の 10 年後の継続就業状況について、就業場所別・

性別・年齢階級別・地域ブロック別における実態を把握することを目的とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 就業歯科技工士数の年次推移（年齢階級別） 

注：1982年から 1990年までの「50-59歳」は 50歳以上の数値を示す。 

 

 

B．研究方法 

1．データソース 

業務に従事する歯科技工士は、歯科技工士法に基づき、2年ごと（西暦の偶数年）の

12 月 31日現在における氏名・住所などを記した業務従事者届を都道府県知事に届け出

る義務がある。業務従事者届の結果は、厚生労働省の衛生行政報告例（隔年報）1）にお

いて、「就業歯科技工士」数として集計されている。本研究では、このデータを使用し、

分析を行った。 

就業歯科技工士数のデータは、「就業場所別・性別・年齢階級別」や「就業場所別・

性別・都道府県別」の数値は厚生労働省や e-stat のホームページ上で公表されている

が、「就業場所別・性別・年齢階級別・都道府県別」の数値は公表されていない。この

ため、統計法の規定に基づき、目的外利用申請により当該データの調査票情報を取得し、

就業場所別・性別・年齢階級別・都道府県別の就業歯科技工士数の統計表を作成した。

なお、対象とする調査年は、2004 年・2006 年・2008 年・2014 年・2016 年・2018 年と

した。 
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2．分析方法 

就業場所別・性別・年齢階級別・都道府県別の就業歯科技工士数の統計表について、

地域を表１のとおり分け、就業場所別・性別・年齢階級別・地域ブロック別の就業歯科

技工士数の統計表を作成した。 

表１ 地域ブロックの分類 

北海道・東北（7） 

北関東・甲信越（6） 

南関東（4） 

東海・北陸（7） 

近畿（6） 

中国・四国（9） 

九州・沖縄（8） 

北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

茨城、栃木、群馬、山梨、長野、新潟 

東京、埼玉、千葉、神奈川 

岐阜、静岡、愛知、三重、富山、石川、福井 

滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知 

福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄 

 次に前記のデータを用いて、継続就業率を算出した。まず、就業歯科技工士の 10 年

後の就業状況を分析するため、2004年、2006年および 2008年の就業場所別・性別・年

齢階級別・地域ブロック別の就業歯科技工士数について、それぞれ 2014年、2016 年お

よび 2018年での 10歳上の階級の数値と比べ、前者の数値を 100として変化率（本稿で

は、「継続就業率」とする。）を算出した。次に、これにより得られた 3 組（2004 年・

2014 年、2006・年・2016年、2008年・2018 年）の就業場所別・性別・年齢階級別・地

域ブロック別での継続就業率の平均値を算出した。 

 なお、就業場所に関しては、「歯科技工所」「歯科診療所」および「その他」に区分さ

れている（ただし、2016年・2018年に関しては、「歯科技工所」「歯科診療所」「歯科技

工士学校又は養成所」「事業所」および「その他」の区分となっている）。しかし、2004

年・2006 年・2008年・2014年における「その他」と、2016年・2018年における「歯科

技工士学校又は養成所」「事業所」および「その他」の就業歯科技工士については、例

数が少ないため継続就業率の評価には適していない。このため、これらの継続就業率は

算出しなかった。 

3．倫理的配慮 

 本研究の実施にあたっては、事前に国立保健医療科学院の倫理審査を受け、承認され

たうえで実施した（承認番号：NIPH-IBRA#12289）。また、厚生労働省から提供を受けた

就業歯科技工士数の調査票情報の使用に際しては、申請書に記載した利用場所、利用環

境、保管場所および管理方法に十分留意し、分析を行った。 
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C．研究結果 

 歯科技工所に就業する歯科技工士の継続就業率を図２（男性）・図３（女性）に示す。

男性の全国値では、「20-24 歳→30-34 歳」から「40-44 歳→50-54 歳」までの年齢層に

おいては 100％を上回っており、「45-49 歳→55-59 歳」以降の高齢層では 100％を下回

っていた。女性の全国値では、「30-34 歳→40-34 歳」から「40-44 歳→50-54 歳」まで

の年齢層においては 100％を上回っていたが、「20-24 歳→30-34 歳」から「25-29 歳→

35-39 歳」までの若年層や、「45-49 歳→55-59 歳」以降の高齢層では 100％を下回って

いた。地域ブロック別では、いくつかの年齢層において地域間の差がみられたが、全体

的には男女ともに顕著な傾向はみられなかった。

なお、図２と図３の統計表は本稿の巻末に示した。 

図２ 歯科技工所に就業する歯科技工士の継続就業率（男性） 

図３ 歯科技工所に就業する歯科技工士の継続就業率（女性） 
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病院・診療所に就業する歯科技工士の継続就業率を図４（男性）・図５（女性）に示

す。男性の全国値では、「20-24歳→30-34 歳」において 100％を上回っていたが、「25-

29 歳→35-39歳」以降の年齢層では 100％を下回っていた。女性の全国値では、いずれ

の年代においても 100％を下回っていた。地域ブロック別では、いくつかの年齢層にお

いて地域間の差がみられたが、全体的には男女ともに顕著な傾向はみられなかった。 

なお、図４と図５の統計表は本稿の巻末に示した。 

図４ 病院・診療所に就業する男性歯科技工士の継続就業率 

図５ 病院・診療所に就業する女性歯科技工士の継続就業率 
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D.考察 

本研究では、歯科技工士の 10 年後の継続就業状況について、就業場所別・性別・年

齢階級別・地域ブロック別における実態を分析した。その結果、歯科技工所に就業する

男性の歯科技工士では、高齢層を除き 100％を上回っていたが、女性では若年層と高齢

層で 100％を下回っており、性別による差異がみられた。病院・診療所に就業する歯科

技工士は、男女ともにほとんどの年齢層において 100％を下回っていた。全体的に、地

域ブロック間における顕著な傾向はみられなかった。 

近年では、歯科技工士全体の就業者数がほぼ横ばい傾向にあるなかで、病院・診療所

に就業する歯科技工士数は減少傾向にあり、歯科技工所に就業する歯科技工士数は漸増

傾向にある 1）。直近値である 2018年衛生行政報告例の報告 1）によれば、歯科技工士（全

就業者数：34,468 人）の就業先は、歯科技工所が 72.7％、病院・診療所に就業する歯

科技工士の割合は 25.7％である。実際に、全国の歯科診療所の約 9 割が国内の歯科技

工所に補綴装置等の製作を全部または一部委託していることが報告されており 5）、患者

の補綴装置等の製作にあたっては、院内ではなく外部に委託するケースが多数を占めて

いることがうかがえる。このため本研究において、歯科技工士の継続就業率が歯科技工

所では高値を示し、病院・診療所では低値を示していたことは、前記の傾向を裏付ける

ものであるといえる。 

他方、歯科技工所に就業する歯科技工士の継続就業率については、性別間で異なる傾

向がみられた。特に女性では、30～44 歳の者の 10 年後の継続就業率は 100％を上回っ

ていたが、若年層と高齢層では 100％を下回っていた。歯科医師の就業においても性別

間による差がみられることが報告されており、特に若年層では非就業者が多数認められ

る 6）。本研究においても若年層での継続就業率が 100％を下回っていることから、歯科

医師と同様に性別における就業の課題があることが示唆される。 

以上から、歯科技工士の就業先は歯科技工所が約 7割を占めており、また、近年では

歯科技工士免許登録者の女性割合が増加傾向にあることから、今後、特に歯科技工所に

おいて、女性が就業しやすい環境整備等の視点を含めた検討が必要である。 

 

E.結論 

歯科技工士の 10 年後の継続就業状況について、歯科技工所に就業する男性では、高

齢層を除き 100％を上回っていたが、女性では若年層と高齢層で 100％を下回っており、

性別による差異がみられた。病院・診療所に就業する歯科技工士は、男女ともにほとん

どの年齢層において 100％を下回っていた。全体的に地域ブロック間における顕著な傾

向はみられなかった。 

歯科技工士の就業先は歯科技工所が約 7割を占めており、また、近年では歯科技工士

免許登録者の女性割合が増加傾向にあることから、今後、特に歯科技工所において、女

性が就業しやすい環境整備等の視点を含めた検討が必要である。 
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【参考】歯科技工士の継続就業率 

 

表Ａ 歯科技工所に就業する歯科技工士の継続就業率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表Ｂ 病院・診療所に就業する歯科技工士の継続就業率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国 北海道・
東北

北関東・
甲信越 南関東 東海・

北陸 近畿 中国・
四国

九州・
沖縄

20-24歳→30-34歳 130.6 102.9 142.9 127.4 131.5 149.9 162.5 123.7
25-29歳→35-39歳 109.1 96.4 106.4 111.3 106.0 112.3 124.5 111.3
30-34歳→40-44歳 108.0 99.0 107.3 108.5 110.4 105.0 119.1 112.1
35-39歳→45-49歳 103.2 98.4 104.2 104.3 103.1 103.4 102.1 109.6
40-44歳→50-54歳 100.1 96.7 96.5 100.8 104.3 97.0 101.7 105.9
45-49歳→55-59歳 95.5 90.6 97.5 92.5 101.9 94.1 97.0 96.7
50-54歳→60-64歳 87.7 88.0 88.9 87.3 92.6 80.1 88.3 88.2
55歳以上→65歳以上 61.3 57.4 67.7 61.3 65.7 53.7 61.1 65.6
20-24歳→30-34歳 80.8 60.9 68.6 89.8 101.6 102.8 87.5 78.6
25-29歳→35-39歳 90.8 83.5 83.4 94.0 110.4 94.8 83.3 95.4
30-34歳→40-44歳 111.3 105.7 104.6 104.5 145.3 121.1 110.0 110.0
35-39歳→45-49歳 109.4 112.2 120.2 92.2 110.6 126.3 110.8 109.2
40-44歳→50-54歳 104.3 93.7 112.6 113.2 109.3 115.6 93.3 105.0
45-49歳→55-59歳 85.4 87.5 85.1 87.7 83.0 94.8 88.8 77.9
50-54歳→60-64歳 83.8 83.2 64.8 94.0 83.7 95.9 94.6 107.0
55歳以上→65歳以上 58.6 46.8 63.6 61.5 50.7 62.2 81.5 67.6

男性

女性

全国 北海道・
東北

北関東・
甲信越 南関東 東海・

北陸 近畿 中国・
四国

九州・
沖縄

20-24歳→30-34歳 152.6 131.4 133.3 176.8 159.4 194.9 136.5 149.7
25-29歳→35-39歳 85.1 79.3 87.3 76.0 97.3 82.4 95.1 90.6
30-34歳→40-44歳 75.8 75.8 76.0 80.9 74.9 77.2 76.8 70.8
35-39歳→45-49歳 79.7 76.7 83.6 85.1 82.0 81.6 81.0 73.2
40-44歳→50-54歳 79.4 80.0 82.5 77.3 84.2 83.5 77.3 75.5
45-49歳→55-59歳 76.4 76.6 75.0 78.8 80.9 75.4 75.1 74.6
50-54歳→60-64歳 64.2 62.2 66.0 65.5 67.3 62.6 66.0 62.0
55歳以上→65歳以上 41.9 43.0 51.9 35.5 49.0 35.2 43.5 42.6
20-24歳→30-34歳 81.5 81.5 71.6 97.1 69.8 91.4 74.8 93.9
25-29歳→35-39歳 68.1 68.9 65.8 83.9 71.3 59.5 71.7 56.1
30-34歳→40-44歳 82.8 85.0 68.6 114.2 89.7 77.4 82.0 64.5
35-39歳→45-49歳 88.7 82.5 95.0 93.6 78.5 98.6 95.3 93.1
40-44歳→50-54歳 89.7 76.7 92.4 115.1 77.5 127.5 76.3 118.9
45-49歳→55-59歳 81.5 88.0 70.8 101.8 72.8 95.8 74.8 78.5
50-54歳→60-64歳 60.6 53.2 63.6 94.7 63.1 52.6 47.8 82.0
55歳以上→65歳以上 42.4 37.6 48.7 30.6 48.4 75.1 41.0 38.4

男性

女性
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歯科医療従事者の働き方と今後の需給等に関する調査研究 

令和２年度 分担研究報告書 

政府統計を用いた歯科衛生士の継続就業率 

 

研究分担者 福田 英輝 国立保健医療科学院 統括研究官 

研究分担者 大島 克郎 日本歯科大学東京短期大学 教授 

研究代表者 三浦 宏子 北海道医療大学歯学部 教授 

 

 

A．研究目的  

 平成 30年衛生行政報告例１）によると就業歯科衛生士数は全国で 132,626 人であ

り、歯科医師数 104,908人２）及び歯科技工士数 34,468 人超えて、歯科専門職種では

最多の就業者数と報告されている。就業歯科衛生士数は順調な伸びを示している一

方、歯科診療所における歯科衛生士不足については以前から報告されている３）。さら

に、地域包括ケアシステムと連動した歯科口腔保健事業の広がりが期待されるなど、

歯科診療所にとどまらず、地域で活躍する歯科衛生士の確保も急がれている。安藤ら

の報告４）によると、歯科衛生士の就業状況については、20～30歳代を中心に低下し、

40 歳代に増加するいわゆるＭ字カーブの形状が年々明瞭になっているものの、他の職

種と比較して復職がすすんでいないことも報告５）されている。 

研究要旨 

【目的】歯科衛生士は、平成 24年から歯科医師を超え歯科専門職では最も多い職種であ

る。歯科診療所では歯科衛生士を必要とする保険診療体制への変化、あるいは地域では、

地域包括ケアシステムと連動した歯科衛生士の活動の場の広がりなどの社会の変化を受

け、歯科衛生士数の確保が急がれている。本研究では、衛生行政報告例の２次利用をもと

に、就業場所別およびブロック別にみた歯科衛生士の「継続就業率」を分析することで、

歯科衛生士数確保に資する基本的データの整理を行うことを目的として実施した 。 

【方法】平成 16 年・18 年・20 年の衛生行政報告例の統計情報、およびこれら基準年度の

10 年後である平成 26 年・28 年・30 年のそれを用いて、年齢区分別、就業場所別、および

ブロック別における「継続就業率」を、コホート変化率法にて算出した。 

【結果】総数における「継続就業率」は、基準となる年齢区分が「25歳未満」および「25-

29 歳」の区分では、それぞれ 96.4％および 94.5％と小さかった。一方、基準となる年齢区

分が「30-34歳」「35-34歳」および「40-44 歳」では、それぞれ 131.3％、133.4％、および

111.0％と大きかった。全国ブロック別の「継続就業率」は、いずれのブロックにおいても

全国とほぼ同様の傾向を示した。しかしながら、南関東ブロック、東海・北陸ブロック、お

よび近畿ブロックにおいては、基準となる年齢区分が「25歳未満」および「25-29 歳」の区

分においても比較的高い割合を示した。 

【結論】20 歳代歯科衛生士の継続就業率は 100%を下回るものの、30 歳代および 40 歳代で

は継続就業率が 100%を上回っていた。全国ブロック別にみると、若い世代の継続就業率が

比較的高いブロックがみられたが、ほぼ全国的な傾向は同様であった。若い世代に対する

継続就業支援、および 30 歳代から 40 歳代に対する復職支援のさらなる拡充が重要である

ことが示唆された。 
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 歯科診療所や地域における歯科衛生士数不足を確保するため、全国の歯科医師会や

歯科衛生士会では、積極的な就業支援事業を展開している。また、全国の大学歯学部

や歯科大学においても、歯科衛生士研修センターを設置し、厚生労働省の支援を受け

ながら、知識や技術に不安をかかえている新卒の歯科衛生士や復職を目指す歯科衛生

士に対するコースを設置し、潜在している歯科衛生士の掘起こしを進めている。 

 本研究では 衛生行政報告例の２次利用申請を受け、全国の歯科衛生士数の推移、特

に全国を７つのブロックに分けて、ブロックごとに歯科衛生士数の推移をみること

で、地域における歯科衛生士数確保に資する基本的データの整理を行うことを目的と

して実施した。 

 

B．研究方法 

 全国の歯科衛生士の年齢区分別における継続就業率を検討するため、衛生行政報告例

を用いて、各年齢区分別にみた 10 年間の人口変化を観察した。人口変化を観察するた

めに、コホート変化率法を用いた６）。 

 コホート変化率法では、たとえば「25～29 歳」区分の者が、10 年後の「30～34 歳」

区分に移行するまでの変化率を算出する。同様に、他の年齢区分についても、変化率を

算出し、各年齢区分における 10 年間の変化率を算出する。これらの変化率が将来にわ

たって大きく変化しないと仮定して、各年齢区分人口にそれぞれの変化率を適応するこ

とで将来人口を推計する方法である。なお、変化率は、たとえば基準となる「25～29歳」

区分の人数（X1)と 10年後「35～39歳」区分の人数（X2）を比較し、前者の人数を 100

として算出する（X2/X1*100）。 

 就業歯科衛生士の 10 年後の変化率を算出するため、平成 16 年、18 年、20 年の年齢

区分別、就業場所別、および都道府県別の歯科衛生士数を基準として、10年後である平

成 26 年、28 年、30 年における各区分における歯科衛生士数を比較した。本研究では、

３組（平成 16年－平成 26 年、平成 18年－平成 28 年、および平成 20年－平成 30 年）

から得られた変化率の平均値を用いた（以下、この変化率の平均値を「継続就業率」と

する）。 

 就業歯科衛生士の年齢区分については、平成 16年、18年、20年では 「25歳未満」、

「25歳～29歳」・・・「55歳以上」の５歳毎の区分とした。継続就業率を算出するため、

その 10 年後である平成 26年、28年、30年については、各年齢区分に 10歳加算した年

齢区分を対応させた（表１）。 
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表１．継続就業率の算出に用いた年齢区分（対応表） 

平成 16・18・20年 ⇒ 平成 26・28・30年 

25歳未満 ⇒ 30-34 歳 

25-29歳 ⇒ 35-39 歳 

30-34歳 ⇒ 40-44 歳 

35-39歳 ⇒ 45-49 歳 

40-44歳 ⇒ 50-54 歳 

45-49歳 ⇒ 55-59 歳 

50-54歳 ⇒ 60-64 歳 

55歳以上 ⇒ 65歳以上 

 

 継続就業率の算出は、５歳区分の年齢区分別の継続就業率に加え、就業場所別の継続

就業率変化を算出した。就業場所は、１．保健所、都道府県又は市区町村、２．診療所、

３．病院、４．介護保険施設等、５．歯科衛生士学校又は養成所、６．事業所に区分し

て分析を行った。 

 また、本研究では、都道府県を、以下の７ブロックに区分し分析を行った。全国のブ

ロック区分に含まれる都道府県は以下の通りであった。 

 

・北海道・東北（７自治体）：北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

・南関東（４自治体）：東京、埼玉、千葉、神奈川 

・北関東・甲信越（６自治体）：茨城、栃木、群馬、山梨、長野、新潟 

・東海・北陸（７自治体）：岐阜、静岡、愛知、三重、富山、石川、福井 

・近畿（６自治体）：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

・中国・四国（９自治体）：鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知 

・九州・沖縄（８自治体）：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄 

 

 

C．研究結果 

１）就業歯科衛生士数（平成 30年度衛生行政報告例） 

ａ）就業場所別、年齢区分別にみた就業歯科衛生士数 

 平成 30 年度衛生行政報告例によると、全国の就業歯科衛生士数は、132,629 人であ

った。 

 就業歯科衛生士数を、就業場所別、年齢区分別にみると、「診療所」が最も多く全体

の 90.5％であった。ついで「病院」5.0％、「保健所、都道府県又は市区町村」2.2％で

あった。 

 年齢区分別、就業場所別にみた、就業歯科衛生士数の割合は、「診療所」では「25歳

未満」では 95.5％であったが、年齢区分がすすむにつれて小さくなり、「65 歳以上」で

は 84.3％であった。一方、「保健所・都道府県又は市町村」および「介護保険施設等」

においては、年齢区分がすすむにつれて微増傾向がみられた（表２）。 
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表２．就業歯科衛生士数、就業場所・性・年齢階級別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）ブロック別、人口区分別にみた就業歯科衛生士数 

 ブロック別にみた就業歯科衛生士数は、南関東ブロックが最も多く 34,012人（25.6％）

であった。ついで、近畿ブロック 20,777 人（15.7％）、東海・北陸ブロック 18,105 人

（13.7％）、九州・沖縄ブロック 17,981人（13.6％）などであった。 

 年齢区分別、ブロック別にみた就業歯科衛生士数の割合は、いずれのブロックにおい

ても顕著な傾向はみられなかった（表３）。 

 

総　　数
保健所、都
道府県又は
市区町村

病　　院 診 療 所
介護保険施

設等

歯科衛生士
学校又は養

成所
事 業 所 そ の 他

総　　　　数 132,629 2,866 6,629 120,068 1,282 963 283 538
( 100.0% 2.2% 5.0% 90.5% 1.0% 0.7% 0.2% 0.4% )

　２５歳未満 14,654 39 547 13,998 7 39 7 17
( 100.0% 0.3% 3.7% 95.5% 0.0% 0.3% 0.0% 0.1% )

　２５～２９ 17,737 99 837 16,677 28 58 15 23
( 100.0% 0.6% 4.7% 94.0% 0.2% 0.3% 0.1% 0.1% )

　３０～３４ 18,190 145 903 16,888 70 116 23 45
( 100.0% 0.8% 5.0% 92.8% 0.4% 0.6% 0.1% 0.2% )

　３５～３９ 17,220 205 952 15,765 107 122 31 38
( 100.0% 1.2% 5.5% 91.6% 0.6% 0.7% 0.2% 0.2% )

　４０～４４ 18,992 360 1,072 17,144 184 146 29 57
( 100.0% 1.9% 5.6% 90.3% 1.0% 0.8% 0.2% 0.3% )

　４５～４９ 17,586 491 951 15,610 242 165 53 74
( 100.0% 2.8% 5.4% 88.8% 1.4% 0.9% 0.3% 0.4% )

　５０～５４ 13,654 571 720 11,798 251 143 59 112
( 100.0% 4.2% 5.3% 86.4% 1.8% 1.0% 0.4% 0.8% )

　５５～５９ 8,565 505 444 7,167 213 106 39 91
( 100.0% 5.9% 5.2% 83.7% 2.5% 1.2% 0.5% 1.1% )

　６０～６４ 3,894 286 167 3,220 115 42 13 51
( 100.0% 7.3% 4.3% 82.7% 3.0% 1.1% 0.3% 1.3% )

　６５歳以上 2,137 165 36 1,801 65 26 14 30
( 100.0% 7.7% 1.7% 84.3% 3.0% 1.2% 0.7% 1.4% )
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表３．年齢区分別、ブロック別にみた就業歯科衛生士数 

 

２）継続就業率（コホート変化率法により算出） 

ａ）総数における継続就業率 

 総数における継続就業率は、基準（平成 16年、18年、20年）となる年齢区分が「25

歳未満」および「25-29歳」の区分では、それぞれ 96.4％および 94.5％と小さかった。

一方、基準となる年齢区分が「30-34歳」「35-34歳」および「40-44歳」では、それぞ

れ 131.3％、133.4％、および 111.0％であり、100％より大きかった。基準となる年齢

区分が「45-49歳」「50-54歳」「55歳以上」の年齢区分においては、年齢区分がすすむ

につれて継続就業率は小さかった（表４、図）。 

 

表４. 人口コホート変化率法を用いた継続就業率（％） 

H16,18,20 H26,28,30 H16 H26 H18 H28 H20 H30
継続就業

平均
25歳未満 30-34歳 18,264 16,693 91.4% 18,286 17,865 97.7% 18,154 18,190 100.2% 96.4%
25-29歳 35-39歳 17,475 16,701 95.6% 17,754 16,673 93.9% 18,338 17,220 93.9% 94.5%
30-34歳 40-44歳 12,779 17,104 133.8% 13,893 18,371 132.2% 14,849 18,998 127.9% 131.3%
35-39歳 45-49歳 10,395 14,461 139.1% 12,093 16,267 134.5% 13,904 17,586 126.5% 133.4%
40-44歳 50-54歳 9,145 10,131 110.8% 10,228 11,400 111.5% 12,313 13,654 110.9% 111.0%
45-49歳 55-59歳 6,040 5,557 92.0% 7,549 6,971 92.3% 9,337 8,565 91.7% 92.0%
50-54歳 60-64歳 3,322 2,306 69.4% 4,114 2,900 70.5% 5,428 3,894 71.7% 70.5%
55歳以上 65歳以上 2,275 1,145 50.3% 3,022 1,581 52.3% 4,119 2,137 51.9% 51.5%

衛生行政報告例

年齢 総数
北海道・東北

ブロック
南関東

ブロック
北関東・甲信越

ブロック
東海・北陸
ブロック

近畿
ブロック

中国・四国
ブロック

九州・沖縄
ブロック

総　数 132,629 13,817 34,012 12,706 18,105 20,777 15,231 17,981
（ 100.0% 10.4% 25.6% 9.6% 13.7% 15.7% 11.5% 13.6% ）

25歳未満 14,654 1,645 3,485 1,440 2,377 2,222 1,519 1,966
（ 100.0% 11.2% 23.8% 9.8% 16.2% 15.2% 10.4% 13.4% ）

25～29 17,737 2,162 4,322 1,687 2,510 2,656 1,960 2,440
（ 100.0% 12.2% 24.4% 9.5% 14.2% 15.0% 11.1% 13.8% ）

30～34 18,190 2,099 4,585 1,734 2,426 2,854 2,033 2,459
（ 100.0% 11.5% 25.2% 9.5% 13.3% 15.7% 11.2% 13.5% ）

35～39 17,220 1,727 4,397 1,675 2,328 2,673 1,998 2,422
（ 100.0% 10.0% 25.5% 9.7% 13.5% 15.5% 11.6% 14.1% ）

40～44 18,992 1,798 4,996 1,811 2,514 3,126 2,228 2,519
（ 100.0% 9.5% 26.3% 9.5% 13.2% 16.5% 11.7% 13.3% ）

45～49 17,586 1,464 4,839 1,645 2,266 3,020 2,150 2,202
（ 100.0% 8.3% 27.5% 9.4% 12.9% 17.2% 12.2% 12.5% ）

50～54 13,654 1,335 3,520 1,288 1,845 2,138 1,563 1,965
（ 100.0% 9.8% 25.8% 9.4% 13.5% 15.7% 11.4% 14.4% ）

55～59 8,565 934 2,131 822 1,068 1,266 1,067 1,277
（ 100.0% 10.9% 24.9% 9.6% 12.5% 14.8% 12.5% 14.9% ）

60～64 3,894 441 1,019 407 506 519 503 499
（ 100.0% 11.3% 26.2% 10.5% 13.0% 13.3% 12.9% 12.8% ）

65歳以上 2,137 212 718 197 265 303 210 232
（ 100.0% 9.9% 33.6% 9.2% 12.4% 14.2% 9.8% 10.9% ）
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図. 人口コホート変化率法を用いた継続就業率（％） 

ｂ）就業場所別にみた継続就業率 

「診療所」における継続就業率は、総数と同様の傾向を示した。 

 「保健所、都道府県又は市区町村」「病院」および「歯科衛生士学校又は養成所」に

おいては、基準人口「25歳未満」から「40-44 歳」のすべての年齢区分において 100%よ

り大きかった。さらに「介護保健施設等」においては、すべての年齢区分において 100%

より大きかった。また「事業所」においては、基準人口「25歳未満」区分においてのみ

100%より大きかった。（表５） 

表５．就業場所別、年齢階級別の継続就業平均ａ） 

a）2004-2014、2006-2016、および 2008-2018 年における継続就業率の平均値 

（ ）内は、2004 年、2006 年、および 2008年における対象人口の平均値

全国 保健所
市区町村

病院 診療所
介護老人
保健施設

歯科衛生士学
校・養成所

事業所

25歳未満⇒30-34歳 96.4% 533.3% 156.9% 93.0% 1363.3% 353.6% 134.6%

（ 18,234.7 27.0 564.7 17559.0 4.3 32.7 21.7 )

25-29歳⇒35-39歳 94.5% 266.6% 120.1% 91.6% 659.5% 150.7% 84.2%

（ 17,855.7 87.7 769.3 16825.3 14.0 81.7 43.3 )

30-34歳⇒40-44歳 131.3% 193.7% 128.7% 130.0% 710.6% 124.6% 93.7%

（ 13,840.3 207.0 791.3 12591.0 17.7 117.0 57.7 )

35-39歳⇒45-49歳 133.4% 133.5% 122.4% 133.0% 783.0% 149.0% 96.7%

（ 12,130.7 390.7 707.7 10749.7 26.3 100.3 85.3 )

40-44歳⇒50-54歳 111.0% 106.9% 117.2% 109.5% 587.8% 127.9% 79.5%

（ 10,562.0 507.0 548.7 9189.0 31.3 102.7 86.0 )

45-49歳⇒55-59歳 92.0% 97.8% 87.0% 90.7% 397.6% 95.9% 88.7%

（ 7,642.0 472.7 427.3 6443.3 33.3 98.3 70.0 )

50-54歳⇒60-64歳 70.5% 66.5% 49.0% 71.9% 353.6% 50.6% 47.9%

（ 4,288.0 361.0 262.7 3455.7 21.7 68.0 45.0 )

55歳以上⇒65歳以上 51.5% 37.8% 19.8% 55.3% 220.6% 32.2% 47.5%

（ 3,138.7 318.7 147.0 2495.7 17.0 65.3 34.3 )
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ｃ）ブロック別にみた継続就業率 

 中国・四国ブロックを除くすべてのブロックにおいて、基準人口「30-34 歳」「35-39

歳」および「40-44歳」区分では 100%より大きかった。 

 南関東ブロック、東海・北陸ブロック、および近畿ブロックでは、基準年齢区分「25

歳未満」「25-29歳」においても 100%より大きい区分がみられた。（表６） 

 

表６．ブロック別、年齢階級別にみた継続就業率ａ） -総数- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)2004-2014、2006-2016、および 2008-2018年における継続就業率の平均値 

（ ）内は、2004 年、2006 年、および 2008年における対象人口の平均値 

 

 

ｄ）施設別、ブロック別にみた継続就業率 

① 保健所、都道府県又は市区町村 

 「保健所、都道府県又は市区町村」における継続就業率は、すべてのブロックにおい

て、基準人口区分「25歳未満」から「35-39歳」のすべての年齢区分において 100%より

大きかった。北海道・東北ブロック、近畿ブロック、中国・四国ブロックにおいては、

さらに「45-49歳」区分にわたり 100％より大きかった。（表７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国 北海道・東北 南関東 北関東・甲信越 東海・北陸 近畿 中国・四国 九州・沖縄

25歳未満⇒30-34歳 96.4% 91.8% 112.3% 89.2% 94.0% 100.3% 90.2% 86.6%

（ 18,234.7 2,150.7 3,959.7 1,887.0 2,413.3 2,747.0 2,231.0 2,846.0 ）

25-29歳⇒35-39歳 94.5% 82.5% 97.5% 91.0% 103.2% 98.6% 95.4% 90.1%

（ 17,855.7 2,058.7 4,478.7 1,801.3 2,096.0 2,683.7 2,084.0 2,653.3 ）

30-34歳⇒40-44歳 131.3% 111.4% 133.8% 128.0% 156.8% 141.1% 125.5% 120.2%

（ 13,840.3 1,507.7 3,591.0 1,368.3 1,477.3 2,194.3 1,738.3 1,963.3 ）

35-39歳⇒45-49歳 133.4% 112.5% 149.1% 122.9% 140.9% 144.8% 121.3% 123.8%

（ 12,130.7 1,278.0 2,931.3 1,229.0 1,470.7 1,908.0 1,562.3 1,751.3 ）

40-44歳⇒50-54歳 111.0% 102.7% 125.0% 102.9% 116.2% 113.9% 99.4% 106.0%

（ 10,562.0 1,154.3 2,380.0 1,077.3 1,302.7 1,603.7 1,386.0 1,658.0 ）

45-49歳⇒55-59歳 92.0% 85.8% 103.5% 86.1% 98.5% 95.0% 83.0% 85.7%

（ 7,642.0 893.7 1,677.7 817.7 908.7 1,074.7 1,086.7 1,183.0 ）

50-54歳⇒60-64歳 70.5% 63.7% 75.9% 68.2% 78.5% 70.9% 62.5% 70.1%

（ 4,288.0 526.3 1,098.3 482.7 448.7 591.7 580.0 560.3 ）

55歳以上⇒65歳以上 51.5% 49.8% 51.5% 50.9% 58.7% 56.0% 43.4% 50.9%

（ 3,138.7 305.7 1,096.0 288.0 321.3 424.3 372.0 331.3 ）
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表７. ブロック別、年齢階級別にみた継続就業率ａ） -保健所・市区町村-   

a）2004-2014、2006-2016、および 2008-2018 年における継続就業率の平均値 

（ ）内は、2004 年、2006 年、および 2008年における対象人口の平均値 

 

② 病院 

 「病院」における継続就業率については、すべてのブロックにおいて、全国平均とお

およそ同様の傾向がみられた。（表８） 

 

表８．ブロック別、年齢階級別にみた継続就業率ａ） －病院－ 

a)2004-2014、2006-2016、および 2008-2018年における継続就業率の平均値 

（ ）内は、2004 年、2006 年、および 2008年における対象人口の平均値 

 

③ 診療所 

 「診療所」における継続就業率については、すべてのブロックにおいて全国平均とお

およそ同様の傾向がみられた。南関東ブロックでは、基準人口「25歳未満」および「45-

49 歳」の区分においても 100％より大きかった。（表９） 

全国 北海道・東北 南関東 北関東・甲信越 東海・北陸 近畿 中国・四国 九州・沖縄

25歳未満⇒30-34歳 533.3% 1294.4% 407.6% 1277.8% 481.9% 344.4% 600.0% 900.0%

( 27.0 2.0 10.3 1.7 5.7 4.7 2.3 0.3 )

25-29歳⇒35-39歳 266.6% 322.5% 273.9% 533.3% 206.2% 245.4% 198.3% 457.8%

( 87.7 9.0 28.3 7.0 21.3 12.0 6.0 4.0 )

30-34歳⇒40-44歳 193.7% 221.8% 204.6% 211.6% 160.7% 162.4% 196.3% 273.1%

( 207.0 20.7 75.7 20.0 42.3 28.3 10.3 9.7 )

35-39歳⇒45-49歳 133.5% 119.6% 146.5% 126.0% 105.6% 145.1% 103.2% 200.2%

( 390.7 42.3 144.7 55.7 67.7 36.7 22.7 21.0 )

40-44歳⇒50-54歳 106.9% 101.4% 120.3% 90.3% 93.7% 109.0% 119.6% 117.3%

( 507.0 59.7 185.3 71.3 81.3 55.7 19.7 34.0 )

45-49歳⇒55-59歳 97.8% 105.2% 95.6% 89.3% 99.4% 101.7% 138.3% 95.1%

( 472.7 54.3 179.0 64.3 69.3 44.0 20.3 42.3 )

50-54歳⇒60-64歳 66.5% 88.9% 58.3% 57.3% 62.7% 85.5% 95.9% 76.2%

( 361.0 36.3 166.7 43.3 45.0 32.3 18.0 19.3 )

55歳以上⇒65歳以上 37.8% 64.5% 31.3% 51.0% 46.9% 30.6% 32.1% 42.6%

( 318.7 27.0 173.0 29.3 29.7 27.0 19.7 13.0 )

全国 北海道・東北 南関東 北関東・甲信越 東海・北陸 近畿 中国・四国 九州・沖縄
25歳未満⇒30-34歳 156.9% 144.1% 123.3% 141.2% 148.5% 178.2% 234.8% 244.8%

（ 564.7 88.3 168.3 78.0 64.3 73.3 44.3 48.0 ）

25-29歳⇒35-39歳 120.1% 112.9% 92.2% 100.2% 131.1% 121.1% 198.2% 181.8%

（ 769.3 105.3 230.7 108.3 92.7 108.3 62.3 61.7 ）

30-34歳⇒40-44歳 128.7% 126.6% 107.1% 118.4% 131.1% 140.3% 157.5% 151.0%

（ 791.3 88.3 214.7 97.3 99.3 117.0 90.3 84.3 ）

35-39歳⇒45-49歳 122.4% 107.3% 104.2% 123.5% 128.3% 155.0% 130.1% 135.5%

（ 707.7 87.0 190.0 72.7 89.0 92.7 92.3 84.0 ）

40-44歳⇒50-54歳 117.2% 110.8% 109.9% 135.2% 123.6% 118.7% 101.2% 137.7%

（ 548.7 76.0 114.7 64.0 69.3 77.0 80.7 67.0 ）

45-49歳⇒55-59歳 87.0% 67.8% 86.1% 90.6% 83.8% 101.9% 80.2% 111.9%

（ 427.3 69.3 80.0 50.3 62.7 53.7 61.3 50.0 ）

50-54歳⇒60-64歳 49.0% 36.7% 58.5% 54.0% 45.0% 43.8% 40.3% 77.4%

（ 262.7 46.3 49.7 38.7 30.0 35.3 38.0 24.7 ）

55歳以上⇒65歳以上 19.8% 10.9% 26.0% 16.1% 14.8% 26.4% 17.2% 18.9%

（ 147.0 17.7 41.7 15.7 19.3 16.7 23.0 13.0 ）
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表９．ブロック別、年齢階級別にみた継続就業率ａ）－診療所－ 

a)2004-2014、2006-2016、および 2008-2018年における継続就業率の平均値 
（ ）内は、2004 年、2006 年、および 2008年における対象人口の平均値 

 

 

④ 介護保険施設等 

 「介護保険施設等」における継続就業率は、すべてのブロックにおいて 100％より大

きかった。（表 10） 

 

表 10．ブロック別、年齢階級別にみた継続就業率 a）－介護保険施設等－ 

a)2004-2014、2006-2016、および 2008-2018年における継続就業率の平均値 

（ ）内は、2004 年、2006 年、および 2008年における対象人口の平均値 

 

 

 

 

 

全国 北海道・東北 南関東 北関東・甲信越 東海・北陸 近畿 中国・四国 九州・沖縄
25歳未満⇒30-34歳 93.0% 87.7% 110.6% 84.6% 90.6% 97.0% 85.8% 82.9%

（ 17559.0 2055.7 3746.0 1797.3 2336.7 2657.7 2177.7 2788.0 ）

25-29歳⇒35-39歳 91.6% 78.7% 96.3% 87.7% 99.7% 97.2% 90.6% 86.4%

（ 16825.3 1928.0 4156.3 1668.3 1965.7 2536.0 1998.0 2573.0 ）

30-34歳⇒40-44歳 130.0% 107.3% 134.3% 126.5% 158.1% 141.4% 122.1% 117.1%

（ 12591.0 1377.3 3228.0 1222.3 1304.0 2002.7 1609.0 1847.7 ）

35-39歳⇒45-49歳 133.0% 111.4% 152.8% 120.6% 142.1% 145.0% 118.6% 120.6%

（ 10749.7 1119.7 2522.0 1062.3 1273.0 1727.0 1421.0 1624.7 ）

40-44歳⇒50-54歳 109.5% 100.0% 126.7% 99.3% 115.2% 114.0% 97.0% 102.4%

（ 9189.0 984.7 2003.7 902.0 1093.0 1420.7 1248.7 1536.3 ）

45-49歳⇒55-59歳 90.7% 84.0% 105.3% 83.8% 98.9% 94.0% 80.9% 82.3%

（ 6443.3 741.0 1349.3 661.3 731.0 928.7 966.7 1065.3 ）

50-54歳⇒60-64歳 71.9% 62.4% 81.3% 68.2% 82.7% 73.7% 61.5% 68.4%

（ 3455.7 421.7 829.3 376.0 347.0 486.0 495.7 500.0 ）

55歳以上⇒65歳以上 55.3% 50.9% 58.3% 52.3% 64.8% 59.3% 45.3% 51.8%

（ 2495.7 243.3 823.7 226.3 246.7 354.0 308.3 293.3 ）

全国 北海道・東北 南関東 北関東・甲信越 東海・北陸 近畿 中国・四国 九州・沖縄
25歳未満⇒30-34歳 1363.3% 700.0% 250.0% - - 450.0% - 550.0%

（ 4.3 1.7 1.0 0.0 0.0 1.0 0.0 0.7 ）

25-29歳⇒35-39歳 659.5% 1366.7% 766.7% 563.3% 530.0% 583.3% 490.0% 1083.3%

（ 14.0 1.0 1.3 2.7 2.0 1.3 4.3 1.3 ）

30-34歳⇒40-44歳 710.6% 1083.3% 691.7% 816.7% 490.0% 437.5% 695.0% 1316.7%

（ 17.7 1.3 2.7 1.7 4.0 2.7 3.7 1.3 ）

35-39歳⇒45-49歳 783.0% 840.0% 925.6% 490.8% 791.7% 619.0% 648.1% 658.3%

（ 26.3 2.3 3.3 5.0 3.0 4.0 5.7 3.0 ）

40-44歳⇒50-54歳 587.8% 526.7% 1027.8% 715.9% 873.3% 630.6% 585.0% 1455.6%

（ 31.3 4.3 4.0 5.7 5.3 4.0 6.0 2.0 ）

45-49歳⇒55-59歳 397.6% 606.7% 303.3% 411.1% 581.5% 866.7% 616.3% 618.1%

（ 33.3 3.7 4.3 7.0 5.3 3.7 5.3 4.0 ）

50-54歳⇒60-64歳 353.6% 406.7% 283.3% 395.2% 231.1% 237.5% 230.3% 280.0%

（ 21.7 2.3 2.7 3.3 3.0 1.7 6.7 2.0 ）

55歳以上⇒65歳以上 220.6% 616.7% 152.8% 116.7% 383.3% 116.1% 266.7% 450.0%

（ 17.0 1.3 4.0 1.3 1.3 5.7 2.3 1.0 ）
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⑤ 歯科衛生士学校又は養成所

「歯科衛生士学校又は養成所」における継続就業率は、すべてのブロックにおいて全

国平均とおおよそ同様の傾向がみられた。（表 11） 

表 11．ブロック別、年齢階級別にみた継続就業率 a) －歯科衛生士学校又は養成所－ 

a)2004-2014、2006-2016、および 2008-2018年における継続就業率の平均値

（ ）内は、2004 年、2006 年、および 2008年における対象人口の平均値

⑥ 事業所

「事業所」における継続就業率は、ブロック別には一定の傾向はみられなかった。

（表 12） 

表 12. ブロック別、年齢階級別にみた継続就業率 a) －事業所－ 

a)2004-2014、2006-2016、および 2008-2018年における継続就業率の平均値

（ ）内は、2004 年、2006 年、および 2008年における対象人口の平均値

全国 北海道・東北 南関東 北関東・甲信越 東海・北陸 近畿 中国・四国 九州・沖縄

25歳未満⇒30-34歳 353.6% 650.0% 247.0% 472.2% 1050.0% 483.3% 353.3% 251.9%

（ 32.7 2.0 10.0 4.3 1.3 3.3 3.7 8.0 ）

25-29歳⇒35-39歳 150.7% 145.6% 141.3% 148.6% 352.2% 124.2% 151.7% 208.2%

（ 81.7 11.0 23.0 6.3 6.0 14.7 8.7 12.0 ）

30-34歳⇒40-44歳 124.6% 137.8% 99.2% 152.1% 165.2% 127.1% 155.0% 113.9%

（ 117.0 13.3 32.7 8.7 14.3 20.0 11.0 17.0 ）

35-39歳⇒45-49歳 149.0% 103.4% 189.1% 151.2% 128.7% 142.0% 306.5% 142.2%

（ 100.3 15.3 17.7 10.7 19.7 18.0 6.3 12.7 ）

40-44歳⇒50-54歳 127.9% 92.1% 144.9% 157.0% 137.4% 131.7% 149.0% 124.7%

（ 102.7 18.7 17.0 6.7 26.0 13.3 9.0 12.0 ）

45-49歳⇒55-59歳 95.9% 107.8% 121.0% 85.2% 95.3% 108.5% 65.1% 87.1%

（ 98.3 12.0 20.0 12.0 15.0 15.3 11.3 12.7 ）

50-54歳⇒60-64歳 50.6% 48.1% 58.6% 50.0% 66.8% 52.4% 43.8% 31.1%

（ 68.0 10.3 15.3 4.3 10.3 9.3 9.3 9.0 ）

55歳以上⇒65歳以上 32.2% 13.2% 37.1% 24.1% 35.7% 80.0% 11.4% 33.2%

（ 65.3 7.7 17.0 8.0 12.7 6.0 8.0 6.0 ）

全国 北海道・東北 南関東 北関東・甲信越 東海・北陸 近畿 中国・四国 九州・沖縄
25歳未満⇒30-34歳 134.6% 400.0% 107.4% 40.0% 300.0% 466.7% 25.0% 0.0%

（ 21.7 0.3 12.0 1.7 3.0 3.3 1.0 0.3 ）

25-29歳⇒35-39歳 84.2% 116.7% 69.1% 100.0% 266.7% 45.9% 41.7% 0.0%

（ 43.3 3.0 23.7 5.0 2.7 6.7 1.7 0.7 ）

30-34歳⇒40-44歳 93.7% 277.8% 80.9% 146.7% 183.3% 52.4% 135.6% 150.0%

（ 57.7 2.7 25.0 6.3 4.3 14.0 4.7 0.7 ）

35-39歳⇒45-49歳 96.7% 79.0% 104.8% 144.2% 161.1% 46.0% 189.0% 275.0%

（ 85.3 7.3 33.7 9.0 7.3 20.3 6.3 1.3 ）

40-44歳⇒50-54歳 79.5% 125.0% 77.2% 139.7% 79.9% 44.1% 100.6% 150.0%

（ 86.0 5.3 28.7 9.0 10.0 19.7 10.0 3.3 ）

45-49歳⇒55-59歳 88.7% 84.5% 115.4% 382.5% 31.3% 34.0% 327.2% 75.0%

（ 70.0 4.7 19.0 8.0 5.3 20.7 8.7 3.7 ）

50-54歳⇒60-64歳 47.9% 45.8% 65.2% 25.0% 55.6% 18.0% 72.2% 33.3%

（ 45.0 3.7 9.0 5.3 4.3 16.3 4.0 2.3 ）

55歳以上⇒65歳以上 47.5% 81.7% 33.8% 200.0% 38.9% 66.7% 116.9% 27.8%

（ 34.3 4.7 8.3 1.0 4.0 7.7 5.7 3.0 ）
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D.考察 

 平成 30 年衛生行政報告例によると、就業歯科衛生士の就業場所は「診療所」が最も

大きく総数の 90.5％であり、ついで「病院」5.0％であった。とくに「25 歳未満」の者

では、99.2％の者が「診療所」あるいは「病院」に勤務している実態が示された。また

「診療所」に就業している歯科衛生士数の割合は、年齢区分別がすすむにつれて小さく

なる傾向があった。一方、「保健所、都道府県又は市区町村」「介護保険施設等」に就業

している歯科衛生士数の割合は、年齢区分がすすむにつれて大きくなっていた。年齢区

分がすすむにつれて、就業場所の多様化がみられることから、復職支援にあたっては、

歯科診療に関する知識や技術にとどまらず、就業場所の多様化に対応したプログラムの

構築と提供が必要であると考えられた。 

 

 歯科衛生士の転職率は高く、三浦らの研究では、20 歳代ですでに 40.7％が転職を経

験していることが報告されている７）。本研究においても基準人口「25 歳未満」「25-29

歳」区分においては、一部のブロックを除き全国の多くのブロックにおいて小さいこと

から、20歳代に対する就業継続支援策が必要であることが示された。具体的には、歯科

衛生士学校又は養成所における適切なキャリア教育の拡充８）、ライフワークバランスを

支援する雇用環境の整備９，10）、あるいは早期離職予防対策としての研修会の提供７）など

があげられる。一方、30歳代および 40歳代前半の継続就業率は、いずれの就業場所あ

るいは全国ブロックにおいてもほぼ 100％を超えており、新たな就業歯科衛生士の参加

があったことを示している。30-40歳代を中心とした復職支援の拡充を継続してすすめ

ることの重要性が示された。 

 

年齢区分別の継続就業率は、全国ブロック別にはほぼ同様の傾向を示していたものの、

継続就業率の大きさには差がみられた。たとえば南関東ブロック、東海・北陸ブロック、

あるいは近畿ブロックの継続就職率は、いずれの年齢区分においても全国平均より大き

な傾向があるものの、北海道・東北ブロック、北関東・甲信越ブロック、中国・四国ブ

ロック、および九州・沖縄ブロックのそれは、全国平均と比較して小さい傾向がみられ

た。衛生行政報告例では、就業地の都道府県知事への届け出を集計しているため、就業

歯科衛生士の社会的移動については検討することは不可能である。継続就業率が高いブ

ロックにおける、とくに若い世代における継続就業率については、近隣ブロックからの

社会的流入の影響がある可能性があることを考慮する必要がある。各ブロックにおいて

は、歯科衛生士の社会的移動などを含めて、就業状況をさらに調査・分析することで、

地域性を考慮した継続就業支援、あるいは復職支援プログラム提供が可能になると考え

られた。 

 

E.結論 

 20 歳代歯科衛生士の継続就業率は 100%を下回るものの、30 歳代および 40 歳代では

継続就業率が 100%を上回っていた。全国ブロック別にみると、若い世代の継続就業率

が比較的高いブロックがみられたが、ほぼ全国的な傾向は同様であるため、若い世代に

おける継続就業支援、および 30歳代から 40歳代のさらなる復職支援の取組みが必要で

あることが示唆された。 
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厚生労働科学研究費（地域医療基盤開発推進研究事業） 

歯科医療従事者の働き方と今後の需給等に関する調査研究 

令和２年度 分担研究報告書 

政府統計を用いた歯科医療従事者の需給分析 

研究分担者 大島 克郎 日本歯科大学東京短期大学 教授 

研究代表者 三浦 宏子 北海道医療大学歯学部 教授 

研究分担者 福田 英輝 国立保健医療科学院 統括研究官 

研究分担者 田野 ルミ 国立保健医療科学院生涯健康研究部 主任研究官

研究分担者 則武加奈子 東京医科歯科大学歯学部附属病院歯科総合診療部 助教 

研究要旨 

【目的】歯科医療従事者の需給を検討するうえで、歯科診療所に就業する従事者の状況や

通院患者の傷病状況等を把握することは重要である。本研究報告では、医療施設静態調査

および患者調査を使用して、歯科医療従事者の需給等に関する分析を行う。これにより、特

に歯科衛生士・歯科技工士の就業等の検討に資する基礎資料を作成することを目的とする。 

【方法】統計法に基づき、厚生労働省から医療施設静態調査および患者調査の調査票情報

の提供を受け、これらのデータを目的に応じて加工し、次の①～③の分析を行った。①市区

町村別における歯科診療所数・歯科医師数・歯科衛生士数・歯科技工士数・歯科業務補助者

数の地域分布について、各歯科医療従事者数別に完全平等分布線とローレンツ曲線を作成

し、ジニ係数を求めた。②歯科医療従事者数と歯科診療所通院患者の傷病数との関係につ

いて、医療施設静態調査と患者調査のデータを用いて重回帰分析により評価を行った。③

歯科訪問診療実施施設における口腔衛生指導の実施有無による特性について、医療施設静

態調査のデータを用いて、クロス集計と多重ロジスティック回帰分析により評価を行った。 

【結果】各分析の結果、次の①～③の結果が得られた。①ジニ係数は、両年の差はほとんど

みられず傾向は近似していた。各対象のジニ係数は、両年ともに低値から、歯科診療所数、

歯科医師数、歯科業務補助者数、歯科衛生士数、歯科技工士数の順であった。②歯科衛生士

数が多い歯科診療所では、う蝕症や慢性歯周炎などの傷病に加え、検査・健康診断その他の

保健医療サービスとの有意な関連がみられ、歯科技工士では、慢性歯周炎や歯の欠損補綴

（ブリッジ、有床義歯、インプラント）等との有意な関連がみられた。③歯科訪問診療を実

施している施設のうち、口腔衛生指導を実施している施設は、実施していない施設に比べ

て、人口密度が高くなるほど多く、歯科口腔外科を標榜している施設が多く、歯科医療従事

者では歯科医師・非常勤、歯科衛生士・常勤、歯科衛生士・非常勤が多かった。 

【結論】歯科衛生士の地域分布については、歯科診療所や歯科医師に比べると偏在が生じ

ていることが明らかになった。歯科技工士については、各職種のなかで最も大きな偏在を

示していた。また、歯科衛生士数が多い歯科診療所では、う蝕症や慢性歯周炎などの傷病に

加え、検査・健康診断その他の保健医療サービスを多く提供しており、他方、歯科技工士で

は、慢性歯周炎や歯の欠損補綴等の患者数が多かった。さらに、歯科訪問診療実施施設のう

ち口腔衛生指導を実施している歯科診療所の特性として、人口密度が高くなるにつれて多

く、歯科口腔外科を標榜しており、歯科医師・非常勤、歯科衛生士・常勤、歯科衛生士・非

常勤の各従事者が多い傾向がみられた。 

101



A．研究目的 

歯科医療従事者の需給を検討するうえで、歯科診療所に就業する従事者の状況や通院

患者の傷病状況等を把握することは不可欠である。歯科診療所に就業する従事者の状況

については、医療施設静態調査 1）において把握することができる。医療施設静態調査

は、全国すべての歯科診療所を対象に施設設備状況や従事者数等を把握することを目的

としており、3 年ごとの 10 月 1 日時点での状況を調査している。他方、歯科診療所の

通院患者の傷病状況は、患者調査 2）において把握することができる。患者調査は、都道

府県別に層化無作為抽出した歯科診療所を利用した患者を客体として、通院時の状況や

傷病名等の実態を把握することを目的としており、3年ごとの指定された 3日間のうち

1日の状況を調査している。 

本研究報告では、医療施設静態調査および患者調査を使用して、歯科医療従事者の需

給等に関する分析を行う。これにより、特に歯科衛生士・歯科技工士の就業等の検討に

資する基礎資料を作成することを目的とする。 

【参考】下図Ａ,Ｂは，1975〜2017 年医療施設静態調査の公表データを使用して作成 

図Ａ 歯科診療所数と歯科診療所に就業する歯科医療従事者数の推移 

図Ｂ 1歯科診療所あたりの歯科医療従事者数の推移 
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B．研究方法 

本研究においては、医療施設静態調査 1）および患者調査 2）のデータを用いて、歯科

医療従事者の需給分析を行うことを趣旨としている。このため、統計法の規定に基づき、

目的外利用申請により 2014 年・2017 年医療施設静態調査および 2014 年・2017 年患者

調査の調査票情報の提供を受け、これらのデータを目的に応じて加工し、以下 1～3 の

項目で示す分析を行った。 

 

1．市区町村別における歯科診療所・歯科医療従事者の地域分布について 

本分析では、市区町村別における歯科診療所数・歯科医師数・歯科衛生士数・歯科技

工士数・歯科業務補助者数の地域分布の平準度を評価することとした。まず、2014 年・

2017 年医療施設静態調査の調査票情報から、市区町村別における歯科医療従事者数の

統計表を作成した。歯科医師、歯科衛生士および歯科技工士については、常勤数と常勤

換算をした非常勤数との和を算出し、歯科業務補助者は常勤換算をした数値を用いた。

次に、人口データを用いて市区町村ごとの人口 10 万人あたりの歯科医療従業者数を算

出したうえで、各歯科医療従事者数別に完全平等分布線とローレンツ曲線を作成し、ジ

ニ係数を求めた。各市区町村における人口データは、市区町村別住民基本台帳年齢階級

別人口 3）を用いた。 

なお、本分析では、政令指定都市に設置される区（行政区）についても分別したうえ

で、市区町村別の歯科診療所数・歯科医療従事者数の状況を示している。このため、2014

年および 2017年 10月 1日時点での全国の市区町村数は、1,741市区町村（政令指定都

市：20，それ以外の市区町村：1,721）であるが、本分析での市区町村数は各行政区を

含めていることから総計 1,896となっている。 

 

2．歯科医療従事者数と歯科診療所通院患者の傷病との関係について 

本分析では、歯科医療従事者数と歯科診療所に通院する患者の傷病との関係を分析し

た。まず、歯科診療所単位で、医療施設静態調査と患者調査とのデータを連結し、デー

タセットを作成した（歯科診療所数：2014 年 1,161 施設、2017 年 1,135 施設）。次に、

歯科医師数・歯科衛生士数・歯科技工士数の各歯科医療従事者数と関連する傷病数を評

価するため、重回帰分析を行った。被説明変数は、歯科医師数・歯科衛生士数・歯科技

工士数とし、それぞれの歯科医療従事者ごとに分析を行った。説明変数は、「う蝕症（C）」

「歯髄炎（Pul）・歯髄懐疽（Pu 懐疽）・歯髄壊死（Pu 壊死）」「歯根膜炎（Per）」「歯槽

膿瘍（AA）・歯根嚢胞（WZ）」「歯肉炎（G）」「慢性歯周炎（P）」「歯肉膿瘍（GA）・その他

の歯周疾患」「智歯周囲炎（Perico）」「その他の歯・歯の支持組織の障害」「じょく瘡性

潰瘍（Dul）・口内炎（Stom）等」「その他の顎・口腔の疾患」「歯の補綴（冠）」「歯の欠

損補綴（ブリッジ、有床義歯、インプラント）」「歯科矯正」「外因による損傷」「検査・

健康診断その他の保健医療サービス」の各歯科診療所における傷病数とした。分析時は、

説明変数間に多重共線性の影響がないことを確認した。 

データ処理には統計解析ソフト Stataを使用し、有意水準は 5％とした。 

 

3．歯科訪問診療実施施設における口腔衛生指導の実施有無による特性 

本分析では、歯科訪問診療を実施している歯科診療所を対象として、口腔衛生指導を
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実施している歯科診療所の特性を評価した。まず、全国の 68,609 歯科診療所のなかか

ら歯科訪問診療を実施している施設を抽出した。そして、これらの歯科診療所のうち、

「訪問歯科衛生指導」「居宅療養管理指導（歯科医師による）」「居宅療養管理指導（歯

科衛生士等による）」「介護予防居宅療養管理指導（歯科医師による）」または「介護予

防居宅療養管理指導（歯科衛生士等による）」のいずれか一つでも実施している場合は、

口腔衛生指導の「実施あり」とし、データを二値化した。次に、歯科訪問診療時におけ

る口腔衛生指導の実施に関連する歯科診療所の特性を評価するため、クロス集計と多重

ロジスティック回帰分析を行った。被説明変数は口腔衛生指導の実施の有無（「実施あ

り」＝1、「実施なし」＝0）とし、説明変数は、歯科診療所が位置する市区町村の可住

地域人口密度（区分は五分位とし、1が最地方部、5が最都市部とした）、開設区分（公

立、私立）、標榜診療科（歯科、矯正歯科、小児歯科、歯科口腔外科）、歯科医療従事者

数（歯科医師数・常勤、歯科医師数・非常勤、歯科衛生士数・常勤、歯科衛生士数・非

常勤）とした。 

データ処理には統計解析ソフト Stataを使用し、有意水準は 5％とした。 

 

4．倫理的配慮 

 本研究の実施にあたっては、事前に国立保健医療科学院の倫理審査を受け、承認され

たうえで実施した（承認番号：NIPH-IBRA#12289）。また、厚生労働省から提供を受けた

就業歯科技工士数の調査票情報の使用に際しては、申請書に記載した利用場所、利用環

境、保管場所および管理方法に十分留意し、分析を行った。 
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C．研究結果 

1．市区町村別における歯科診療所・歯科医療従事者の地域分布について

市区町村別における歯科診療所数・歯科医師数・歯科衛生士数・歯科技工士数・歯科

業務補助者数について、完全平等分布線とローレンツ曲線を描いた結果を図１（2014 年）

と図２（2017 年）に示す。また、表１は図１・２の結果により算出されたジニ係数を示

したものである。ジニ係数は、両年の差はほとんどみられず傾向は近似していた。各対

象のジニ係数は、両年ともに低値から、歯科診療所数（2014 年/2017 年：0.23/0.23）、

歯科医師数（0.27/0.26）、歯科業務補助者数（0.34/0.34）、歯科衛生士数（0.35/0.35）、

歯科技工士数（0.57/0.58）の順であった。 

図１ 市区町村別での歯科診療所数等の完全平等分布線とローレンツ曲線（2014 年） 

図２ 市区町村別での歯科診療所数等の完全平等分布線とローレンツ曲線（2017 年） 

表１ 市区町村別での歯科診療所数等のジニ係数 

 

 

 

2014年 2017年
歯科診療所数 0.23      0.23      
歯科医師数 0.27      0.26      
歯科衛生士数 0.35      0.35      
歯科技工士数 0.57      0.58      
歯科業務補助者数 0.34      0.34      
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2．歯科医療従事者数と歯科診療所通院患者の傷病との関係について 

 歯科医療従事者数と歯科診療所通院患者の傷病との関係について、重回帰分析を行っ

た結果を表２（2014年）と表３（2017年）に示す。 

 2014 年の結果からは、特に歯科衛生士数では、「う蝕症」「歯根膜炎」「歯肉炎」「慢性

歯周炎」「智歯周囲炎」「じょく瘡性潰瘍・口内炎等」「その他の顎・口腔の疾患」「歯の

補綴（冠）」「歯科矯正」「検査・健康診断その他の保健医療サービス」との有意な関連

がみられ、歯科技工士数では、「慢性歯周炎」「歯の欠損補綴（ブリッジ、有床義歯、イ

ンプラント）」「歯科矯正」との有意な関連がみられた。 

2017 年の結果からは、歯科衛生士数では、「う蝕症」「歯肉炎」「慢性歯周炎」「歯の欠

損補綴（ブリッジ、有床義歯、インプラント）」「歯科矯正」「外因による損傷」「検査・

健康診断その他の保健医療サービス」との有意な関連がみられ、歯科技工士数では、「慢

性歯周炎」「じょく瘡性潰瘍・口内炎等」「その他の顎・口腔の疾患」「歯の欠損補綴（ブ

リッジ、有床義歯、インプラント）」との有意な関連がみられた。 

 

表２ 歯科医療従事者数と歯科診療所通院患者の傷病との関係（2014年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 歯科医療従事者数と歯科診療所通院患者の傷病との関係（2017年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

偏回帰係数 p値 標準化
偏回帰係数 偏回帰係数 p値 標準化

偏回帰係数 偏回帰係数 p値 標準化
偏回帰係数

1 う蝕症（Ｃ） 0.019 0.001 0.102 0.048 <0.001 0.112 -0.003 0.382 -0.029
2 歯髄炎（Pul）・歯髄懐疽（Pu懐疽）・歯髄壊死（Pu壊死） -0.001 0.908 -0.003 0.013 0.593 0.013 0.012 0.121 0.050
3 歯根膜炎（Per） 0.002 0.797 0.008 0.034 0.054 0.048 -0.004 0.449 -0.024
4 歯槽膿瘍（AA）・歯根嚢胞（WZ） 0.033 0.621 0.013 0.204 0.115 0.035 -0.016 0.694 -0.011
5 歯肉炎（Ｇ） 0.010 0.537 0.017 0.106 0.001 0.074 0.007 0.471 0.022
6 慢性歯周炎（Ｐ） 0.029 <0.001 0.225 0.137 <0.001 0.470 0.007 0.004 0.100
7 歯肉膿瘍（GA）・その他の歯周疾患 -0.014 0.642 -0.012 0.003 0.958 0.001 0.015 0.407 0.024
8 智歯周囲炎（Perico） 0.105 0.004 0.081 0.013 0.857 0.004 -0.023 0.283 -0.033
9 その他の歯・歯の支持組織の障害 -0.035 0.225 -0.032 0.020 0.723 0.008 -0.014 0.427 -0.023

10 じょく瘡性潰瘍（Dul）・口内炎（Stom）等 0.115 <0.001 0.124 0.062 0.204 0.029 0.038 0.012 0.075
11 その他の顎・口腔の疾患 0.100 0.025 0.063 0.117 0.177 0.032 0.080 0.003 0.092
12 歯の補綴（冠） 0.005 0.677 0.012 -0.004 0.846 -0.005 0.009 0.189 0.042
13 歯の欠損補綴（ブリッジ、有床義歯、インプラント） 0.031 <0.001 0.114 0.079 <0.001 0.128 0.021 <0.001 0.144
14 歯科矯正 0.083 <0.001 0.168 0.115 <0.001 0.102 0.013 0.086 0.050
15 外因による損傷 0.149 0.099 0.044 0.411 0.018 0.053 -0.058 0.288 -0.031
16 検査・健康診断その他の保健医療サービス 0.048 <0.001 0.120 0.150 <0.001 0.163 -0.001 0.880 -0.004

切片 0.904 <0.001 0.202 0.013 0.044 0.081
自由度調整済み決定係数 0.236 0.454 0.070

歯科医師数 歯科衛生士数 歯科技工士数

偏回帰係数 p値 標準化
偏回帰係数 偏回帰係数 p値 標準化

偏回帰係数 偏回帰係数 p値 標準化
偏回帰係数

1 う蝕症（Ｃ） 0.005 0.385 0.027 0.034 0.002 0.083 -0.005 0.178 -0.046
2 歯髄炎（Pul）・歯髄懐疽（Pu懐疽）・歯髄壊死（Pu壊死） 0.011 0.291 0.030 0.004 0.850 0.005 -0.003 0.715 -0.011
3 歯根膜炎（Per） 0.029 <0.001 0.109 0.068 <0.001 0.111 0.005 0.320 0.032
4 歯槽膿瘍（AA）・歯根嚢胞（WZ） 0.030 0.588 0.014 -0.065 0.548 -0.013 0.003 0.941 0.002
5 歯肉炎（Ｇ） 0.072 <0.001 0.121 0.185 <0.001 0.135 0.014 0.226 0.036
6 慢性歯周炎（Ｐ） 0.031 <0.001 0.264 0.119 <0.001 0.438 0.015 <0.001 0.195
7 歯肉膿瘍（GA）・その他の歯周疾患 -0.034 0.194 -0.034 -0.046 0.367 -0.020 0.007 0.718 0.010
8 智歯周囲炎（Perico） 0.106 0.002 0.084 0.217 0.002 0.074 -0.016 0.505 -0.020
9 その他の歯・歯の支持組織の障害 0.002 0.931 0.002 0.045 0.402 0.019 -0.008 0.672 -0.012

10 じょく瘡性潰瘍（Dul）・口内炎（Stom）等 0.061 0.003 0.079 0.176 <0.001 0.098 0.019 0.197 0.037
11 その他の顎・口腔の疾患 -0.021 0.530 -0.017 -0.139 0.036 -0.049 0.028 0.237 0.035
12 歯の補綴（冠） 0.000 0.994 0.000 0.057 0.007 0.067 -0.003 0.715 -0.011
13 歯の欠損補綴（ブリッジ、有床義歯、インプラント） 0.020 0.008 0.078 0.028 0.055 0.048 0.029 <0.001 0.171
14 歯科矯正 0.043 <0.001 0.102 0.117 <0.001 0.120 0.036 <0.001 0.131
15 外因による損傷 -0.018 0.846 -0.005 0.090 0.610 0.011 0.019 0.769 0.008
16 検査・健康診断その他の保健医療サービス 0.031 0.029 0.058 0.067 0.017 0.053 0.003 0.735 0.010

切片 0.919 <0.001 0.224 0.003 0.043 0.104
自由度調整済み決定係数 0.221 0.443 0.099

歯科衛生士数 歯科技工士数歯科医師数
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3．歯科訪問診療実施施設における口腔衛生指導の実施有無による特性 

 表４に、歯科訪問診療実施施設における口腔衛生指導の実施有無と歯科診療所の特性

との関係を分析した結果を示す。歯科訪問診療を実施している歯科診療所は 14,707 施

設であり、うち口腔衛生指導を実施している施設は 7,800施設（53.0％）であった。 

多重ロジスティック回帰分析の結果においては、口腔衛生指導を実施している施設は、

実施していない施設に比べて、歯科診療所が位置する市区町村の可住地域人口密度で高

値になるほど多く（OR,95%CI：五分位階級 3：1.43, 1.12-1.83, 五分位階級 4：1.72, 

1.36-2.17, 五分位階級 5：2.52, 2.00-3.19）、歯科口腔外科を標榜している施設が多

く（1.17：1.08-1.27）、歯科医療従事者では歯科医師・非常勤（1.38, 1.29-1.48）、歯

科衛生士・常勤（1.21, 1.18-1.24）、歯科衛生士・非常勤（1.43, 1.37-1.49）が多か

った。 

表４ 歯科訪問診療実施施設における口腔衛生指導の実施有無による特性 

 

 

 

 

※歯科医療従事者数は平均値（SD）を示す。

n= 7,800 n= 6,907
施設数 (%) 施設数 (%)

市区町村の可住地域人口密度
五分位階級１（most rural） 122 (33.0) 248 (67.0) 1.00
五分位階級２ 400 (36.6) 694 (63.4) 1.07 0.83 1.39 0.585
五分位階級３ 879 (44.7) 1,086 (55.3) 1.43 1.12 1.83 0.004
五分位階級４ 2,317 (51.1) 2,217 (48.9) 1.72 1.36 2.17 <0.001
五分位階級５（most urban） 4,082 (60.5) 2,662 (39.5) 2.52 2.00 3.19 <0.001

開設区分
公立 28 (43.8) 36 (56.3) 1.00
私立 7,772 (53.1) 6,871 (46.9) 0.73 0.43 1.23 0.232

標榜診療科
歯科 7,792 (53.1) 6,895 (47.0) 2.39 0.91 6.24 0.076
矯正歯科 3,270 (59.6) 2,217 (40.4) 1.05 0.97 1.14 0.205
小児歯科 5,653 (55.9) 4,462 (44.1) 1.01 0.93 1.10 0.840
歯科口腔外科 3,483 (60.0) 2,324 (40.0) 1.17 1.08 1.27 <0.001

歯科医療従事者数※
歯科医師数・常勤 1.62 (1.46) 1.33 (0.72) 1.05 0.99 1.10 0.083
歯科医師数・非常勤 0.47 (1.03) 0.16 (0.47) 1.38 1.29 1.48 <0.001
歯科衛生士数・常勤 2.13 (2.34) 1.33 (1.75) 1.21 1.18 1.24 <0.001
歯科衛生士数・非常勤 0.91 (1.35) 0.45 (0.83) 1.43 1.37 1.49 <0.001

p値
有り 無し

オッズ比 95％信頼区間
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D.考察 

本研究では、医療施設静態調査および患者調査を使用して、特に歯科衛生士・歯科技

工士の就業等の検討に資する基礎資料を作成することを趣旨として、歯科医療従事者の

需給等に関する分析を行った。その結果、歯科衛生士の地域分布については、歯科診療

所や歯科医師に比べると偏在が生じていることが明らかになった。歯科技工士について

は、各職種のなかで最も大きな偏在を示していた。また、歯科衛生士数が多い歯科診療

所では、う蝕症や慢性歯周炎などの傷病に加え、検査・健康診断その他の保健医療サー

ビスとの関連がみられ、他方、歯科技工士では、慢性歯周炎や歯の欠損補綴等との関連

がみられた。さらに、歯科訪問診療実施施設のうち口腔衛生指導を実施している歯科診

療所の特性として、人口密度が高くなるにつれて多く、歯科口腔外科を標榜しており、

歯科医師・非常勤、歯科衛生士・常勤、歯科衛生士・非常勤の各従事者が多い傾向がみ

られた。 

 歯科衛生士に関しては、口腔疾患の予防管理等の担い手としての役割が期待されてい

る一方で、昨今では特に歯科診療所における人材不足が指摘されている 4）。本研究から

は、歯科衛生士が多い歯科診療所では検査・健康診断等の保健医療サービスを多く提供

しており、また、2017 年時点における歯科診療所のジニ係数が 0.23 であるのに対し、

歯科衛生士が 0.35、歯科業務補助者が 0.34 であり、歯科衛生士不足の地域差が生じて

いることが示唆された。また、歯科訪問診療における口腔衛生指導のニーズが高いこと

は，これまでも報告されているが 5）、本研究からは、特に人口密度の低い地方部におい

て歯科衛生士の活用が十分ではないことを示唆しており、こうした地域では歯科衛生士

の確保が困難な状況にあることがうかがえる。 

 また、歯科技工士に関しては、近年では歯科診療所への従事者は減少傾向にあり、こ

れは衛生行政報告例 6）においても同様の結果を示している。この報告によれば、近年の

就業歯科技工士数がほぼ横ばい傾向にあるなかで、病院・診療所に就業する歯科技工士

数は減少傾向にあり、歯科技工所に就業する歯科技工士数は漸増傾向にある。本研究に

おいても、歯科技工士のジニ係数が 2017年で 0.58と高値を示していたことは、こうし

た傾向を裏付けるものであるといえる。一方、本研究では、歯科技工士数が多い歯科診

療所では、慢性歯周炎や歯の欠損補綴などの歯科医療サービスの提供が多いことが明ら

かになった。近年では歯科診療所に通院する患者の高齢化が進んでいるが 2）、前記のよ

うな歯科診療所では特にその傾向が高く、補綴装置等の製作を外部委託ではなく、院内

技工によって対応しているケースが多いことが考えられる。 

本分析により、歯科診療所に就業する歯科衛生士・歯科技工士等の実態について直近

の状況が明らかになったが、今後、これらのデータを活用して、歯科医療従事者の需給

等についてさらに詳細な分析を加えていく。 

 

E.結論 

本研究では、医療施設静態調査および患者調査を使用して、特に歯科衛生士・歯科技

工士の就業等の検討に資する基礎資料を作成することを趣旨として、歯科医療従事者の

需給等に関する分析を行った。その結果、歯科衛生士の地域分布については、歯科診療

所や歯科医師に比べると偏在が生じていることが明らかになった。歯科技工士について

は、各職種のなかで最も大きな偏在を示していた。また、歯科衛生士数が多い歯科診療
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所では、う蝕症や慢性歯周炎などの傷病に加え、検査・健康診断その他の保健医療サー

ビスとの関連がみられ、他方、歯科技工士では、慢性歯周炎や歯の欠損補綴等との関連

がみられた。さらに、歯科訪問診療実施施設のうち口腔衛生指導を実施している歯科診

療所の特性として、人口密度が高くなるにつれて多く、歯科口腔外科を標榜しており、

歯科医師・非常勤、歯科衛生士・常勤、歯科衛生士・非常勤の各従事者が多い傾向がみ

られた。 
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